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(2)　特別会計

令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率

予 算 現 額 3,626,215,000 4,177,908,000 △ 551,693,000 △13.2%

収 入 済 額 3,318,270,203 3,667,682,183 △ 349,411,980 △9.5%

支 出 済 額 3,311,962,561 3,640,360,738 △ 328,398,177 △9.0%

歳入歳出差引額 6,307,642 27,321,445 △ 21,013,803 △76.9%

予 算 現 額 560,737,000 527,570,000 33,167,000 6.3%

収 入 済 額 548,964,086 524,231,978 24,732,108 4.7%

支 出 済 額 548,667,712 524,231,978 24,435,734 4.7%

歳入歳出差引額 296,374 0 296,374 皆増

予 算 現 額 4,213,418,000 4,148,894,000 64,524,000 1.6%

収 入 済 額 4,086,642,189 4,022,521,501 64,120,688 1.6%

支 出 済 額 4,086,104,794 4,010,560,260 75,544,534 1.9%

歳入歳出差引額 537,395 11,961,241 △ 11,423,846 △95.5%

予 算 現 額 28,888,000 29,803,000 △ 915,000 △3.1%

収 入 済 額 26,493,628 28,278,539 △ 1,784,911 △6.3%

支 出 済 額 26,493,628 28,278,539 △ 1,784,911 △6.3%

歳入歳出差引額 0 0 0 －

予 算 現 額 7,395,000 6,342,000 1,053,000 16.6%

収 入 済 額 5,474,008 5,550,300 △ 76,292 △1.4%

支 出 済 額 5,474,008 5,550,300 △ 76,292 △1.4%

歳入歳出差引額 0 0 0 －

魚 市 場
事 業 会 計

国 民 健 康 保 険
事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
事 業 会 計

介 護 保 険
事 業 会 計
( 保 険 事 業 勘 定 )

介 護 保 険
事 業 会 計
(介護ｻｰﾋﾞｽ事業勘定)

区　　　分
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２　地方財政状況調査に基づく分析

（1） 普通会計決算の概要

（単位：千円）

令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率

当 初 予 算 額 24,720,000 22,654,000 2,066,000 9.1%

最 終 予 算 額 27,139,000 23,857,000 3,282,000 13.8%

歳 入 総 額 Ａ 26,463,858 23,110,469 3,353,389 14.5%

歳 出 総 額 Ｂ 25,492,067 22,669,781 2,822,286 12.4%

歳 入 歳 出 差 引 額 Ｃ
Ａ － Ｂ

971,791 440,688 531,103 120.5%

翌年度に繰越すべき 財源
Ｄ

255,478 198,648 56,830 28.6%

実 質 収 支 Ｅ
Ｃ － Ｄ

716,313 242,040 474,273 195.9%

単 年 度 収 支 Ｆ 474,273 76,407 397,866

積 立 金 Ｇ 137,270 93,362 43,908 47.0%

繰 上 償 還 金 Ｈ － － － －

積 立 金 取 崩 額 Ｉ － 200,000 △ 200,000 皆減

実 質 単 年 度 収 支
Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ － Ｉ

611,543 △ 30,231 641,774 △2,122.9%

基 準 財 政 需 要 額 9,798,983 9,573,222 225,761 2.4%

基 準 財 政 収 入 額 4,503,561 4,591,490 △ 87,929 △1.9%

標 準 財 政 規 模 10,954,478 10,802,959 151,519 1.4%

臨時財政対策債発行可能額 － 37,035 △ 37,035 皆減

地 方 債 現 在 高 22,061,298 18,848,911 3,212,387 17.0%

財 政 力 指 数 0.48 0.49 △ 0.01

実 質 公 債 費 比 率 9.3 10.2 △ 0.9

実 質 赤 字 比 率 － － －

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － －

将 来 負 担 比 率 － － －

資料：地方財政状況調査、健全化判断比率に関する算定様式

区　　　分

予
 

算

決
　
　
　
　
算

財
 
 

政
 
 

指
 
 

標
 
 

等
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（2） 歳　　入

（単位：千円・％）

決算額 構成比
人 口 １ 人
当 た り ( 円 ) 決算額 構成比

人 口 １ 人
当 た り ( 円 )

4,416,005 16.7 159,164 4,446,006 19.2 155,520

67,201 0.3 2,422 70,176 0.3 2,455

488,179 1.8 17,595 479,862 2.1 16,785

172,994 0.6 6,235 180,349 0.8 6,309

512,425 1.9 18,469 654,431 2.8 22,892

1,008,556 3.8 36,351 693,373 3.0 24,254

440,688 1.7 15,884 219,698 0.9 7,685

660,501 2.5 23,806 650,124 2.8 22,741

7,766,549 29.3 279,926 7,394,019 31.9 258,641

267,220 1.0 9,631 264,386 1.1 9,248

6,038 0.0 218 1,098 0.0 38

13,577 0.1 489 13,108 0.1 459

21,963 0.1 792 17,979 0.1 629

946,104 3.6 34,100 876,093 3.8 30,645

0 0.0 0 0 0.0 0

12,322 0.0 444 11,482 0.0 402

67,015 0.3 2,415 67,098 0.3 2,347

24,398 0.1 879 140,588 0.6 4,918

6,451,190 24.4 232,517 6,164,506 26.7 215,633

普 通 交 付 税 5,295,072 20.0 190,848 4,976,105 21.5 174,063

特 別 交 付 税 737,468 2.8 26,580 714,306 3.1 24,986

震災復興特別交付税 418,650 1.6 15,089 474,095 2.1 16,584

2,556 0.0 92 3,017 0.0 106

4,516,672 17.1 162,792 3,994,858 17.3 139,739

1,222,154 4.6 44,050 1,192,137 5.2 41,701

5,146,100 19.4 185,478 2,970,100 12.9 103,893

18,697,309 70.7 673,898 15,716,450 68.1 549,757

26,463,858 100.0 953,824 23,110,469 100.0 808,398

資料：

令和６年度

交通安全対策特別交付金

合     　　 計

依
　
存
　
財
　
源

小　　　計

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

令和７年度

繰 入 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

区　　  分

自
 

主
 

財
 

源

小　　　計

地 方 税

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

地方財政状況調査、住民基本台帳　（表示単位未満四捨五入の関係で、合計と一致しない場合がある）

自動車税環境性能割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金
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（3） 性質別歳出

（単位：千円・％）

決算額 構成比
人 口 １ 人
当 た り ( 円 )

決算額 構成比
人 口 １ 人
当 た り ( 円 )

3,371,571 13.2 121,520 3,336,204 14.7 116,699

4,196,798 16.4 151,263 3,995,319 17.6 139,755

248,277 1.0 8,949 138,579 0.6 4,847

3,718,250 14.6 134,015 3,725,640 16.4 130,322

3,263,237 12.8 117,615 3,096,080 13.7 108,300

14,798,133 58.0 533,362 14,291,822 63.0 499,924

5,845,657 22.9 210,692 3,497,996 15.5 122,359

補 助 事 業 1,162,228 4.6 41,890 580,014 2.6 20,289

単 独 事 業 4,599,793 18.0 165,788 2,846,950 12.6 99,585

県 事 業 負 担 金 83,636 0.3 3,014 71,032 0.3 2,485

41,643 0.2 1,501 29,986 0.1 1,049

5,887,300 23.1 212,193 3,527,982 15.6 123,408

2,001,479 7.9 72,138 2,007,467 8.9 70,221

956,018 3.8 34,457 1,040,246 4.6 36,388

53,137 0.2 1,915 51,878 0.2 1,815

188,556 0.7 6,796 123,706 0.5 4,327

1,607,444 6.3 57,936 1,626,680 7.2 56,901

4,806,634 18.9 173,243 4,849,977 21.4 169,651

25,492,067 100.0 918,799 22,669,781 100.0 792,982

資料：

27,745 人

28,588 人

地方財政状況調査、住民基本台帳　（表示単位未満四捨五入の関係で、合計と一致しない場合がある）

令和7年3月末

令和６年度

消
費
的
経
費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

合      計

そ
の
他
の
経
費

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

小　　　計

小　　　計

投
資
的
経
費

補 助 費 等

　　　　　　※）住民基本台帳人口

令和8年3月末

小　　　計

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業

区　　  分
令和７年度

扶 助 費
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（4）　主な財政指標の比較

（単位：％）

釜　石　市 県内14市平均 釜　石　市 県内14市平均 類似団体平均

96.9 97.7 97.1 97.7 97.3

99.4 93.1 99.0 94.2 92.5

9.3 10.2 10.2 10.7 8.7

- 51.4 - 49.0 16.1

0.48 0.46 0.49 0.47 0.54

（5）　１人当たり収入及び費用の比較

（単位：円）

釜　石　市 県内14市平均 釜　石　市 県内14市平均 類似団体平均

地　方　税 159,164 143,959 155,520 134,357 156,227

地方交付税 232,517 228,568 215,633 215,093 158,461

地　方　債 185,478 62,081 103,893 53,177 47,147

人　件　費 121,520 108,232 116,699 102,830 98,214

扶　助　費 134,015 129,863 130,322 126,587 109,011

公　債　費 72,138 71,455 70,221 70,221 57,215

物　件　費 151,263 125,243 139,755 114,671 92,988

 補 助 費 等 117,615 106,280 108,300 101,728 87,701

投資的経費 212,193 99,569 123,408 88,429 80,920

歳  出  計 918,799 745,571 792,982 712,058 619,718

795,145 614,553 659,329 609,218 533,832

資料：地方財政状況調査、住民基本台帳、健全化判断比率に関する算定様式

※）住民基本台帳人口

令和8年3月末 27,745 人

令和7年3月末 28,588 人

地 方 債 現 在 高

将 来 負 担 比 率

項　　　目

歳
　
入

経 常 収 支 比 率

実質公債費 比率

財 政 力 指 数

歳
　
　
出

項　　　目
令和７年度 令和６年度

徴 収 率

令和７年度 令和６年度
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（6）　引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化の状況

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国(県)
支出金

市債 その他

引上げ分の
地方消費税
（社会保障
財源化分の
市町村交付

金）

その他

障がい者福祉事業 996,550 698,995 297,555

高齢者福祉事業 187,736 31,623 156,113

児童福祉事業 961,622 698,162 25,389 50,607 187,464

生活保護事業 556,270 424,477 131,793

小　　　計 2,702,178 1,821,634 57,012 504,275 319,257

国民健康保険事業 318,876 137,733 181,143

介護保険事業 650,296 37,944 612,352

後期高齢者医療事業 633,847 108,787 525,060

小　　　計 1,603,019 284,464 1,318,555

医療費給付事業 183,699 45,402 9,205 129,092

がん検診事業 41,546 5,291 36,255

予防接種事業 83,224 83,224

小　　　計 308,469 45,402 14,496 248,571

4,613,666 2,151,500 71,508 504,275 1,886,383

資料：地方財政状況調査

保健
衛生

合　　　計

事　　　業　　　名 経　費

財　　　源　　　内　　　訳

特定財源 一般財源

社会
福祉

社会
保険

14 
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３ 主要事業の実績 

（1） 一般会計 

    注1）【新規】は、新規事業を示します。 

注2） 重点は、「物価対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用した事業を示します。なお、 

地方財政状況調査における国の規定では、個別事業に財源充当をしない取扱いとなっ

ているため、財源内訳中の国県支出金欄に交付金額を記載しておりません。交付金配

分内訳は、182ページの一覧を参照願います。 

    注3） 基金は、各基金からの繰入金を充当した事業を示します。充当額については、183ペー

ジ及び184ページの一覧を参照願います。 

注4）（ ）内の担当所属名称は、令和７年度の予算執行担当課です。 

 

 

 

 

  



16 

 

 

第１款 議会費 

１ 議会活動費 

市民全体を代表する機関として、広く市民の声を市の予算や重要な事項の審議に反映させるため

の活動を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 総務常任委員会（８回開催） 

 ・視察先：福岡県北九州市（ＤＸ推進計画について） 

      福岡県福岡市（リモート窓口の取組について） 

○ 民生常任委員会（９回開催） 

 ・視察先：岩手県遠野市（学校給食の取組について） 

      東京都文京区（学校給食の取組について） 

      東洋ライス株式会社 （学校給食事業の取組について） 

○ 経済常任委員会（10回開催） 

 ・視察先：㈱パソナグループ （地方創生セミナーについて、廃校利用事例について） 

 ・釜石港コンテナ航路セミナー2025㏌きたかみ 

≪事業の成果≫ 

視察研修により先進地事例を調査研究した成果が一般質問や委員会審査に生かされ、議会の活

性化につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

10,592  6,513  0 0 0 6,513  

（議会事務局） 

 

 

２ 議会運営ＩＣＴ化推進事業 

議会運営の効率化を図るため、タブレットによる議会内の情報・資料の共有を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 端末通信料（944千円） 

○ ペーパーレス会議システム使用料（726千円）  

≪事業の成果≫ 

タブレット端末の活用により、効果的で迅速な情報共有及びペーパーレス化に向けた取組が図

られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,700  1,670  0 0 235 1,435 

（議会事務局） 

 

 

1.議会費 1.議会費 1.議会費 
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第２款 総務費 

１ ＤＸ推進員配置事業 

ＩＴ関連企業から地域活性化起業人を受入れ、民間企業のノウハウと知見を生かし、子育て関連

施策のデジタル化や業務自動化ツールの生成による当市のＤＸ推進のサポートを行った。 

≪事業内容≫ 

○ 地域活性化起業人（副業型）受入れ ２名 

≪事業の成果≫ 

子育てに関する情報をまとめて確認できる「子育てポータルサイト」の立ち上げを支援し、令

和８年４月の公開に向けて準備を進めたほか、保育園や公園、医療機関などの情報を地図上で分

かりやすく確認できる「子育てマップ」を作成し、子育て世帯の利便性向上に取り組んだ。 

また、これまで職員が手作業で行っていたデータの仕分けや確認作業を自動化する仕組みを導

入したほか、介護保険業務において同じ内容を何度も入力する手間を減らす仕組みづくりを支援

した。その結果、年間200時間以上の業務時間削減につながり、職員が住民サービスにより多くの

時間を充てられるようになった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,000 2,830 0 0 0 2,830 

（総合政策課ＤＸ推進室） 

 

 

２ 情報管理システム経費 

情報システム標準化及び住民情報システム機器の更新を行った。また、庁内で利用する基幹シス

テム、グループウェア、ネットワーク等の維持管理及び改修に加え、情報セキュリティ対策の強化

を目的とした、グループウェアアクセス及び情報資産暗号化の制御に係るシステムの運用を行った。 

≪事業内容≫ 

〇 情報システム標準化対応委託料（87,474千円） 

○ 専用回線通信費（12,326千円) 

○ システム及びネットワークに係る改修並びに保守委託料（7,377千円) 

○ システム及び各種機器等に係る使用料及び賃借料（125,973千円) 

○ 岩手県セキュリティクラウド運用費負担金（1,785千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

  基幹システム標準化について、一部を除き完了したほか、グループウェア及び外部へのファイ

ル持出しに係る暗号化制御が安定して稼働したことにより、情報セキュリティ対策の強化が図ら

れた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

282,080 237,953 0 0 105,473 132,480 

（総合政策課ＤＸ推進室） 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 1.一般管理費 



18 

 

 

３ 地域情報通信施設維持管理費 

ブロードバンドゼロ地域の解消、地上デジタル放送の難視解消などを目的として整備した光ファ

イバ線やその周辺機器について適正な保守管理を行い、安定した放送及び光通信回線を提供した。 

≪事業内容≫ 

○ 伝送路施設維持管理委託料（3,857千円） 

○ 新規接続委託料（5,127千円） 

○ スポット保守・支障移転工事委託料（18,961千円） 

○ 電柱、電気通信施設等使用料（9,362千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

光回線を利用した通信及びテレビ視聴に係る新規接続件数が25件申請され、通信及び地上デジ

タル放送難視地域に居住する市民の環境の改善が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

66,937 60,246 0 11,300 22,534 26,412 

（総合政策課ＤＸ推進室） 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 2.文書広報費 

 

１ 広報かまいし発行事業 

  市政情報を分かりやすく発信し、市民生活の利便性向上と市政への理解促進、まちへの愛着や誇

りの醸成を図るため、「広報かまいし」を月２回発行した。 

≪事業内容≫ 

○ 広報かまいし制作委託料（13,265千円） 

○ 広報かまいし配布委託料（4,719千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

 市政情報や各種行政サービスに関する情報を一元的に発信するとともに、特集記事や市民百景

等を通じて、市内で活躍する人や地域の魅力を継続的に紹介し、市民の利便性向上及びまちへの

関心や理解の促進による愛着や誇りの醸成につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

19,782 18,943 0 0 0 18,943 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 1.一般管理費 
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2.総務費 1.総務管理費 2.文書広報費 

 

２ 地域情報デジタル発信事業 

ホームページの改修による市政情報や市内におけるイベント情報の発信に加え、地域内の魅

力的・先進的な取組をホームページやＳＮＳ等、各媒体の特性に応じて発信し、地域内におけ

るシビックプライドの醸成及び地域外からの認知度向上を図った。 

≪事業内容≫ 

○ ホームページ運用保守委託料（779千円） 

○ 釜石市ホームページ改修業務委託料（2,376千円）  

○ 市ＬＩＮＥ公式アカウント情報発信委託料（1,056千円） 

○ 地域魅力情報発信委託料（2,600千円） 

≪事業の成果≫ 

  釜石市ホームページのイベントカレンダーを改修し、掲載内容の整理・充実を図ったこと

で、市内イベント情報を一元的に把握できる環境を構築した。また、子育てポータルサイト

を新たに開設し、必要な情報へ迅速にアクセスできる仕組みを整備したことで、子育て世代

の利便性向上に向けた発信強化が図られた。さらに、ＳＮＳやウェブサイトを活用した継続

的な情報発信に取り組み、ＳＮＳの総フォロワー数が１年間で約2,400人増加する等、市内外

に向けて釜石の魅力や地域情報の発信機会を拡充できた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,688 6,811 0 0  132 6,679 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

 

１ いのちをつなぐ未来館運営事業 

  東日本大震災の記憶や教訓を伝え、防災学習を推進する拠点施設である津波伝承施設「いのちを

つなぐ未来館」の管理運営を行った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 鵜住居駅前地区公共施設指定管理料（17,926千円） 

≪事業の成果≫ 

   震災伝承や防災に係る企画展、防災学習プログラム、ＳＮＳ等を活用した情報発信等を実施し

た。年間来館者数は30,655人、防災学習プログラムへの年間参加者数は3,313人であり、防災学習

の推進が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

17,926 17,926 0 0 0 17,926 

（総務課） 
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２ 魚河岸にぎわい館運営事業 

魚河岸地区周辺のにぎわいを創出するための拠点施設として整備した「釜石魚河岸にぎわい館」

の管理運営及びイベント等の事業を実施した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 魚河岸にぎわい館指定管理料（10,977千円） 

・ＧＷ企画「１日限定 漁船クルーズ定期便」   参加者数14人 

・「釜石納涼花火2025」２階飲食店完全予約    総予約者数134人 来館者数1,288人 

・夏休み企画「おさかなクイズ」         参加者数27人 

・釜石はまゆりサクラマスフェア「スタンプラリーin魚河岸テラス」来館者数延べ10,459人 

     ほか 

  ○ 利用者数 72,831人 

≪事業の成果≫ 

海に面した施設であることを活かしたイベントの実施等により、魚河岸地区周辺のにぎわいの

創出が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

11,127 10,977 0 0 0 10,977 

（商工観光課） 

 

 

３ 情報交流センター運営事業 

商業とにぎわいを創出するための拠点と位置付け整備した「釜石情報交流センター」の管理運営

及びイベント等の事業を実施した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 情報交流センター指定管理料（17,500千円） 

 ・CINEPIT映画上映会（上映回数３回）                  参加者数延べ39人 

 ・賑わい創出イベント（開催回数８回）          参加者数約500人 

 ・ラグビー＆スポーツ応援プロジェクト（開催回数13回）  参加者数延べ412人 

 ・かまいし百円市（開催回数３回）                      参加者数約1,250人 

   ○ 利用者数 24,719人 

 ≪事業の成果≫ 

にぎわい創出を目的とした多様なイベントの実施や貸館等を通じて、地域内外の幅広い世代に

利用され、にぎわいの創出と交流の促進が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

17,617 17,571 0 0 0 17,571 

（商工観光課） 
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１ かまいし未来づくりプロジェクト事業 基金 

第六次釜石市総合計画に掲げる各施策を推進するため、市民と対面でまちづくりについて考える

「かまいし未来づくりプロジェクト」の開催やオンラインで情報提供及びアイデア募集を行う「釜

石版Decidim」を活用し、意見募集や情報発信を行った。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ かまいし未来づくりプロジェクトの開催    

   ○ Decidimシステム賃借料（1,089千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

   「かまいし未来づくりプロジェクト」では、第六次釜石市総合計画後期基本計画の策定に際し、

市民参加型のワークショップを通じて、市が抱える課題の解決や未来のあり方について、市民と

ともに考える機会を創出し、「全市民参加でつくるまち」の推進につなげている。 

また、釜石版Decidimでは、同計画策定に関する意見募集を行うとともに、当市を訪れた大学生

の体験記を掲載するなど、当市の魅力を広く発信し、当市に関心を持つ新たな学生の呼び込みに

もつながった。 

 単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,419 1,201 0 0 1,201 0 

（総合政策課） 

 

 

２ 産学官連携促進事業 基金 

当市と相互友好協力協定を締結している岩手大学の学生が積極的に地域づくりに参加し、地域と

の関係性を深めることを目的として行う事業に対し、学生活動支援事業補助金を交付した。また、

同大学の取組内容や技術を市内に発信し、地域事業者の新たな事業展開による地域経済の活性化、

地域社会の発展及び学びの場の創出を目的とし、「岩手大学地域連携フォーラム」を開催した。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 学生活動支援事業補助金（300千円） 

   ○ 岩手大学地域連携フォーラムの開催 ほか 

≪事業の成果≫ 

「おさかなフェス」や移動水族館の取組など、岩手大学釜石キャンパスの学生が積極的に地域

と関わる活動を支援することで、地域住民との交流機会の創出及び当市の水産資源のＰＲ、釜石

キャンパスの活動内容や取組の周知が図られた。 

また、「岩手大学地域連携フォーラム」の開催により、同大学の取組内容や研究シーズを市内

に発信し、多文化共生や防災意識の向上につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

390 365 0 0 365 0 

（総合政策課） 
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３ 海と希望の学園推進事業 

東京大学を中心とした、圏域内外の高等教育機関との連携を図りながら、「海と希望の学園祭」

を開催した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 「海と希望の学園祭」に係る会場使用料（379千円） 

○ その他イベント開催に係る経費（171千円） 

≪事業の成果≫ 

当市と連携協定を締結している東京大学の４研究所と共催で「海と希望の学園祭」を開催し、

市民参加型のトークイベント等を通じ、生涯学習の機会を提供することで、幅広い世代の学びを

支援することにより、教育環境の充実が図られた。 

また、市内中学校１年生を対象に「未来探検授業」を開催し、最先端の科学技術や研究成果に

触れることで、生徒一人ひとりが自らの興味・関心の拡大を図るとともに、将来の進路や目標を

考える契機を創出し、多様な価値観の醸成につなげた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

800 550 366 0 0 184 

（総合政策課） 

 

 

４ ＤＸ推進事業 

デジタル技術の利活用による行政サービスの利便性向上及び市職員の事務軽減を図るために導入し

た「書かない窓口」、「Web受付システム」、「統合型ＧＩＳ」等のシステム運用保守及び様々なデジ

タル行政サービスの共通の入口となる「スーパーアプリ」の運用を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 書かない窓口、Web受付システム使用料（5,065千円） 

○ 統合型ＧＩＳ使用料（16,830千円） 

○ スーパーアプリ使用料（1,320千円） 

≪事業の成果≫ 

スーパーアプリ「かまいしライフ」のダウンロード数が令和７年度末時点で1,714件（前年度比

409件増）となり、当市のポータルサイトとして周知が図られた。 

また、令和７年８月に、統合型ＧＩＳで作成したマップを市ホームページから誰でも閲覧でき

る「かまいしｅ-マップ」を公開し、市民、市内事業者の利便性向上が図られた。（令和７年度末

時点アクセス数2,012件） 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

35,012 34,008 2,883 0 0 31,125 

（総合政策課ＤＸ推進室） 
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５ 東日本大震災伝承活動支援事業 

  東日本大震災の記憶や教訓を風化させることなく後世に伝えるとともに、防災学習の場として国

内外に発信していくため、釜石市の震災伝承施設である「いのちをつなぐ未来館」における語り部

の育成や防災学習プログラムの提供をはじめとした震災伝承活動事業に補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ 東日本大震災伝承活動支援事業補助金（1,000千円）  

 ≪事業の成果≫ 

指定管理者である㈱かまいしＤＭＣが実施した、人材育成研修や防災学習プログラムクリア

ファイルの印刷、学生向け「いのちをつなぐ未来館ガイドブック」の制作に活用されたことによ

り、震災の記憶と教訓の継承に資する効果的な取組が行われた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,000 1,000 0 0 1,000 0 

（総務課） 

 

 

６ 定額減税に係る調整給付事業 重点 

令和６年度に実施された定額減税において、減税しきれないと見込まれる方に支給した定額減税

補足給付金（当初給付分）と、確定した所得税及び定額減税の実績額等により計算された補足給付

金の間に差額が生じる者等に対して、追加で定額減税補足給付金（不足額給付分）を給付した。 

≪事業内容≫ 

○ 対象者 定額減税可能額が、令和６年分所得税額又は令和６年度分個人住民税所得割額を

上回る納税者で補足給付金に不足が生じる者、及び定額減税対象外で低所得世帯

向け給付の対象にも該当しなかった者（合計所得金額が1,805万円を超える納税者

を除く。） 

○ 給付対象者数  4,763人（扶養親族含む） 

○ 給付額   101,270千円 

≪事業の成果≫ 

定額減税補足給付金（不足額給付分）の給付により、物価高の影響の負担軽減と生活の安定が

図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

107,430 107,395 0 0 0 107,395 

（税務課） 
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７ ローカルスタートアップ支援事業【新規】 

総務省の地域経済循環創造事業交付金を活用し、地域事業者が間伐材を燃料にして、新たにイチ

ゴ観光農園を開設し、地域資源を有効活用したアグリツーリズムを展開する事業に対し、補助金を

交付した。 

≪事業内容≫ 

○ 地域経済循環創造事業補助金 

≪事業の成果≫ 

作業効率化による薪製造能力の向上に加え、イチゴ栽培にあたり、育苗過程でビニールハウス内

の保温処理時に生成される炭材の商品化により、地域事業者の事業拡大が図られ、新たに福祉的支

援対象者の雇用が創出された。  

また、当該活動を新たなワーケーションプログラムの一つとして造成することにより、ワーケー

ションプログラムが多様化し、企業研修で当市を訪れた方の継続的な関わりが期待されるなど、つ

ながり人口の更なる創出が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

13,500 13,500 9,000 0 0 4,500 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

８ まち・ひと・しごと創生事業 基金 

 令和７年４月に策定した第３期釜石市人口ビジョン・オープンシティ戦略の進捗を進めるうえで

の助言を得るため、産学官金の有識者で構成する地方創生アドバイザー会議を開催したほか、企業

版ふるさと納税の獲得に向け、企業へのアプローチを行った。 

また、地域課題解決に向けた取組を支援するため、ふるさと納税を原資としてＳＤＧｓ推進活動

支援補助金の交付にあたり、寄附者の利便性向上を目的に、オンライン上での決済及び返礼品の選

択が選択できるようウェブサイトの整備を行った。  

≪事業内容≫ 

○ 地方創生アドバイザー会議の開催  

○ ＳＤＧｓ推進活動支援補助金の交付 

○ 企業版ふるさと納税確保に向けた企業へのアプローチ 

≪事業の成果≫ 

地方創生アドバイザー会議において、各分野で活躍する地方創生アドバイザーからの助言を得

たほか、企業へのアプローチにより企業版ふるさと納税を獲得した。 

また、ウェブサイトの整備や認定団体による積極的な寄附の働きかけにより、釜石市ＳＤＧｓ

ふるさと寄附金の寄附額が増額し、地域課題の解決に向けて一層の財源確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,088 2,715 0 0 2,288 427 

（オープンシティ・プロモーション室） 
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９ 高校生のキャリア構築支援事業 基金 

  高校生の職業観や郷土愛の醸成と将来的なＵ・Ｉターンの創出及びつながり人口の創出を目的に

キャリア教育授業「釜石コンパス」を実施した。 

    また、地域おこし協力隊制度を活用して教育魅力化コーディネーターを１名任用し、釜石コンパ

スの運営及び高校生の活動を支援した。 

≪事業内容≫ 

   ○ キャリア教育授業（釜石コンパス）の開催（10回、761名の生徒が参加） 

   ○ 教育魅力化コーディネーター（地域おこし協力隊）の任用 １名 

   ○ 釜石コンパス実行委員会負担金（5,606千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

釜石コンパスのアンケートでは、「進路・将来を考えるのに参考になったか」という設問に対

し、約90％の生徒が参考になったと回答しており、高校生の職業観や進路選択に対する不安感の

軽減が図られた。また、講師として地域外から67名の方が来訪しており、つながり人口の創出が

図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

21,600 15,619 0 0 3,924 11,695 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

10 デジタルマーケティング推進員配置事業 

総務省の地域活性化起業人副業型・シニア型の制度を活用し、データ分析を踏まえた戦略・立案

やつながり人口の創出などの取組を民間人材とともに実施することにより、当市が抱える課題の解

決を図った。 

 ≪事業内容≫ 

○ 地域活性化起業人 副業型・シニア型   ６名 

≪事業の成果≫ 

当市及び地場企業の現状分析に基づく課題解決に向けた助言及び首都圏企業等へのニーズ調査に

基づく関係人口拡大に関する助言等を受け、地場企業の経営力強化に向けた取組の推進のほか、つ

ながり人口の増加に向けた首都圏企業との関係が強化された。また、当市の認知度向上を図るた

め、当市の歴史や資源に基づいた魅力の再発見及び観光施策等の記事発信を行うなど、外部人材を

活用したまちの活力向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

10,310 8,098 0 0 0 8,098 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 6.企画費 



26 

 

 

11 結婚支援事業 基金 

 独身男女の出会いを支援する“いきいき岩手”結婚サポートセンターへの負担金を拠出したほか、

市内において新生活を始める新婚世帯の経済的負担を軽減するため、国の制度を活用し、新居の取

得費用や賃貸費用、引越費用等の支援を図った。 

 また、釜石・大槌地区の若者交流イベントの開催に向け、実施主体である釜石・大槌若者定着事

業実行委員会に対して負担金を拠出した。 

 ≪事業内容≫ 

○ いきいき岩手結婚サポートセンター運営負担金（155千円） 

○ 結婚新生活支援事業費補助金（９世帯、1,811千円） 

○ 若者交流イベントの開催支援 

≪事業の成果≫ 

結婚新生活支援事業においては、申請があった９世帯すべてが経済的不安の軽減に役立ったと

回答しており、新婚世帯の経済的負担が図られた。また、交流イベントを３回開催し、のべ83名

が参加するなど、参加者間の交流促進及び若者の地域への定着に向け、同世代の仲間づくりが促

進された。  

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,855 2,146 1,307 0 554 285 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

12 地域おこし協力隊事業 

総務省の地域おこし協力隊制度を活用し、社会・地域課題の改善・解決のために活動する「担

い手型地域おこし協力隊」の活動サポートを行ったほか、令和７年度からスタートした企業の経

営者とともに地域資源を活用した地域課題の解決に取り組む「企業右腕型地域おこし協力隊」の

活動サポート及び隊員の新規募集活動を行った。 

 ≪事業内容≫ 

○ 担い手型地域おこし協力隊の任用 ３名 

〇 企業右腕型地域おこし協力隊の任用 ６名 

○ 企業右腕型地域おこし協力隊の募集案件の生成、協力隊員募集 ほか 

 ≪事業の成果≫ 

令和７年度で退任した３名の担い手型地域おこし協力隊員が市内に定住しているほか、新た

に「企業右腕型地域おこし協力隊」として６名の隊員が着任し、地場企業の経営者との協働を

通じて地域課題の解決を目指す新たなプロジェクトが創出された。また、新たな案件の生成、

隊員の募集を企業と連携して行い、令和８年度に着任する２名の企業右腕型の隊員の採用につ

ながった。  

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

51,638 45,617 0 0 0 45,617 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 6.企画費 
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13 学生活動支援事業 基金 

大学生が企業や団体での就職体験及び地域活動への参加を通じて、市内企業の理解促進及びつな

がり人口、活動人口の一層の拡大を図るため、インターンシップ、ゼミ合宿・ゼミ視察活動及び地

域交流活動等に係る費用の一部を補助した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 学生活動支援事業補助金（48名、667千円） 

≪事業の効果≫ 

同事業の利用者は昨年よりも28名増加しており、多くの学生が当市の魅力を実感する機会と

なっていることに加え、同補助金活用した卒業生が翌年当市を再訪するなど、つながり人口の創

出につながっている。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

670 667 0 0 667 0 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

14 釜石オープン・フィールド・カレッジ推進事業 

 市内中学生の職業観の醸成を図るため、市内中学生を対象に「職業体験会」を開催したほか、市

外中学校・高校向けとして、修学旅行プログラムの造成及び誘致を行った。また、大学生向けとし

て、継続した来訪につながるようプログラムを提供したほか、海外の大学向けのプログラム造成、

提供を行った。 

 ≪事業内容≫ 

   〇 中学校職業体験会の実施 

○ フィールド・スタディプログラムの造成 

○ 持続可能な地域づくりモニタリング調査 

○ オープン・フィールド・カレッジのプロモーション実施 

≪事業の成果≫ 

   職業体験会後のアンケートでは、生徒全員が「将来自分がやってみたい仕事を考えるきっかけ

になった」と回答するなど、生徒の職業観の醸成が図られた。 

市外中学生、高校生向けのプログラム造成が修学旅行の誘致につながったほか、インターン

シップ等で122人の大学生が当市を訪れており、つながり人口の創出が図られた。 

 単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

15,000 14,960 7,480 0 0 7,480 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 6.企画費 
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15 定住推進事業 基金  

当市での暮らしが体験できる「釜石市暮らしお試し移住パック」のコーディネートなどを行い、

それぞれの移住希望者に沿った対応を行った。また、ＵＩターン者賃貸支援補助金など移住定住を

サポートする各種補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ ＵＩターン者賃貸支援補助金（1年目8件1,851千円、2年目8件1,848千円） 

○ 移住支援金（県移住支援事業）（3件、2,600千円） 

○ ＵＩターン者奨学金返還支援補助金（1年目1件110千円、2年目5件600千円） 

○ 釜石市暮らしお試し移住パック「かまくら」の実施（19件、23人） 

○ 専任移住コーディネーターによる移住コーディネート（業務委託料3,500千円） 

≪事業の成果≫ 

移住関連のイベント参加者へのフォローアップを行うとともに、具体的な移住検討につなげる

ため、「釜石市暮らしお試し移住パック」を活用した伴走及び補助金の交付等の経済的支援を行

うことによって、移住に至る前の不安・問題を解消し、移住につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

20,628 14,755 1,250 0 13,505 0 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

16 ワーケーション推進事業 基金 

  新たなワーケーション拠点施設「ＮＥＭＡＲＵ ＰＯＲＴ」の整備及び施設備品購入のため、㈱か

まいしＤＭＣに補助金を交付した。 

また、ワーケーションの利用者増加を目指して、首都圏企業向けにワーケーションプログラムを

造成し提供したほか、首都圏で開催されたイベント等でプロモーション活動を行った。 

 ≪事業内容≫ 

〇 地域共創ネットワークの高度化に向けた体制強化事業 

〇 つながり人口モニタリング・周遊高度化事業 

   ○ ワーケーション・地域共創プログラム造成事業 

   〇 釜石ワーケーションプロモーション事業 

  〇 テレワーク環境整備備品購入支援事業 

  ○ ワーケーション施設整備事業【繰越明許】 

≪事業の成果≫ 

ワーケーションプログラムの造成・提供、首都圏でのプロモーション活動の実施により、ワー

ケーションの参画企業が増加し、参加者数も前年度から103人増え、327人となるなど、つながり

人口の創出が図られた。 

  単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

157,832 157,810 27,534 0 102,742 27,534 

（オープンシティ・プロモーション室） 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 6.企画費 
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17 外国人市民等安心まちづくり事業 

  市内在住の外国人が安心して暮らせるまちづくりを推進するため外国人相談窓口の開設や「外国

人のための日本語教室」などを開催した。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 外国人相談窓口の開設 相談件数  17件 

○ 日本語での基本的な会話や釜石で生活するための情報を教える「日本語教室」の開催  

  22回開催 

   ○ 専門的な日本語能力を伸ばしたい外国人市民等を対象にした「外国人のための日本語 

教室」の開催 ８回開催 

   ○ 気軽に国際交流ができる場として様々な国の人々同士が交流できる機会を創出する 

     「釜石グローバルラウンジ」の開催 ４回開催 

≪事業の成果≫ 

外国人相談窓口の設置、日本語教室及び釜石グローバルラウンジを開催することで、市内在住

の外国人が安心して暮らせるまちづくりを推進した。 

   単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

185 158 0 0 0 158 

（まちづくり課） 

 

 

18 三陸鉄道運営支援事業 重点 

地域住民の重要な移動手段であるとともに三陸沿岸の観光資源となっている三陸鉄道の維持存続

に向けて、国、県及び沿線自治体と連携し、安全輸送に係る施設整備や利用促進のための補助金等

を交付した。 

≪事業内容≫ 

   ○ 三陸鉄道運営費補助金（30,233千円） 

○ 鉄道安全輸送設備等整備事業費補助金（34,132千円） 

○ 岩手県三陸鉄道強化促進協議会負担金（1,170千円） 

○ 三陸鉄道経営安定化負担金（13,042千円） 

≪事業の成果≫ 

補助金等の交付により鉄道施設の予防保全的な維持管理や利用促進に係るイベント等が実施さ

れ、持続可能な地域公共交通の確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

78,580 78,577 17,066 17,000 0 44,511 

（生活環境課） 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 6.企画費 
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19 支線化バス運行事業 

市内バス路線の幹線支線化に基づき市が担うこととなっている支線部バス路線について、支線部

地域から交通結節点までを結ぶコミュニティバス及びにこにこバスの運行を委託し、通院や買い物

等の住民の移動手段を確保した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 釜石市支線部バス運行業務委託 

   ・委託期間：令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

   ・運行場所：北部コミュニティバス（青ノ木・中村方面） 利用者数3,830人 

         南部コミュニティバス（大石・荒川方面）  利用者数5,139人 

         にこにこバス（箱崎白浜方面）      利用者数2,381人 

         にこにこバス（尾崎白浜・佐須方面）    利用者数3,010人 

≪事業の成果≫ 

栗橋、箱崎、尾崎白浜及び唐丹地区など広範囲の住民の市内中心部への移動手段として役割を

果たした。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

51,073 45,956 0 0 12,722 33,234 

 （生活環境課） 

 

 

20 ＪＲ釜石線沿線自治体連携利用促進事業 

人口減少等の影響により利用が低迷しているＪＲ釜石線の維持存続に向けて、沿線自治体（花巻

市、遠野市、住田町、釜石市）と県及び鉄道事業者で構成するＪＲ釜石線利用促進協議会に対して

負担金を支出した。 

≪事業内容≫ 

  ○ ＪＲ釜石線利用促進協議会負担金（3,000千円） 

（総事業費10,000千円のうち当市負担分） 

≪事業の成果≫ 

負担金の支出によりシンポジウムや鉄道を利用した観光ツアーが開催され、沿線住民に対する

鉄道の必要性の機運醸成及び日常利用が促進された。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,000 3,000 0 0 1,500 1,500 

（生活環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 6.企画費 
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21 空家等対策推進事業 

空家等の適切な管理を推進するため、所有者等に対して適正管理の依頼を行うなど、良好な生活

環境の維持に努めたほか、危険空家等の除却を推進するため、除却工事を実施する所有者等に対

し、その費用の一部を補助した。 

≪事業内容≫ 

○ 空家等対策推進協議会の開催 １回 

○ 危険空き家除却工事補助金（３件、1,437千円） 

≪事業の成果≫ 

空家等対策推進協議会において、外部有識者等の知見を取り入れることにより、施策の妥当性

及び具体性の向上を図ることができた。 

また、危険空家等の除却に係る費用の一部を補助することにより、市民の生活環境の保全が図 

られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,810 1,992 718 0 0 1,274 

 （生活環境課） 

 

 

22 ふるさと便お届け事業 

  総務省の「ふるさと納税の対象となる地方団体の指定」を受け、釜石ふるさと寄附金の受付を行

うとともに、地場産品基準に適合する当市特産品を返礼品として提供した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 人件費（5,261千円） 

○ 返礼品管理及び配送委託料（189,195千円） 

○ ポータルサイト利用料（33,996千円） 

○ クレジット決済利用料（1,103千円） 

○ 自治体統合マイページ及びオンラインワンストップ使用料（950千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

民間の運営するポータルサイトを活用し、市として489,455千円の寄附金を受け付け、市の財源

確保につながった。また、返礼品の提供により、特産品を通じた当市の魅力ＰＲ、リピーター確

保による交流人口の増加を図った。 

また、「自然と共生するまち釜石」として、クラウドファンディング型ふるさと納税を実施

し、目標の10,000千円を達成するなど、市の取り組みへの関心・応援の輪を広げられた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

275,000 230,677 0 0 230,677 0 

（商工観光課） 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 6.企画費 
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23 釜石市国際外語大学校運営支援事業 

釜石市国際外語大学校の学生確保及び運営を支援することで、人口増加、若者の地元定着と人材

育成に資することを目的に、学校運営に要する経費や在籍する学生の居住に要する経費の一部を補

助した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 釜石市国際外語大学校運営支援事業補助金（9,000千円） 

 ≪事業の成果≫ 

釜石市国際外語大学校の学生確保及び運営を支援することで、令和７年度は、外語観光学科に

３名、日本語学科に39名、計42名が入学し、人口増加が認められた。また、学生が市内各所にお

いてアルバイトに従事しつつ、市内行事にも積極的に参加したことで、学生の資質向上に加えて、

市民の国際理解推進と地域との関係構築が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

9,000 9,000 0 0 0 9,000 

（企業立地港湾課） 

 

 

24 脱炭素先行地域づくり事業【新規】 

脱炭素先行地域計画に基づき、民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う二酸

化炭素排出実質ゼロを目指し、地域脱炭素に向けた取組を実施した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 脱炭素コーディネーター（地域おこし協力隊）の任用（1,126千円） 

○ 脱炭素先行地域事業支援委託料（23,936千円） 

○ 釜石市脱炭素先行地域づくり事業補助金（薪ストーブ導入）（1,161千円） 

○ 釜石市脱炭素先行地域づくり事業補助金（住宅用ＰＰＡ太陽光発電設備等）（1,494千円） 

ほか 

 ≪事業の成果≫ 

脱炭素コーディネーターを任用し、公共施設（1,872施設）の電力需要量の分析を行った。 

脱炭素先行地域事業支援業務により、地域内への啓発のためイベントを開催（約200名入場）す

るとともに、令和８年６月からの運用開始に向けて住民・事業所向けの相談窓口の整備を行っ

た。 

民生部門の二酸化炭素削減に向けた補助制度により、薪ストーブ３台、戸建住宅向けＰＰＡ１

件の導入につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

81,905 28,674 19,566 0 0 9,108 

（企業立地港湾課ゼロカーボンシティ推進室） 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 6.企画費 
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１ コミュニティ助成事業 

一般財団法人自治総合センターの助成金を活用し、大平町内会のコミュニティ活動に必要な備品

（テレビ２台、エアコン３台）の整備に対し、補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ コミュニティ助成事業補助金（2,400千円） 

（補助先：大平町内会） 

≪事業の成果≫ 

大平集会所における備品が整備され、利便性の向上が図られた。また、集会所の利用が促進さ

れ、地域のつながりが更に深まるとともに、より活力が感じられるコミュニティの形成につな

がった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,400 2,400 0 0 2,400 0 

   （総合政策課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 7.コミュニティ振興費 
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２ みんなで創る地域会議事業 基金 

  市民一人ひとりが主体的に地域づくりに関わり、地域の身近な課題の解決、復旧、復興へ向けた

取組及び特色を生かした魅力ある地域づくりのために地域会議が行う事業に対し交付金を支出する

とともに、市民の社会参加と地域づくりを推進し、市民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をと

もに創っていく社会を目指す「地域共生社会」を実現するため「かまいし地域づくりフォーラム」

を開催した。 

≪事業内容≫ 

○ 地域会議交付金（5,000千円）、放流用稚魚交付金（500千円） 

○ かまいし地域づくりフォーラムの開催 

  令和８年２月７日（土） 13：30～15：30 

≪事業の成果≫ 

まちづくりに対する参画意欲と意識づけが高まり、地域活動をけん引する人材の確保が図られ 

るほか、地域会議を核とした市民主体のまちづくりの推進が図られた。 

 

地域会議名 主な取り組み 交付額 

みなとかまいし 
・地域課題解決事業 ・まちを元気にするイベントの実施 

・見守り活動  
568千円 

平 田 
・地域課題対策 ・安心安全なまちづくり ・環境美化活動 

・三陸鉄道利用促進 ・子どもたちの未来、希望創造 
497千円 

中 妻 
・安全、安心地域づくり事業 ・住みよい地域づくり事業 

・交流促進事業  
457千円 

小佐野 
・環境整備事業 ・安全確保事業 ・コミュニティ促進、交流事業 

・見守り活動 
905千円 

甲 子 
・安心安全まちづくり事業 ・環境整備事業 ・交流事業 

・地域活動支援事業 ・河川稚魚放流事業 
1,192千円 

鵜住居 

・地域環境整備事業 ・町内会活動支援事業 

・夏休み子ども海岸ふれあい事業 ・河川稚魚放流事業  

・郷土芸能育成支援事業・地域交流促進事業 

781千円 

栗 橋 
・環境整備事業 ・栗橋を知る事業 ・緑化事業  

・世界遺産関連事業 ・はしの四季まつり 
568千円 

唐 丹 
・環境整備事業 ・郷土芸能等保存事業 ・地域交流促進事業 

・河川稚魚放流事業 
532千円 

 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,596 5,553 0 0 5,553 0 

   （まちづくり課） 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 7.コミュニティ振興費 
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３ 集会所改修事業 

  上平田ニュータウン集会所の屋根や外壁の老朽化が著しく、集会所利用に支障をきたす恐れ

があることから改修工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 上平田ニュータウン集会所屋根・外壁改修工事（6,809千円） 

≪事業の成果≫ 

集会所の屋根や外壁の改修により快適な利用環境を確保し、利用促進及び持続可能な地域コ

ミュニティの形成に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,194 6,809 0 6,800 0 9 

 （生活環境課） 

 

 

 

１ 防災関係経費 

自然災害に対し、ハード・ソフト両面から対応するため、防災講演会、防災会議の開催、防災行

政無線関連システムの修繕、防災関連システムの次世代化、河川水門・海岸水門の維持管理、防災

教育に資する消耗品等の購入支援を実施し、災害の予防及び災害発生時の対応を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 防災会議の開催（１回） 

   ○ 防災訓練の開催（２回）岩手県総合防災訓練、市地震・津波避難訓練 

   ○ 防災関連情報システムの維持管理 

   ○ 防災行政情報通信ネットワーク更新 

   ○ 水門管理委託料（河川水門53施設・海岸水門48施設） 

   ○ 小中学校６校に対し、防災教育に資する消耗品等の購入を支援（防災教育支援事業） 

≪事業の成果≫ 

ハード・ソフト両面から災害の予防及び災害発生時の対応を行うことにより、多様化する自然

災害への対応力の強化が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

49,252 47,556 4,029 5,600 0 37,927 

（防災危機管理課） 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 7.コミュニティ振興費 

2.総務費 1.総務管理費 13.諸費 
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２ 防災行政無線整備事業 

平時及び災害時における重要な情報伝達手段である防災行政無線の確実な情報伝達を図るため、

市内難聴世帯等へ戸別受信機の設置を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 同報系戸別受信機設置委託料（難聴地域世帯等：49箇所）（4,554千円） 

 ≪事業の成果≫ 

市内難聴世帯等への防災無線放送戸別受信機の設置により、災害情報等の伝達の確実性や地域

住民の安心・安全の向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,778 4,554 0 0 0 4,554 

（防災危機管理課） 

 

 

３ 防災士養成研修講座事業 

防災士資格取得者の防災知識の向上やフォローアップのためのセミナー等を開催した。 

≪事業内容≫ 

○ 防災士スキルアップセミナー開催委託料（385千円） 

   ○ 会場使用料（14千円） 

≪事業の成果≫ 

これまで養成した防災士有資格者を対象にセミナーを開催し、地域防災リーダーとしてのスキ

ルアップが図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

643 399 0 0 0 399 

 （防災危機管理課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 13.諸費 
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４ 防災資機材整備事業 

拠点避難所及び孤立が想定される半島部等の防災備蓄倉庫内の飲料水や食料品等を計画的に更新、

備蓄した。 

≪事業内容≫ 

   ○ 消耗品費（2,732千円） 

・保存飲料水、非常用食料品、乳児用液体ミルク、発電機用ガソリン缶の更新 

・折り畳み式簡易ベッドの備蓄 

≪事業の成果≫ 

   災害時における数日分の食料や飲料水等を確保することにより、避難者の生命と安全の確保が

図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,914 2,732 259 0 0 2,473 

（防災危機管理課） 

 

 

５ 津波避難場所整備事業 

  岩手県が公表した津波浸水想定に伴い浸水想定区域が拡大したことから、津波避難誘導標識を中

妻地区へ追加で設置した。 

 ≪事業内容≫ 

津波避難誘導標識設置委託料（496千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   津波避難誘導標識の設置により、住民や来訪者が安全な場所へ速やかに避難できるよう注意喚

起が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

500 496 0 0 0 496 

（防災危機管理課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 13.諸費 
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６ 命を守る災害文化創造事業  

釜石市防災市民憲章の理念を将来にわたり継承するため、釜石の地で安全に暮らし続ける災害文

化を創る環境を整えた。また、市民一人ひとりが震災の記憶を語り継ぐことと防災への意識を高め

るため、「大震災かまいしの伝承者」の養成を推進した。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 「大震災かまいしの伝承者」ステップアップ研修の開催 １回 参加者数 28人 

 ≪事業の成果≫ 

研修会を通じて、平成31年３月11日に制定した「釜石市防災市民憲章」の理念を広め、市民一

人ひとりが震災の記憶と教訓を語り継ぐことの大切さを理解し、防災に対する意識付けが図られ

た。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

536 104 0 0 0 104 

（防災危機管理課） 

 

 

７ 自主防災組織育成助成事業補助金 

  地域防災力の要である自主防災組織を育成、活性化するため、自主防災組織等が行う防災活動に

要する経費（資機材整備、防災訓練）に対し補助金を交付した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 防災資機材等整備費用（47千円） 

○ 自主防災組織訓練費用（41千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   自主防災組織２団体に対し、資機材整備費用又は訓練費用に掛かる補助金を交付したことによ

り、地域防災力の向上及び活動の活性化が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

200 88 0 0 0 88 

（防災危機管理課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 13.諸費 
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１ 新庁舎建設事業 基金 

 現市庁舎の老朽化、狭隘化、分散化を解消し、住民サービスの向上、円滑な市政運営、防災拠点

としての機能充足などを目的に整備する新市庁舎の建設工事等を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 新市庁舎建設工事監理委託料（28,399千円） 

○ 第５庁舎解体工事設計委託料（6,600千円） 

○ 新市庁舎建設（建築主体）工事（2,347,026千円） 

○ 新市庁舎建設（電気設備）工事（1,156,619千円） 

○ 新市庁舎建設（機械設備）工事（847,478千円） 

 ≪事業の成果≫ 

新市庁舎建設工事監理業務の実施により、関連工事の総合的な調整を行うとともに、施工中に

生じた設計変更や契約変更に迅速に対応した。 

また、新市庁舎移転後に解体工事を円滑に実施するため、第５庁舎解体工事設計業務を実施し

た。 

さらに、新市庁舎建設工事は建築主体、電気設備、機械設備の各工種に分けて施工しており、

令和７年度において、各工種で一定の出来形を確認したことから部分払を実施した。これによ

り、令和８年度の開庁に向けて事業の着実な進捗を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,413,528 4,386,122 258,566 3,529,800 597,756 0 

（新市庁舎建設推進室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.総務費 1.総務管理費 16.庁舎建設費 
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１ 地籍調査事業 

現在の公図は明治初期に作成されたもので、土地の形状や面積が現況と異なっている場合がある

ことから、地図及び登記簿を修正するため、未実施地区の地籍調査（一筆地調査等）を実施し、地

籍の明確化を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 実 施 地 区   唐丹町の一部【繰越明許】 

橋野町の一部、大字平田の一部及び唐丹町の一部、新町 

○ 全体計画面積   336.29㎢ 

○ 調査実施済面積   243.18㎢ 

○ 進 捗 率   72.3％ 

○ 国土調査（地籍調査）委託料（9,988千円【繰越明許】） 

委託料（51,447千円）ほか 

≪事業の成果≫ 

令和７年度地籍調査面積は0.88㎢で、市内要調査面積336.29㎢のうち調査済面積は 243.18㎢と

なり、徐々に地籍の明確化が進展している。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

78,818  78,798  59,067  0 0 19,731  

 （国土調査推進室） 

2.総務費 5.統計調査費 3.地籍調査費 
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第３款 民生費 

１ 医療費給付事業 

重度心身障がい者及び身体障がい者（３級）の健康保持と経済的負担の軽減を図ることを目的に、

医療費の一部負担額の全部または自己負担額を除いた分の給付を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 対象者数 

・重度心身障がい者771人（一般371人、後期400人）、身体障がい者（３級）41人 

○ 扶助費（74,137千円） 

・県単一般重度心身障がい者42,731千円、県単後期重度心身障がい者29,265千円、 

市単身体障がい者（３級）1,793千円、市単一般重度心身障がい者348千円 

〇 医療費審査委託料（968千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

重度心身障がい者及び身体障がい者（３級）の適切な医療受診を担保し、経済的な負担を軽減

することによって、健康保持を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

90,582 75,241 32,947 0 7,360 34,934 

（市民課） 

 

 

２ 釜石市社会福祉協議会運営費補助金 

地域福祉推進のための各種活動を行っている社会福祉法人釜石市社会福祉協議会に対し、運営費

の一部を助成した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 会員数 7,616件（令和７年度末時点） 

≪事業の成果≫ 

地域福祉推進のための各種活動を行っている社会福祉法人釜石市社会福祉協議会に対し、事務

局６人分の人件費の一部を助成したことにより、運営基盤の安定が図られた。 

                                        単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

19,242 19,242 0 0 0 19,242 

（地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 
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３ 冬のぬくもり助成事業 重点 

県の助成制度を導入して、市民税が課税されていない世帯のうち、高齢者世帯、障がい者世帯、

ひとり親世帯及び生活保護世帯に対して、灯油購入費等の一部を支援した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 冬のぬくもり助成金 １世帯あたり7,000円 

○ 助成世帯数 3,818世帯 

≪事業の成果≫ 

原油価格・物価高騰等の影響を特に受ける高齢者世帯等の低所得世帯に対し、冬季の生活を支

える灯油購入費等の一部を助成したことにより、冬期間の経済的負担軽減が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

31,929 29,075 13,359 0 0 15,716 

（地域福祉課） 

 

 

４ 避難行動要支援者避難支援対策事業 

災害時避難行動要支援者の名簿の更新を行うとともに、個別避難計画の策定協議が円滑に進めら

れるよう名簿登録者宅を訪問して実態把握調査を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 避難行動要支援者名簿登録者数  123人（令和７年度末時点） 

≪事業の成果≫ 

災害時避難行動要支援者123人の名簿更新を行うとともに、個別避難計画の策定協議が円滑に進

められるよう名簿登録者宅の訪問調査を実施したことにより、最新の実態把握が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,042 4,042 0 0 0 4,042 

（地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 
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５ 生活困窮者自立支援事業                                      

家計に問題を抱える生活困窮者に対して、家計収支を適正化し、生活の再建を図ることを目的に

専門的な観点から支援を行った。 

 ≪事業内容≫ 

○ 家計改善支援事業委託料 

 ・委託先 社会福祉法人釜石市社会福祉協議会 ほか 

≪事業の成果≫ 

20件の新規相談と支援プラン４件の策定ほか対応の結果、要支援世帯の家計収支の改善を図る

ことができ、１件の就労開始にも結び付けることができた。 

単位：千円 

予 算 額   

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,333 3,537 2,368 0 0 1,169 

（地域福祉課） 

 

６ 医療・福祉等人材確保対策事業  

  医療・福祉等人材の確保を推進するため、医療・福祉等従事者として働くことを希望する学生に

対する奨学資金の貸付けや就労後の奨学金返還額の一部に対する補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ 医療・福祉等従事者奨学資金貸付金（6,000千円） 

○ 福祉人材確保型奨学金返還補助金（811千円） 

≪事業の成果≫ 

奨学資金貸付金10件、奨学金返還補助金７件の交付を行い、市内の医療・福祉等従事者の人材

確保と定住促進が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,440 6,811 0 0 0 6,811 

（地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 
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７ 成年後見センター運営事業 

成年後見制度の利用に関する全ての過程において包括的に支援を行うことを目的に、釜石市、遠

野市及び大槌町の２市１町共同で令和元年７月に設立した「釜石・遠野地域成年後見センター」を

運営し、成年後見制度の利用促進と円滑な制度運用の推進を図った。 

≪事業内容≫  

○ 委託先 社会福祉法人釜石市社会福祉協議会 

 ・相談件数 134件（実相談者数）、対応件数 1,229件（延べ件数） 

 ・申立支援者数 42名、申立支援件数 660件 

≪事業の成果≫ 

成年後見制度の利用促進と、円滑な制度利用ができる体制づくりを行い、権利擁護が必要な方

への包括的な支援が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

8,527 8,424 3,765 0 0 4,659 

（地域福祉課） 

 

 

８ 社会福祉施設等物価高騰対策支援事業 重点 

物価高騰による社会福祉施設等の負担軽減を図り、適切で質の高いサービスの安定的な提供を維

持するため、市内の介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所等に対し、支援金を給付した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 支援金 通所系事業所：１事業所当たり【介 護】136,000円、【障がい】114,000円 

     訪問・相談系事業所：１事業所当たり39,000円 

入所系事業所：定員一人当たり13,700円 

○ 給付額 【介 護】25法人・70事業所 12,939,300円 

      【障がい】９法人・26事業所  3,878,300円 

≪事業の成果≫ 

物価高騰の影響を受ける社会福祉施設等に対し支援金を給付したことにより、光熱費や食材料

費等の増加に伴う経費負担の軽減が図られ、安定的なサービス提供が維持された。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

17,261 16,818 0 0 0 16,818 

（地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 
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９ 重層的支援体制整備事業 

属性・世代を問わない相談・地域づくりの体制整備を既存事業と一体的に実施した。 

 

(1) 地域包括支援センターの運営 

  高齢者がいつまでも住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができるよう支援するた

め、包括的相談支援事業を実施した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 地域包括支援センターの運営費等（55,179千円） 

  ○ 高齢者現況調査委託（3,630千円） 

・対象者数 8,831人 

・回答者数 7,845人（回答率 88.8％） 

  ○ 地域包括支援センター相談窓口委託（2,415千円） 

・相談件数 3,308件 

    ○ 独居高齢者等見守り・傾聴委託（798千円） 

・対象者 10人  

・延べ利用回数 237件 

  ○ 包括的ケアネットワーク形成事業（介護支援専門員研修会等）（40千円） 

・開催回数 ２回、参加延人数 74人 

≪事業の成果≫ 

高齢者現況調査を実施することにより、市内における高齢者の生活実態を把握し、地域づくり

を進めていく上での基礎資料としたほか、孤立リスクが高い一人暮らし高齢者の支援や、相談時

や緊急対応時の基本情報として活用した。また、総合相談支援業務に関する取組の他、介護支援

専門員等を対象とした研修会を開催し、実践力の向上が図られた。 

 

  (2) 相談支援事業 

障がい者等の相談に応じ、必要な情報の提供や助言等を行い、福祉サービスの利用支援等を実

施した。また、基幹相談支援センターにおいては、相談支援に加え、地域における相談支援事業

所を巡回し、専門的な指導や助言等を行った。 

 ≪実施事業≫ 

   〇 障がい者等相談支援事業委託 ２か所（6,120千円） 

   〇 基幹相談支援センター事業委託 １か所（8,400千円） 

 ≪事業の成果≫ 

多様化した相談に対応し、福祉サービスの利用支援等が図られた。また、基幹相談支援セン

ターにおいて、困難ケース等の介入、相談支援事業所等の課題等に対する助言等を行い、相談支

援体制の強化が図られた。 

  

(3) 生活困窮者自立相談支援事業 

生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対して、包括的な相談事業を中心に、個々の抱える課

題の解決に向けて継続的な支援を行った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 生活困窮者自立相談支援事業委託（8,402千円） 

・委託先 社会福祉法人釜石市社会福祉協議会 

≪事業の成果≫ 

129件の新規相談と支援プラン計60件の策定ほか対応の結果、要支援世帯の生活困窮の改善を図

ることができ、４件の新規就労開始にも結び付けることができた。 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 
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(4) 地域介護予防活動支援事業 

高齢者の閉じこもり予防や生きがいづくりを図るため、介護予防に資する活動を実施する地域

住民グループの育成と活動支援並びに高齢者個人の健康づくり活動推進の取組みを行った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 地域住民グループ支援事業委託（150千円） 

・支援団体  ３団体 

  ○ みんなの健康づくり応援事業（267千円） 

≪事業の成果≫ 

地域活動に参加することにより高齢者の閉じこもりが予防され、生きがいづくり及び介護予防

が図られた。また、高齢者個人の健康づくり活動に対してインセンティブ（おこめ券）を付与す

る取組を実施することにより、高齢者の健康意識の高揚や健康増進が図られた。 

 

(5) 生活支援体制整備事業 

生活支援コーディネーターを日常生活圏域（各地区生活応援センター単位）２圏域毎に配置し、

地域住民や多様な主体による生活支援等サービスの資源開発支援、ネットワーク構築、地域の

支援ニーズとサービス提供主体の活動のマッチング等の実施を通じ、地域における一体的な生

活支援等サービスの提供体制の整備を推進した。 

≪事業内容≫ 

○ 生活支援コーディネーター委託（18,432千円） 

 ・委託先 社会福祉法人釜石市社会福祉協議会 

 ・配置人員 ４人 

≪事業の成果≫ 

高齢者施策にとどまらず地域づくりの観点から、高齢者施策以外の関係機関との連携を視野に

入れ、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び社会参加の推進が一体的に図られた。 

  

(6) 地域活動支援センターⅡ型事業 

障がい者等の機能訓練や社会適応訓練、入浴等のサービスを提供する障がい福祉サービス事業 

所に対し給付を行った。 

 ≪事業内容≫ 

   〇 地域活動支援センターⅡ型事業給付費 ５か所（21,897千円） 

 ≪事業の成果≫ 

障がい者等に対して機能訓練や創作活動、社会との交流する機会を提供することにより、自立の

促進や生活の質の向上が図られた。  

 

(7) 地域子育て支援拠点事業 

市内５か所の地域子育て支援拠点において、子育て親子の交流の場を提供し、相談活動を充実

させ、子育て家庭にやさしい環境づくりを展開することにより、育児の不安解消を図った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 子育て支援センター運営委託 ５か所（52,555千円） 

≪事業の成果≫ 

 市内５か所の子育て支援センターにおいて、地域支援活動の実施により、地域住民との交流も

積極的に行われており、子育てにやさしい社会環境の醸成と育児の不安解消が図られた。 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 
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(8) 多機関協働事業等 

各種相談支援機関の連携を推進する重層的支援会議の開催やひきこもり等要支援者の継続的支

援等の施策を実施した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 参加支援事業（6,222千円） 

  ○ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業委託（12,100千円） 

・委託先 社会福祉法人釜石市社会福祉協議会 

○ 多機関協働事業（9,044千円） 

≪事業の成果≫ 

複雑化・複合化した課題を抱える世帯や制度の狭間のニーズの把握及び包括的支援体制の構築

が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

216,226 205,664 113,710 0 18,603 73,351 

（地域福祉課） 

 

 

10 岩手保護院施設整備事業費補助金【新規】    

県内唯一の更生保護施設を運営している法人に対して、施設改築に要する補助金を交付した。 

≪事業内容≫  

○ 交付先 更生保護法人岩手保護院（550千円） 

≪事業の成果≫ 

本補助により社会復帰支援の推進に寄与するとともに、再犯防止対策の推進が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

550 550 0 0 0 550 

（地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 
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11 ご近所支えあい復興事業 

被災者等の孤立を防止し、自立した生活を送れるようにするため、商業施設のスポーツジムを活

用した居場所づくりと仲間づくりのためのサロン等を実施し、地域住民の交流の場の創出を行った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 商業施設を活用した居場所づくり・仲間づくり 

 ・サロン登録者数 380人 

 ・サロン参加者数 延べ1,115人 

 ・サロン開催回数 50回 

≪事業の成果≫ 

復興住宅入居者等の閉じこもり予防及び既存コミュニティとの交流機会創出、また、高齢

者の介護予防・フレイル予防が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,800 2,800 2,800 0 0 0 

（地域包括ケア推進課） 

 

 

 

１ 老人保護措置費 

  環境上の理由及び経済的理由により居宅による生活が困難な高齢者を養護老人ホームに入所措置

した。 

≪事業内容≫ 

○ 老人ホーム入所判定委員会開催 ２回 

○ 養護老人ホーム入所者（令和８年３月31日時点） 75人 

≪事業の成果≫ 

   在宅において、日常生活を営むことが困難な高齢者の心身の健康保持と生活の安定が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

192,030 187,736 0 0 31,623 156,113 

（地域包括ケア推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 1.社会福祉総務費 

3.民生費 1.社会福祉費 3.老人福祉費 
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２ 高齢難聴者補聴器購入費助成事業 

聴力の低下により日常生活に支障をきたしている高齢者等の補聴器の装用を促進し、認知症の予

防と閉じこもらない明るい日常生活を支えるため、身体障害者手帳の交付の対象とならない難聴の

程度にある高齢者等に対して、補聴器の購入費用を助成した。 

≪事業内容≫ 

○ 助成人数 12名 

・生活保護世帯又は市民税非課税世帯 補聴器購入額の９割（上限50千円） ７名 

・上記以外の対象者         補聴器購入額の５割（上限30千円） ５名 

≪事業の成果≫ 

補聴器購入を希望する購入者に対し購入費用を助成することにより、高齢者の生活の質の改善

及び社会参加の支援の一助になった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む)   
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

500 500 0 0 0 500 

（地域包括ケア推進課） 

 

 

 

１ 障がい者自立支援給付事業 

各種の障害福祉サービスの利用や医療の受給に係る費用に対し給付費を支給した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 扶助費（996,470千円） 

   ・障害福祉サービス等給付費（908,960千円） 

   ・相談支援給付費（18,671千円） 

   ・補装具費（15,141千円） 

   ・医療給付費（53,698千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

障がいがある人の自立した生活や社会参加の促進が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,001,972 996,550 698,995 0 0 297,555 

（地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 3.老人福祉費 

3.民生費 1.社会福祉費 6.障がい者福祉費 
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２ 地域生活支援拠点体制整備事業 

障がい者の重度化・高齢化や親亡き後の地域生活の安心を担保するため、障がい福祉コーディ

ネーターを配置した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 障がい福祉コーディネーターの配置 １人 

≪事業の成果≫ 

障がい者への切れ目ない支援体制の整備が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,093 2,397 388 0 604 1,405 

（地域福祉課） 

 

 

３ 障がい理解音楽祭開催事業 基金 

障がいのある人とない人が触れ合うことで、多様性を認め合う、インクルーシブな社会の実現を

目指すため、ストリートで障がい者が参加する音楽イベントを開催し、障がい理解の普及に取り組

んだ。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 障がい理解音楽祭の開催（釜石市ふれあい福祉まつりと同時開催） 

   ○ 参加団体 ８団体 

≪事業の成果≫ 

障がい当事者や支援者が所属する団体や、次世代を担う子どもたちの団体が参加し、ふれあい

福祉まつりと同時に開催することで、人々の気づきと変容を促すことができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

169 169 65 0 104 0 

 （地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 6.障がい者福祉費 
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４ 手話言語理解促進事業 基金 

 ろう者があらゆる場面で手話による意思疎通ができ、自立した日常生活や地域における社会参加

を保障し、誰一人取り残されることのないまちづくりを進めるため、手話を謎解きに取り入れた

「異言語脱出ゲーム」を開催し、手話の普及に取り組んだ。 

≪事業内容≫ 

  ○ 異言語脱出ゲーム「異言語空間への招待状」の開催 

  ○ 委託先 一般社団法人異言語Lab. 

≪事業の成果≫ 

112人の参加があり、手話によるコミュニケーションを図りながら謎解きに挑戦することで、手

話言語への理解、普及が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,122 1,122 747 0 375 0 

（地域福祉課） 

 

 

５ 障がい者グループホーム施設整備事業費補助金 

 釜石圏域に不足する障がい者グループホームの新規整備を計画している事業所に対し補助金を交

付し、障がい者が希望する地域で、安心して暮らすことのできる環境を整備した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 交付先 ＮＰＯ法人 Plus One Happiness 

≪事業の成果≫ 

グループホームの新規整備費用に対する補助金の交付により、障がい者が安心して暮らせる支

援体制の一助となった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,725 7,725 0 7,700 0 25 

 （地域福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 1.社会福祉費 6.障がい者福祉費 
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１ 地域子ども・子育て支援事業 基金 

子育ての負担軽減や安心して子育てできる環境づくりを推進するため、教育・保育施設で行う延

長保育事業、一時預かり事業及び病児保育事業を実施した。 

また、教育・保育施設に入所していない未就学児の保護者が、市の子育て支援サービスを利用す

る際に無料で利用できる「ホッとカード」を交付し、子育て世帯の負担軽減を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 延長保育事業委託料 ８か所（7,120千円） 

○ 一時預かり事業委託料 11か所（21,651千円） 

○ 病児保育事業委託料 ３か所（12,030千円） 

○ 各種子育て支援サービス委託料（ホッとカード利用分）（759千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

   子育て世帯の安定した就労、孤立の防止や緊急時のセーフティーネットとして、子育て世帯の

負担軽減が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

53,871 41,562 21,236 0 387 19,939 

 （こども家庭課） 

 

 

２ ファミリーサポートセンター事業 

  子育ての援助を受けたい人と援助をしたい人を結び、地域における育児の相互援助活動を推進す

るファミリー・サポート・センター事業を実施した。 

≪事業内容≫ 

   ○ ファミリー・サポート・センター運営委託料（1,000千円） 

   ○ 支援内容：保護者の買い物など外出時や学校の放課後等の子どもの預かり、保育施設等へ 

の送迎、イベントでの託児 など 

≪事業の成果≫ 

   仕事と育児の両立支援、保護者のリフレッシュによる孤独防止につながるとともに、子育て世

帯の多様なニーズに対応することで子育て世帯の負担軽減が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,000 1,000 666 0 84 250 

（こども家庭課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 2.児童福祉費 1.児童福祉総務費 
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３ 児童館管理運営費 

市内４か所の児童館の運営を効率的に行うため釜石市社会福祉協議会を指定管理者とし、児童に

健全な遊びの場を与え、健康を増進し情操を豊かにする健全育成の場を提供した。 

≪事業内容≫ 

○ 児童館指定管理料（26,089千円） 

○ 児童館遊戯施設保守点検委託料（81千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

令和６年度から引き続き上中島児童館の機能を強化し、親子交流イベントや未就学児から高校

生までの幅広い年齢の児童生徒の自由来館の受入れを行ったことで、児童の健全育成の機会の充

実が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

28,213 26,471 0 0 0 26,471 

（こども家庭課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 2.児童福祉費 1.児童福祉総務費 
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４ 児童健全育成事業 

放課後等に保護者が家庭にいない小学生に対して、安全で健やかな居場所や生活の場を提供し、

児童の健全な育成と共働き家庭が安心できる保育環境の実現に努めた。 

≪事業内容≫ 

○ 学童育成クラブ運営委託料 ９か所（11支援単位）（129,138千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

全小学校区において放課後児童健全育成事業を実施することにより、児童の健全な育成と共働 

き家庭の子育て支援の充実が図られた。 

（学童育成クラブの状況） 

 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

134,872 129,524 51,524 0 20,900 57,100 

（こども家庭課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 2.児童福祉費 1.児童福祉総務費 

施設名 所在地 事業主体 定員 
令和７年度 

平均利用児童数 

白山学童育成クラブ 嬉石町3-6-1 保護者会 40人 11人 

平田学童育成クラブ 平田町2-102 民間業者 59人 27人 

釜石学童育成クラブ 大渡町3-14-8 民間業者 29人 15人 

甲子学童育成クラブ 
甲子町9-87-3 民間業者 77人 55人 

甲子第二学童育成クラブ 

鵜住居学童育成クラブ 鵜住居町13-20-3 社会福祉協議会 76人 27人 

双葉学童育成クラブ 新町1-58 社会福祉協議会 40人 32人 

小佐野学童育成クラブ 
小佐野町3-5-37 社会福祉協議会 114人 56人 

小佐野第二学童育成クラブ 

唐丹学童育成クラブ 唐丹町字小白浜314 社会福祉協議会 28人 15人 

栗林学童育成クラブ 栗林町8-51 社会福祉協議会 25人 6人 

計   488人 244人 
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５ 特定教育・保育施設支援事業 基金 

教育・保育施設において保育支援者を雇用する費用や医療的ケア児を受け入れるために看護師を

雇用する費用、熱中症対策のための冷房設備の更新等に係る費用に対して補助金を交付した。 

また、教育・保育施設の職員の処遇改善及び児童の健全育成のより一層の推進を図るための経費

の一部助成を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 保育体制強化事業補助金（1,200千円） 

○ 民間保育所等産休等代替職員費補助金（408千円） 

○ 医療的ケア児保育支援事業補助金（3,615千円） 

○ 保育環境改善等事業補助金（1,397千円） 

○ 私立特定教育・保育施設等振興事業補助金（17,473千円） 

≪事業の成果≫ 

保育支援者の雇用や処遇改善等により、保育士の業務負担の軽減と離職防止が図られた。 

また、教育・保育施設において医療的ケアに従事する看護師を配置したことや、設備の更新を 

行ったことで、安全安心な保育環境の整備に資することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

30,386 24,093 5,639 0 17,473 981 

（こども家庭課） 

 

 

６ 心豊かな子ども育成事業 基金 

  多様な自然体験を提供できること並びに自然体験を通じて子どもたちが豊かな心を持ち、郷土愛

を育むことを目的として、子どもたちの自然体験活動を実施する民間団体等へ補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ 自然遊び場事業補助金 ７件（675千円） 

○ 自然体験活動の開催件数 30件 

○ 自然体験活動への参加者延べ人数 514人 

≪事業の成果≫ 

   各自然遊び場事業実施団体の特色を活かした多様な自然体験活動を実施したことにより、子ど 

もたちが自主性や創造性等を育む機会を提供することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

700 675 0 0 675 0 

（こども家庭課） 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 2.児童福祉費 1.児童福祉総務費 
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７ 学習支援を通した子どもサポート事業 基金 

  不登校等の問題を抱える子どもたちが社会的孤立に陥らないよう、児童館や公民館等において、

学習支援を通した地域の社会人等と触れ合える安全安心な居場所を提供した。 

≪事業内容≫ 

○ 学習支援を通した子どもサポート事業委託料（4,070千円） 

 ・委託先 一般社団法人子どものエンパワメントいわて 

≪事業の成果≫ 

   不登校等の問題を抱える子どもの居場所の一つとなっており、学校へ登校するきっかけにも

なっている。また、利用する子どもや家庭を適時必要な支援につなげることができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,070 4,070 2,713 0 1,357 0 

（こども家庭課） 

 

 

８ 子どもの居場所づくり支援事業補助金 基金 

  多様かつ複合的な困難を抱える子どもたちに対し、世代間交流を行い、子どもたちを地域で見守

る環境づくりにつなげるため、気軽に立ち寄れる食事の機会等の提供を行う民間団体の活動に対し

補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ 子どもの居場所づくり支援事業補助金 ２件（220千円） 

≪事業の成果≫ 

   食を通した子どもの居場所や世代間交流の場が創出され、地域のつながりが出来ることで、子

どもたちを見守る環境づくりにつながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

300 220 146 0 74 0 

（こども家庭課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 2.児童福祉費 1.児童福祉総務費 
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９ こども家庭センター運営事業 

  母子保健と児童福祉の両機能を一体的に運営する「こども家庭センター」を設置し、全ての妊産

婦や子育て世帯・子どもへの相談支援体制を強化し、虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じ

た切れ目ない包括的・継続的な支援を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 専門性を有する職員配置による支援の一体的な実施（23,806千円） 

・統括支援員及び保健師 ２人 

・心理担当職員及び事務処理担当職員（会計年度任用職員） ２人 

○ ママサポブック（妊産婦向け情報冊子）の作成（104千円） 

○ 子育て応援アプリ運用保守委託料（396千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

   母子保健と児童福祉の支援を一元化するセンター機能により相談体制が強化され、妊産婦から

子育て世帯まで切れ目なく支援することができた。 

また、子育てに関する有用な情報を発信し、子育てに対する不安感や孤立感の解消を図り、安

心して子育てができる環境づくりを推進した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

24,726 24,475 20,046 0 0 4,429 

（こども家庭課） 

 

 

10 幼児教育推進事業 基金 

  教育・保育の質の向上を図るため、幼児教育施設職員合同研修会や指定園による公開保育研究会

を開催した。 

  また、市内の幼児教育施設等を巡回し、教育内容や指導方法、環境の改善等について指導を行う

幼児教育アドバイザーを育成・委嘱した。 

≪事業内容≫ 

○ 幼児教育施設職員合同研修会の開催（２回）（68千円） 

○ 幼児教育アドバイザー研修受講経費   （27千円） 

≪事業の成果≫ 

   幼児教育施設同士の交流・情報共有、幼児教育アドバイザーの指導により、より良い遊びの環

境構成や教育・保育課程の改善に活かされ、教育・保育の質の向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

224 95 0 0 95 0 

（こども家庭課） 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 2.児童福祉費 1.児童福祉総務費 
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11 室内の遊び場整備事業【新規】 

  子どもの健全育成及び子育て環境の充実を図るため、雨の日など天候に左右されず年間を通して

安心して遊ぶことができる室内の遊び場の整備に向けた取組を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 施設賃借料（5,767千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

   市内商業施設内に室内の遊び場を整備するための場所を確保したほか、釜石のまちの魅力をモ

チーフにした遊具の設置や安全、安心に遊べるインクルーシブな場とすることを要件に、公募型

プロポーザル方式により整備事業者を選定し、令和８年４月25日の開設に向けて検討や工事を進

めた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

42,264 5,829 0 0 0 5,829 

（こども家庭課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.民生費 2.児童福祉費 1.児童福祉総務費 
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１ 子ども・子育て支援給付事業 基金 

子ども・子育て支援新制度に基づき、市内児童が入所する特定教育・保育施設に対し、施設型給

付費等の給付を行った。また、安心して子どもを産み育てる環境を充実させるため、副食費の実費

徴収に係る補足給付を行ったほか、県補助金の活用により、保育所等への同時入所にかかわらず、

世帯が監護する第２子以降の保育料を無償化した。 

≪事業内容≫  

○ 保育所入所措置委託料（405,815千円） 

○ 施設型給付費（462,396千円） 

○ 地域型給付費（77,835千円） 

○ 施設等利用費（153千円） 

○ 認可外保育施設利用料補足給付費（419千円） 

○ 第２子以降の保育料無料化対象園児 142人 

   ○ 副食費の実費徴収に係る補足給付金（15,004千円） 

施設種別 施設名 利用定員 入所児童数 

保育所 中妻子供の家保育園 60人 59人 

小佐野保育園 60人 55人 

鵜住居保育園 70人 68人 

ピッコロ子ども倶楽部桜木園 60人 55人 

こども園 かまいしこども園 幼 / 保 25人 / 80人 7人 / 75人 

甲東こども園 幼 / 保 35人 / 110人 13人 / 79人 

平田こども園 幼 / 保 15人 / 78人 3人 / 74人 

正福寺幼稚園 幼 / 保 15人 / 30人 9人 / 14人 

神愛こども園 幼 / 保 10人 / 35人 1人 / 32人 

市立上中島こども園 幼 / 保 9人 / 51人 4人 / 30人 

幼稚園 市立鵜住居幼稚園 46人 4人 

小規模保育 

事業所 

虹の家 12人 4人 

スクルドエンジェル保育園かまいし園 12人 9人 

きらきら保育園 12人 12人 

市外施設 2市町4施設 

(保育所1/こども園3) 
－ 

保育所 1人 

こども園保 10人 

計 18施設 幼155人 / 保670人 幼41人 / 保577人 

（定員、入所児童数は令和８年３月１日現在 市外からの受託児童を除く） 

≪事業の成果≫ 

   市が認めた施設等に対し、施設型給付費等の給付により財政支援を実施することで、保育提供 

体制の確保・強化が図られた。また、保育料の一部無償化や副食費の実費徴収に係る補足給付を 

行うことで、子育て世帯の経済的負担の軽減が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

985,206 961,622 698,162 0 25,389 238,071 

（こども家庭課） 

3.民生費 2.児童福祉費 2.児童福祉費 



60 

 

 

２ 物価高対応子育て応援手当交付事業【新規】 

  物価高の影響が長期化し、特にその影響を受けている子育て世帯を支援し、児童の健やかな成長

を応援するため、国の経済対策事業として児童１人あたり２万円の手当を給付した。 

≪事業内容≫ 

○ 物価高対応子育て応援手当（59,580千円） 

○ 給付に係る事務費（511千円） 

○ 支給児童数 2,979人 

≪事業の成果≫ 

   手当の支給により、子育て世帯に対する経済的支援に資することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

63,000 60,091 60,091 0 0 0 

（こども家庭課） 

 

 

 

１ 医療費給付事業 

子ども、妊産婦及びひとり親家庭の健康保持と経済的負担の軽減を図ることを目的に、医療費の

一部負担額の全部または自己負担額を除いた分の給付を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 対象者数 

・乳幼児715人（県単449人、市単266人）、小学生913人（県単558人、市単355人）、中学生

（市単）504人、高校生年齢帯（市単）551人、妊産婦71人（県単45人、市単26人）、ひと

り親530人 

○ 医療費審査委託料（6,218千円） 

・県単独子ども733千円、市単独子ども4,920千円、妊産婦60千円、ひとり親505千円 

○ 扶助費（102,144千円） 

・県単独子ども14,446千円（乳幼児13,623千円、小学生（入院）823千円）、 

市単独子ども（乳幼児）8,435千円、市単独子ども（小学生）26,369千円、 

市単独子ども（中学生）17,538千円、市単独子ども（高校生）15,412千円、 

県単独妊産婦2,886千円、市単独妊産婦2,545千円、ひとり親14,513千円 ほか 

≪事業の成果≫ 

   妊娠・出産、子育て世帯及びひとり親世帯の医療受診を担保し、経済的な負担を軽減すること

によって、ライフステージに応じた切れ目のない支援を行った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

120,661 108,458 12,455 0 1,845 94,158 

（市民課） 

 

 

 

3.民生費 2.児童福祉費 2.児童福祉費 

3.民生費 2.児童福祉費 3.母子父子福祉費 
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１ 生活保護費 

生活に困窮する市民に対し、生活保護法に基づき最低限度の生活を保障したほか、世帯の状況に

応じた必要な援助を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 被保護世帯数（年度末）  299世帯 

○ 被保護人員（年度末）   353人 

≪事業の成果≫ 

被保護世帯に対し、必要な扶助を行うことで生活困窮及び世帯が抱える問題の改善が図られた。 

 

生活保護の状況 

（1）被保護世帯及び人員の推移（年度末） 

区分 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

被保護世帯数 285 287 284 283 299 

被保護人員 343 346 339 339 353 

生活保護率（千分率） 10.29 11.05 11.11 11.28 11.93 

 

（2）労働力類型別世帯の構成状況（年度末：単位：世帯） 

区分 高齢者 
傷病・ 

障がい者 
母子 その他 計 

比率

（％） 

世帯主が 

働いている 

世帯 

常勤労働者 2 5 2 12 21 7.02 

日雇労働者 0 1 0 1 2 0.67 

内職者 0 0 0 1 1 0.34 

その他就業者 3 5 0 4 12 4.01 

世帯員が働いている世帯 0 0 0 3 3 1.00 

働いている者がいない世帯 154 49 1 56 260 86.96 

計 159 60 3 77 299 (100.00) 

 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

555,687 556,270 424,477 0 0 131,793 

（地域福祉課） 

 

3.民生費 3.生活保護費 2.扶助費 
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第４款 衛生費 

１ 救急医療対策事業  

医師会、歯科医師会、薬剤師会、大槌町と連携して休日当番医制を実施した。 

≪事業内容≫ 

   ○ 休日当番医制の実施（日曜・祝日）  71日 

   ○ 休日歯科当番医制の実施（日曜）   51日 

≪事業の成果≫ 

休日や祝日における初期救急医療の受診機会を確保し、住民が必要な医療を適切に受けられる

体制を維持した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,042 3,978 0 0 0 3,978 

（健康推進課） 

 

 

２ 地域医療連携推進事業 

地域の限られた医療資源の中で、市民が安心して暮らせるまちづくりを進めるため、県立釜石病

院の内科医が不在となる際に、医師会から応援医を派遣することで診療補完体制の確保につなげる

取組などを行った。 

≪事業内容≫ 

○ 地域医療を知る市民公開講座の開催（来場者104人）（101千円） 

○ 釜石地域医療応援医サポート事業補助金（51千円） 

○ かまいし・おおつち医療情報ネットワーク参加負担金（420千円） 

○ 地域医療連携推進法人釜石スクラムメディカルネット設立準備委員会負担金（60千円）  

≪事業の成果≫ 

地域医療に関する市民公開講座を開催し、県の医療政策や地域医療連携推進法人の仕組み等に

ついて理解を深める機会を提供することで、持続可能な地域医療体制の構築に向けた意識醸成に

つながった。 

また、地域医療連携推進法人の設立に向けた手続きを進め、地域の医療機関等が連携して医療

提供体制の維持・確保を図るための基盤整備につなげた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,666 633 0 0 0 633 

（健康推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 
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３ 医師確保対策事業 

県内公立病院に従事しようとする者への修学を支援することで、将来の医師の確保を図るため、

県と市町村が協同で実施する市町村医師養成事業に対して負担金を支出した。 

≪事業内容≫ 

○ 市町村医師養成事業負担金（2,628千円） 

○ 県立釜石病院への養成医師配置数 

・令和３年度１人、令和４年度３人、令和５年度３人、令和６年度１人、令和７年度２人 

 ≪事業の成果≫ 

   市町村医師養成事業により養成された医師が県立釜石病院に配置され、地域の診療体制の維持

に寄与するとともに、将来の医師確保につながる取組を継続した。 

単位：千円 

（健康推進課） 

 

 

４ がん患者医療用補整具購入費助成金 基金 

  がんになっても安心して暮らせる社会の構築を目的として、ウイッグ及び胸部補整具の購入費の

一部補助（上限２万円）を行った。 

 ≪事業内容≫ 

○ 助成人数 ８人  

 ≪事業の成果≫ 

   患者の経済的負担を軽減するとともに、社会参加の促進及び療養生活の質の向上を図ることが

できた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

300 160 80 0 80 0 

（健康推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,751 2,628 0 0 376 2,252 

4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 
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５ 歯科保健事業 

 歯と口腔の健康づくりを推進するため、歯科医師会及び歯科衛生士会の協力のもと、乳幼児期に

おけるむし歯予防を中心に、ライフステージに応じた歯科保健事業を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ フッ化物塗布事業の実施 実施回数 ３回、参加者数 延べ213人  

○ フッ化物洗口事業の実施 11施設  

○ 教育・保育施設、小学校及び各地区の集会施設等における保健指導及び健康教育の実施 

 ≪事業の成果≫ 

   各ライフステージに応じた歯科保健事業を実施し、歯と口腔の健康づくりに関する意識啓発を

図るとともに、乳幼児期からのむし歯予防の推進につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

462 458 458 0 0 0 

（健康推進課） 

 

 

６ がん検診事業 

がん等の疾病を早期発見し、早期治療へつなげ、疾病による死亡率を低下させることを目的とし

て、がん検診等を実施した。 

≪事業内容≫ 

  〇 がん検診等受診状況 

 

≪事業の成果≫ 

がん検診等を実施し、疾病の早期発見、早期治療へつながる受診機会を提供した。要精密検査

対象者に対して電話や通知等による受診勧奨を行い、精密検査の受診につなげた。  

令和７年度から40歳及び50歳の女性を対象に骨粗鬆症検診を実施することで、骨粗鬆症の発症

リスクの早期把握と予防に対する意識の向上につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

48,806 41,546 0 0 5,291 36,255 

（健康推進課） 

 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 

 対象者数 受診者数 受診率 精密検査受診率（暫定） 

胃がん検診 10,053人 1,175人 11.69％ 85.11％ 

大腸がん検診 10,053人 3,170人 31.53％ 86.36％ 

乳がん検診  6,231人 1,169人 18.76％ 100.00％ 

子宮頸がん検診  6,500人 1,007人 15.49％ 88.89％ 

肺がん検診 10,053人 2,784人 27.69％ 91.96％ 

骨粗鬆症検診 53人 26人 49.06％ 要精密検査対象者なし 
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７ 地域自殺対策事業 基金 

メンタルヘルスに関するセミナー等を開催するとともに、臨床心理士に直接相談できる機会を設

けたことで、悩みや不安を抱えた人の心に寄り添い、自殺予防につながる支援を行った。 

≪事業内容≫ 

○ メンタルヘルスの普及啓発のためのこころのセミナー   １回（参加者15人） 

〇 こころの不調を抱える方を対象としたこころの相談会   １回（参加者２人） 

○ 地域での見守りの担い手であるゲートキーパーの養成講座 １回（参加者16人） 

≪事業の成果≫ 

 心の不調や悩みを抱える方が専門職へ相談できる機会を提供し、こころの健康づくりや自殺予

防につながる支援を行った。 

また、働き世代を対象としたメンタルヘルスに関する知識の普及啓発やゲートキーパー養成講

座の実施により、自殺予防に対する理解の促進と地域の見守り体制の強化につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

 80 44 21 0 23 0 

（健康推進課） 

 

 

８ みんなの健康づくり応援事業  

市民の健康増進を図るため、個人の健康づくり活動に応じて特典を付与する取組を継続した。前

年度に引き続き事業の参加媒体として紙カード及びスマートフォン用アプリの２種類を採用し、若

年層から高齢者まで幅広い年代へ参加を促した。 

≪事業内容≫  

○ 対象     18歳以上（高校生を除く）で、市内に住所または勤務地を有する者 

○ 参加媒体   【アプリ版】または【紙カード版】 

○ 参加者数   2,016人 

○ 特典取得者数 延べ665人 

○ 特典内容   【アプリ版】協賛事業所によるサービス提供 

【紙カード版】55ポイントで500円のおこめ券（１人１回まで） 

≪事業の成果≫ 

     スマートフォン用アプリ利用者のうち18歳から64歳の働き世代が64％を占めるなど、働き世代

の健康づくり活動への参加促進につながった。一方で、高齢者には紙カードの利用が多く、アプ

リ版と紙カード版を併用することで幅広い世代が健康づくりに取り組める環境の確保につなが 

った。 

                                                                                単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,413 1,391 0 0 0 1,391 

（健康推進課） 

 

 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 
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９ 地域医療ＤＸ推進事業 基金 

 釜石医療圏における医師不足に伴う診療科の偏在や地域公共交通網の縮小などにより、医療機関

への受診が困難となることが懸念される中、誰もが安心して必要な医療を受けられる地域医療体制

の維持・確保を図るため、オンライン診療の導入可能性について検討するとともに、医療従事者や

市民を対象とした勉強会・体験会を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 医療従事者等向け勉強会の実施（参加者約50人） 

○ 地域医療に係るアンケート結果報告とオンライン診療体験会の実施 

  （市内４か所での参加者52人） 

○ 産婦人科・小児科オンライン相談の実施 

  （登録者数189人、相談件数273件、相談検索数193件）※釜石市と大槌町の合算値 

≪事業の成果≫ 

  医療従事者等を対象とした勉強会において、事例や導入に係る課題等について理解を深める機

会を提供するとともに、市内４か所でオンライン診療体験会を実施し、市民のオンライン診療に

対する理解の向上につながった。 

  また、産婦人科・小児科オンライン相談については、妊産婦や子育て世代等が時間や場所を問

わず専門医師等へ相談できる環境を確保し、育児や健康に関する不安の軽減につながったほか、

地域医療分野におけるデジタル技術の活用促進を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,861 2,704 928 0 1,724 52 

（健康推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 



67 

 

 

10 救急安心センター事業（♯7119）【新規】 

 救急車を呼ぶべきか、医療機関を受診すべきか判断に迷った際に、看護師等から電話で助言を受

けることができる救急安心センター事業（＃7119）を実施し、市民の不安軽減や適切な救急医療の

利用促進を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 救急安心センター事業（＃7119）の実施 

区分 釜石市 岩手県 

相談件数 184件（1.23％） 14,913件 

相談内容 

※市町村ごとの数値は公表されていない 

救急医療相談：11,963件（80.22％） 

医療機関案内：1,567件（10.51％） 

その他：1,383件（9.27％） 

緊急度判定 

※未判定、

判定不可を

除く 

緊急（119番通報） 36件（19.57％） 2,034件（13.64％） 

準緊急（救急車以外で今すぐ受診） 29件（15.76％） 2,447件（16.41％） 

低緊急（通常の受付時間を待たず、こ

れから自力受診） 
36件（19.57％） 3,638件（24.39％） 

非緊急（通常の受付時間に受診） 39件（21.20％） 2,545件（17.07％） 

不急（受診不要・経過観察） 17件 （9.24％） 1,132件（7.59％） 

利用時間帯 夕方〜夜間（17時〜21時）に多い 

利用日 土・日・祝日に多い 

 

≪事業の成果≫ 

  救急要請の要否や医療機関受診の判断について専門職による助言を提供する体制が整備され、

市民の不安軽減に寄与した。 

  また、相談者に対して医療機関受診の要否や緊急度に応じた助言を行うことで、適切な受療行

動につながる判断を支援した。 

さらに、夜間及び休日を中心に相談が利用されており、医療機関受診や救急要請に関する相談

窓口として、地域の救急医療体制を補完する機能を担った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

390 229 0 0 0 229 

（健康推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 
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11 医師志望学生等応援事業【新規】 

 釜石医療圏における医師不足が課題となる中、将来の地域医療を担う人材の確保を図るため、医

学部に進学した学生への給付金の支給や、医学部進学を志望する高校生への受験対策支援を実施し

た。 

≪事業内容≫ 

○ 医学生応援給付金の支給（対象者１人） 

○ 医学部進学セミナー等参加支援助成金の支給（対象者２人） 

≪事業の成果≫ 

  医学部に進学した学生に対する経済的支援及び医学部進学を志望する高校生に対する学習機会

の確保を図ることで、医師を志す学生等の進学意欲の向上と将来の地域医療を担う人材の育成に

つながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

627 518 0 0 0 518 

（健康推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 
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12 母子保健事業 

安心して妊娠・出産・育児ができるよう、母子健康手帳交付時から子育て期まで面談、家庭訪問、

保健指導等の切れ目のない支援を行った。ライフステージに応じた健診や屈折検査機器を用いた幼

児の視覚検査を実施することで、健康状態や成長発達を確認し、妊産婦、乳幼児及びその保護者の

安心につなげることができた。 

≪事業内容≫ 

  ○ 母子健康手帳の交付         103人 

  ○ 乳幼児家庭全戸訪問          93人（対象者 102人） 

○ 妊婦一般健康診査     延べ1,270人（実人数 163人） 

○ 6か月児一般健康診査         89人（対象者  90人） 

○ 新生児聴覚検査             100人（対象者 100人） 

○ 1歳6か月児一般健康診査     99人（対象者 102人） 

○ 3歳児一般健康診査          101人（対象者 104人） 

○ 妊婦歯科健康診査            52人 

○ 2歳児いい歯健康診査        108人（対象者 110人） 

≪事業の成果≫ 

   母子手帳交付時から子育て期までの相談支援やライフステージに応じた健診、面談や訪問等を

行ったことで、成長発達の確認や妊産婦、乳幼児及びその保護者の安心につなげることができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

21,641 17,155 1,222 0 0 15,933 

（こども家庭課） 

 

 

13 妊産婦支援事業 基金  

出産を控える女性の不安を解消し、安心して出産・子育てできる体制を整えるため、妊娠・出産

に係る経済的な負担の軽減を図ったほか、母親とその家族が健やかな育児を出来るよう出産後の不

安や困りごと、身体的な負担の軽減を図る取組を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 妊婦応援給付金給付人数 103人 

〇 妊産婦健康診査等アクセス支援助成金助成人数 107人 

〇 妊婦のための支援給付金給付人数 延べ207人 

〇 産後ケア事業利用人数 まんまるママいわて 延べ116人、県立釜石病院 延べ90 人 ほか 

≪事業の成果≫ 

 妊娠出産に係る経済的支援に合わせて、育児への不安や心配事への支援を行ったことで妊産婦

の不安軽減を図ることができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

31,713 24,106 16,197 0 7,909 0 

（こども家庭課） 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 1.保健衛生総務費 
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１ 予防接種事業 

 予防接種法に基づき感染症の発生及びまん延の予防並びに重症化予防を図るため、釜石医師会等

に委託して定期予防接種を実施したほか、一部の任意予防接種について接種費用の一部を助成し、

市民が予防接種を受けやすい環境の確保に努めた。 

≪事業内容≫ 

予防接種の種類 ／ ワクチン名 
接種者数 

（人） 

対象者数 

（人） 

接種率 

（％） 
備考 

定期予防接種（Ａ類疾病）     

ロタウイルス 189 188 100.53 2回接種 

小児用肺炎球菌 395 387 102.07 4回接種 

四種混合 

（ジフテリア、破傷風、百日せき、ポリオ） 
6 

395 90.89 

4回接種 

Ｈｉｂ 2 4回接種 

五種混合 

（ジフテリア、破傷風、百日せき、ポリオ、Ｈｉｂ） 
351 4回接種 

Ｂ型肝炎 290 282 102.84 3回接種 

ＢＣＧ 91 96 94.79  

麻しん、風しん混合 222 220 100.91 2回接種 

水痘 195 210 92.86 2回接種 

日本脳炎 475 495 95.96 4回接種 

二種混合（ジフテリア、破傷風） 165 179 92.18  

子宮頸がん 378 1,956 19.33 2～3回接種 

定期予防接種（Ｂ類疾病）     

高齢者インフルエンザ 5,702 11,871 48.03  

高齢者肺炎球菌 123 690 17.83  

新型コロナウイルス 1,200 11,871 10.11  

高齢者帯状疱疹 

シングリックス1回目 349 2,493 14.00  

シングリックス2回目 331 2,493 13.28  

ビケン 378 2,493 15.16  

任意予防接種     

小児インフルエンザ 1,651 3,080 53.60 
13歳未満は 

2回接種 

おたふくかぜ 61 105 58.10  

≪事業の成果≫ 

予防接種法に基づく定期予防接種及び任意予防接種費用への助成を実施し、感染症の発生及び

重症化予防に資する接種機会を提供した。特に、努力義務のあるＡ類疾病の小児定期予防接種に

ついては、多くのワクチンで90％を超える高い接種率を維持し、感染症の発生及びまん延防止に

つながった。 

また、高齢者帯状疱疹予防接種の定期接種化に対応し、高齢者の疾病予防に向けた接種機会の

確保を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

139,080 83,224 0 0 0 83,224 

（健康推進課） 

4.衛生費 1.保健衛生費 2.予防費 
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１ 環境保全事業 

自然保護や公害防止対策、地球温暖化対策を実施し、人と自然が共生する社会の推進と、健康で

安心かつ快適な生活環境の確保を図った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 和山湿原自然保護指導員の設置（204千円） 

○ 自動車騒音常時監視委託料（2,420千円） 

○ 悪臭防止法に基づく臭気官能試験分析手数料（495千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

騒音や悪臭などの状況を確認・監視することなどにより、生活環境及び自然環境の保全が図ら

れた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,470 3,307 272 0 0 3,035 

（生活環境課） 

 

 

２ 釜石斎場運営経費 

斎場の適正な管理運営のため、斎場施設の維持管理及び火葬炉改修工事を実施し、火葬業務の安

定的な運営を行った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 火葬及び清掃等委託料（11,484千円） 

  〇 各種設備保守点検委託料（2,263千円） 

○ 火葬炉改修工事（5,610千円）  

〇 その他管理事務費（11,508千円） 

≪事業の成果≫ 

改修工事を実施したことで、火葬を休止させることなく運転体制を整えることができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

32,084 30,865 0 5,600 13,050 12,215 

（生活環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 4.環境衛生費 
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３ 水道未普及地域対策事業 

水道事業の給水区域外において、飲用水確保困難者が飲用井戸等の整備を行う場合の井戸掘削に

係る経費の一部を補助した。 

≪事業内容≫ 

○ 助成件数  

・大字平田 １世帯（  800千円） 

・両石町  10世帯（2,631千円） 

≪事業の成果≫ 

飲用井戸等の整備が図られ、飲用水の安定確保と公衆衛生及び生活環境の向上につながっ

た。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

10,000 3,431 0 0 0 3,431 

（生活環境課） 

 

 

４ 浄化槽設置整備事業 

公共下水道や集落排水の無い地域においても、水洗化による快適な生活環境及び公衆衛生の向上

を図るため、浄化槽を設置する人並びに単独処理浄化槽またはくみ取り便槽から浄化槽に転換する

人に対し、国の助成制度を活用し、その費用の一部を補助した。 

≪事業内容≫ 

○ 設置件数  ２件（780千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

   浄化槽設置工事費に対し、補助金を交付することにより、浄化槽の利用促進につながり、水洗

化による快適な生活環境及び公衆衛生の向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

785 782 520 0 0 262 

（下水道課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.衛生費 1.保健衛生費 4.環境衛生費 
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１ 資源物分別作業所維持管理費 

委託収集及び分別回収した資源物を資源物分別作業所で分別・保管し、買取業者への引渡し及び

売払いを行った。 

≪事業内容≫ 

○ 取扱物 

   缶類（スチール・アルミ）・びん類（茶色・無色・その他）・粗大ごみ（金属のみ）・ 

小型家電製品 

○ 収集量（集団資源回収と岩手沿岸南部クリーンセンター持込分は除く） 

                          単位：t 

 缶・金属類 びん類 小型家電類 

令和7年度 87 216 35 

≪事業の成果≫ 

資源物を買取業者へ売却し資源化することにより、ごみの排出量削減が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,034 3,964 0 0 77 3,887 

（生活環境課） 

 

 

２ ごみ処理経費 

一般ごみ、資源物、粗大ごみ（事前予約制）を収集し、一般ごみ及び粗大ごみについては、岩手

沿岸南部クリーンセンターで溶融処理のうえ、そこから発生する当市分の集塵灰をグリーンフィル

小坂㈱（秋田県鹿角郡小坂町）に定期運搬し、埋立処分を行った。 

また、乾電池・蛍光灯等は拠点回収し、年度末に野村興産㈱イトムカ鉱業所（北海道北見市）に

運搬し、処理・処分を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 一般ごみ及び資源物収集運搬委託料（215,289千円） 

○ プラスチック使用製品廃棄物中間処理委託料（2,956千円） 

○ 粗大ごみ収集運搬委託料（1,155千円） 

○ 集塵灰運搬委託料（7,081千円） 

○ 集塵灰処分委託料（10,223千円） 

○ 使用済み乾電池等の運搬委託料（143千円） 

○ 使用済み乾電池等の処分委託料（408千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

発生抑制や再利用につなげることを目的に粗大ごみの収集回数を月１回に減少させたほか、新

たにプラスチックを資源物として収集したことでごみの減量化が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

242,252 238,718 60 0 23,801 214,857 

（生活環境課） 

4.衛生費 2.清掃費 2.塵芥処理費 
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３ リサイクル推進事業 

一般廃棄物の適正な処理の推進ため、ごみ減量講座等を開催したほか、全世帯にごみカレンダー

を配布した。 

また、ごみの減量・再利用・リサイクルの推進を目的に各種補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ 資源物回収事業推進奨励金 11団体（149千円） 

○ 公衆衛生組合連合会組織育成補助金 １件（80千円） 

○ ごみカレンダー他印刷代（512千円） 

○ 車両（塵芥車・２tトラック等）経費（1,527千円） ほか 

 

 

≪事業の成果≫ 

出前講座を９回開催したほか、各地区生活応援センター単位でプラスチック分別に係る説明会

を開催し、ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,632 2,797 0 0 151 2,646 

（生活環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.衛生費 2.清掃費 2.塵芥処理費 

 5年度 6年度 7年度 

ごみ発生量(t)（※集団資源回収量を除く） 11,232 10,763 9,849 

うち生活系ごみ(t) 7,090 6,746 6,246 

うち事業系ごみ(t) 4,142 4,017 3,603 

1人1日ごみ排出量(g) 1,025 1,013 957 

うち家庭系ごみ(g)（※資源物・集団資源回収量を除く） 558 549 518 

うち事業系ごみ(g) 378 378 350 

資源物回収量(t) 1,068 1,000 993 

うち集団資源回収量(t) 99 90 78 

資源化スラグ(t) 1,147 1,085 926 

リサイクル率(%) 20.6 20.3 20.2 
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４ 岩手沿岸南部広域環境組合負担金 

釜石市、大船渡市、陸前高田市、住田町及び大槌町により構成される岩手沿岸南部広域環境組合

に対し、広域ごみ処理及び運営に係る経費の一部を負担した。 

≪事業内容≫ 

○ 令和７年度岩手沿岸南部クリーンセンターごみ搬入状況         （単位：ｔ） 

○ 総搬入量                 （単位：ｔ） 

 

 

 

 

 

 

 

≪事業の成果≫ 

ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上が図られた結果、ごみ処理量及び負担金額の減少に

つながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

424,155 424,155 0 0 0 424,155 

（生活環境課） 

4.衛生費 2.清掃費 2.塵芥処理費 

区  分 
総 搬 入 量   

（処理量） 

内   訳 年度末 

人 口 

１人当たり

ごみ排出量 可燃ごみ 不燃ごみ 粗大ごみ 

釜石市 8,946 8,444 130 372 27,745人 954g 

大船渡市・住田町 8,657 8,039 618 － 35,602人 705g 

陸前高田市 3,860 3,860 － － 16,645人 757g 

大槌町 2,576 2,485 59 32 10,117人 826g 

計 24,039 22,828 807 404 90,109人 811g 

 ５年度 ６年度 ７年度 

釜石市 10,363 9,852 8,946 

大船渡市・住田町 8,883 8,914 8,657 

陸前高田市 4,035 3,899 3,860 

大槌町 2,754 2,682 2,576 

計 26,035 25,347 24,039 
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第５款 労働費 

１ 雇用対策事業 

職業訓練法人釜石職業訓練協会が行う職業訓練事業に対し補助金を交付した。 

また、新規学校卒業者等の地域内就職の促進に係る事業等の実施のため、釜石地域雇用開発協会

に負担金を支出した。 

≪事業内容≫ 

○ 職業訓練法人釜石職業訓練協会事業補助金（200千円） 

○ 釜石地域雇用開発協会負担金（500千円） 

≪事業の成果≫ 

職業訓練法人釜石職業訓練協会への補助金の支出により、在職者及び求職者の専門的知識の習

得及び職業能力の向上が図られた。 

釜石地域雇用開発協会への負担金の支出により、新規学校卒業者等の地域内就職を促進する事

業が行われ、管内高等学校の新規卒業者のうち、就職希望者の６割以上が管内就職を選択する成

果につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

700 700 0 0 0 700 

（商工観光課） 

 

 

２ 地域雇用サポート事業 基金 

「ジョブカフェかまいし」の運営を通じ、求職者や在職者等を対象とした相談業務及び学生等を

対象としたキャリア教育支援を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 個人向け就労相談等実施者数 延べ92名 

○ 学生を対象としたキャリア教育に関する講義の実施 ２回 

○ 地域雇用サポート事業運営委託料（2,682千円） 

○ 施設等賃借料（2,580千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

相談業務の実施や関係機関との連携により、求職者の就業支援や潜在労働力の発掘につなげ

た。また、高等教育機関での講義実施により、生徒や保護者らのキャリア意識の醸成が図られ

た。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,012 5,661 1,787 0 1,464 2,410 

（商工観光課） 

 

 

 

  

5.労働費 2.労働諸費 1．労働諸費 
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３ 自立型テレワーカー育成事業【新規】 

  市民の働き方の多様化や仕事の選択肢を増やすことを目指し、インターネット等を利用して、自

身のライフスタイルに合わせた仕事を受注するスキルを得るための育成講座を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 自立型テレワーカー育成業務委託（2,959千円） 

  ・テレワークを知るテレワーク導入講座        参加者17名 

  ・テレワークのための基礎を学ぶテレワーカー育成講座 参加者15名 

  ・業務体験を通じた実践講座             参加者10名 

○ 施設使用料及び賃借料（59千円） 

  ・会場使用料 等 

≪事業の成果≫ 

事業全体で、延べ41名の市民に対し、テレワークで必要となる基礎知識やツール紹介、バック

オフィス業務を学ぶ機会の提供を行った。育成講座へは延べ25名が参加し、13名が受注仲介サイ

トに登録した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,020 3,018 1,509 0 0 1,509 

（商工観光課） 

5.労働費 2.労働諸費 1．労働諸費 
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第６款 農林水産業費 

１ 中山間地域等直接支払推進事業 

農業の生産条件が不利な中山間地域において、農業生産活動が継続的に行われるよう、集落の活

動体制の維持・強化を目的とした交付金の交付、集落に対しての助言指導及び確認事務を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 交付金の交付 ３集落（栗林、早栃、中村活動組織） 

≪事業の成果≫ 

  中山間地域において、集落の農業生産活動の体制の維持・強化に加えて、休耕田の遊休農地化

の防止が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,574 4,573 3,465 0 0 1,108 

（水産農林課） 

 

 

２ 鳥獣被害防止総合対策事業 

釜石市鳥獣被害防止計画に基づき野生鳥獣による農林業被害を防止するための対策を、釜石地区

鳥獣対策協議会及び釜石市鳥獣被害対策実施隊とともに推進した。 

≪事業内容≫ 

○ 鳥獣被害防止総合対策補助金（600千円） 

○ 釜石市鳥獣被害対策実施隊員報酬（617千円） 

○ 野生鳥獣死骸処理委託料（2,988千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

  釜石市鳥獣被害対策実施隊の委嘱と釜石地区鳥獣対策協議会への補助金の交付により、ニホン

ザルの生息状況調査、動物捕獲機の購入等、市内の包括的な鳥獣対策が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,323 5,088 0 0 284 4,804 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 1.農業費 3.農業振興費 
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３ 多面的機能支払推進事業 

農業・農村が有する水源のかん養や自然環境の保全等、多面的機能の維持・発揮を図るため、地

域共同活動の支援を目的とする多面的機能支払交付金の交付や制度の周知、活動組織に対する助言

指導及び確認事務を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 交付金の交付 ２組織（栗林、下荒川活動組織） 

≪事業の成果≫ 

  農山村地域において、農地の適正な維持管理が図られ、地域が有する自然環境の多面的機能の

維持につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,430 1,429 1,083 0 0 346 

（水産農林課） 

 

 

４ いわてニューファーマー支援事業 

独立・自営就農時の年齢が49歳以下の新規就農者に対して、経営開始時の早期経営確立を支援す

る経営開始資金及び就農後の経営発展のために機械、施設等の導入を支援する経営発展支援事業補

助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ 経営開始資金の交付      １人（750千円/半年分） 

○ 経営発展支援事業補助金の交付 １人（農薬噴霧機の購入補助 3,000千円） 

 ≪事業の成果≫ 

 新規就農者の早期の経営確立及び就農後の経営基盤の強化が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,750 3,750 3,750 0 0 0 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 1.農業費 3.農業振興費 
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５ 経営所得安定対策推進事業 

  国の経営所得安定対策制度の活用を推進するため、釜石地域農業再生協議会が行う農家座談会等

での制度の周知、交付金申請受付業務、現地確認に要する経費を補助した。 

≪事業内容≫ 

〇 経営所得安定対策交付金の交付件数 13件 

 ≪事業の成果≫ 

  各地域での農家座談会等を通じて事業制度の周知を行ったほか、交付金の申請業務及び現地調

査を実施し、円滑な事業運営が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

473 473 473 0 0 0 

（水産農林課） 

 

 

６ 農畜産業振興総合支援事業 基金 

新規就農者や意欲ある担い手農家の生産の拡大・安定化を総合的に支援することで、地域振興作

物の作付、労働力確保、販路・経営規模の拡大、安定生産の維持を推進し、農畜産業の振興を図っ

た。 

≪事業内容≫ 

○ 農畜産振興総合支援事業補助金の交付 26件 

  （農業支援 14件 1,538千円、畜産業支援 12件 300千円） 

 

 ≪事業の成果≫ 

  国・県補助金の活用が困難な経営規模が小さい農畜産業経営者に対する地域振興作物の振興支

援や家畜の生産に係る支援を実施し、生産や販売意欲の向上を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,500 1,838 0 0 1,838 0 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 1.農業費 3.農業振興費 
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７ 農業経営安定支援事業【繰越明許】 

物価高騰の影響を受ける農業者に対し、肥料代、燃料・電気代及び出荷資材代の一部を支援する

ことで、生産意欲の向上と経営の安定化を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 農業経営安定支援事業補助金の交付 19件 

≪事業の成果≫ 

物価高騰の影響を受ける農業者の生産意欲の向上と経営の安定化を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,000 1,000 0 0 0 1,000 

（水産農林課） 

 

 

８ 釜石型農業活性化事業 

当市農業の課題解決のため収益性の高い農産物の導入、地産地消の推進等これまで取り組んでき

た釜石型農業を更に活性化させるための事業を実施した。 

≪事業内容≫ 

   ○ 甲子柿の販売会の開催等 

   ○ 甲子柿生産振興（スマート農業実証） 

   ○ すずこまの生産者・飲食店事業者等への普及啓発、成分分析 

   ○ 軽トラ市の開催         

   ○ 学校給食での地元農産物の利用拡大 

≪事業の成果≫ 

  中山間地域という地形的な制約の多い当市の農業経営において、収益性の高い農作物の生産拡

大をはじめ、軽トラ市の開催や学校給食への利用拡大による地域内での消費促進により、釜石型

農業の販路及び生産量の拡大並びに地産地消の推進につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,444 1,300 866 0 0 434 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 1.農業費 3.農業振興費 
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９ 釜石産農畜産物ＰＲ事業【新規】 

釜石産農畜産物（甲子柿、すずこま、梅等の農産物及び鶏肉等の畜産物）の認知度向上、販路拡

大、生産者の生産意欲の醸成及び新規就農者の確保につなげるため、チラシ、ポスター等のＰＲ媒

体の作成とイベントやメディアでのプロモーション事業を行った。 

≪事業内容≫ 

   ○ ＰＲ媒体（ホームページ）作成委託（1,298千円） 

   ○ 認知度向上事業委託（1,430千円） 

   ○ ＰＲイベント出展、会場使用料ほか（1,157千円）   

≪事業の成果≫ 

釜石産農畜産物の情報発信を行うホームページの制作、催事用半纏やロゴマークの制作など、

販路拡大につなげるためのＰＲ媒体の整備を行った。また、市内外のイベントで釜石産農畜産物

の認知度向上を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,200 3,885 1,942  0 0 1,943 

（水産農林課） 

 

 

10 市民農園設置事業 基金 

市民が農業に触れる機会を創出し、農業への理解の促進を図るなど、定年帰農や若い世代の新規

就農者の確保に資するため、遊休農地を活用し市民農園の貸し出しを行った。 

≪事業内容≫ 

   ○ 市民農園の貸出区画 55区画（１区画12㎡ 年間2,000円） 

   ○ 仮設トイレ設置及び汲み取り 

   ○ 農園耕起、雑草除去作業委託 

≪事業の成果≫ 

  市民の農業や自然に触れる機会の創出により、心身の健康維持・増進に寄与するとともに農業

への理解促進が図られ、シニア層や若い世代が農業を始めるきっかけや体験の場として機能した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

268 232 0 0 232 0 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 1.農業費 3.農業振興費 
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11 観光農園設置事業 基金 

  遊休農地を活用し、市民が憩う場所、自然や農業に触れる機会を創出しながら教育面、福祉面、

観光面、国際交流等にも寄与する場としてのラベンダー観光農園の整備工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

   ○ 観光農園整備工事（7,645千円） 

   ○ 看板作成・設置委託（523千円） 

   ○ ラベンダー苗株分け及び植栽前管理業務委託（396千円） 

   ○ 土地賃借料ほか（185千円） 

≪事業の成果≫ 

  遊休農地が解消され、市内外の人が集い、教育や福祉、観光、国際交流など複合的な機能を有

する場としてのラベンダー観光農園の整備を行った。また、土壌改良を施し、観光農園の土台が

完成し、ラベンダー苗の定着を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

11,725 8,749  0 0 8,749 0 

（水産農林課） 

 

 

 

１ 畜産業関係団体負担金 

  畜産経営の安定化や生産性の向上、畜産技術の普及、畜産農家を往診する獣医師の確保などによ

り畜産業の振興を図るため、畜産全般に係る関係団体へ負担金を支出した。 

○ 岩手県畜産協会負担金（36千円） 

○ 岩手県南へい獣処理協議会負担金（72千円） 

○ 釜石・大槌地域農業振興協議会畜産振興部会負担金（920千円） 

○ 岩手県チキン協同組合負担金（264千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

  釜石市内における畜産業振興を図るために各団体への負担金を支出したことにより、主に畜産

農家への往診する獣医師の確保や感染症対策などの体制構築が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,351 1,350 0 0 0 1,350 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

  

6.農林水産業費 1.農業費 3.農業振興費 

6.農林水産業費 1.農業費 4.畜産業費 
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２ 青ノ木地区飲雑用水施設除却事業 

  平成28年度の台風災害により被災した施設占用の更新時期を迎えることから、不用となった施設

の除却を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 青ノ木地区飲雑用水施設除却委託料（4,290千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

  不用な施設の除却を行い、適正な施設管理が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,000 4,303 0 0 0 4,303 

（水産農林課） 

 

 

３ 畜産業飼料購入支援事業【繰越明許】 

物価高騰の影響を受ける畜産業者に対し、飼料代の一部を支援することで、生産意欲の向上と経

営の安定化を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 畜産業飼料購入支援事業補助金の交付 11件 

≪事業の成果≫ 

物価高騰の影響を受ける畜産業者の生産意欲の向上と経営の安定化を図った。 

単位：千円 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 1.農業費 4.畜産業費 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,000 615 0 0 0 615 
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１ 農道・農業用施設等維持補修費 

 農業用施設にて営農活動に支障をきたす土砂堆積等の撤去など施設の維持補修を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 取水口維持補修    N=5.0箇所 

○ 栗林地区水路維持補修 L=60.0m 

○ 甲子水路維持補修   L=80.0m 

○ 田郷水路維持補修   L=10.0m 

○ 栗林地区道路維持補修 L=50.0m 

≪事業の成果≫ 

  施設の維持補修を実施することにより安心安全で健全な営農活動の確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,100  5,083 0 0 0 5,083 

（水産農林課） 

 

 

２ 農業用施設改修事業 

  農業用施設長寿命化計画に伴う点検結果のⅣ判定（緊急措置段階）とされた水門等の補修工事およ

び橋梁点検を実施した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 日の神水路補修 １箇所 

  ○ 農業用施設点検（橋梁）      12橋 

  ○ 農業用施設点検（頭首工）    12施設 

≪事業の成果≫ 

施設の補修工事および橋梁点検を実施することにより施設の長寿命化及び健全化が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

19,000  15,212 0 5,800 0 9,412 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 1.農業費 5.農地費 
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１ 有害鳥獣対策事業 

ニホンジカ、イノシシ等による農林業被害を防止するための有害捕獲、ニホンジカによる幼齢人

工林への食害防止対策等を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 有害鳥獣対策委託料（2,441千円） 

○ 鳥獣食害防止対策事業補助金（324千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

ニホンジカ及びイノシシの有害捕獲の支援を実施することにより、農林業被害の抑止が図られ

た。また、ツキノワグマの出没対応を釜石大槌猟友会へ委託したことで、適切な対応が行われ、

市民生活の安全確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,191 3,388 0 0 0 3,388 

（水産農林課） 

 

 

２ 森林経営管理事業 基金 

森林経営管理制度の推進のため、森林所有者からの意向調査結果等を基に集積計画案を作成する

業務委託を実施した。また、市公共施設（市道等）への支障となっている立木の処理を実施した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 森林経営管理制度推進委託料（4,221千円） 

○ 森林環境整備事業委託料（支障木処理）（6,743千円） 

○ 林業の担い手確保・人材育成委託料（1,626千円） 

〇 私有林人工林整備事業委託料（7,189千円） 

〇 森林・林業・木材普及事業委託料（759千円） 

〇 森林資源計測解析委託料（7,187千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

  市公共施設（市道等）への支障木を伐採処理したことにより、地域住民の安全とライフライン

の確保が図られたほか、長年放置されていた私有林を間伐することで、森林の多面的機能の充実

が図られた。 

  また、航空レーザー計測解析を用いた森林の現況調査を実施し、効率的に森林資源のデータを

取得したことにより、森林経営管理権集積計画案策定の推進が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

56,503 37,115 0 0 37,115 0 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 2.林業費 2.林業振興費 
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３ 森林病害虫等防除緊急対策事業 

森林の公益的機能の維持やナラ枯れ及びマツ枯れ被害の拡大防止のため、被害木の伐倒燻蒸処理

等を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 駆除委託料（1,391千円）（橋野町第32地割、大平町３丁目 地内） 

≪事業の成果≫ 

  ナラ枯れ及びマツ枯れの原因となる病害虫が潜伏している被害木の伐倒燻蒸処理を実施するこ

とにより、ナラ枯れ及びマツ枯れ被害の拡大抑止が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,395 1,391 596 0 0 795 

（水産農林課） 

 

 

４ 林業用施設長寿命化事業 

  釜石市林業用施設長寿命化計画に基づき、橋梁およびトンネルの定期点検を実施した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 林道用施設（橋梁・トンネル）点検 （10,025千円） 

≪事業の成果≫ 

橋梁点検を実施することにより、施設の健全度の評価や劣化度の可視化が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

10,026 10,025 4,999 0 0 5,026 

（水産農林課） 

 

 

５ 県単治山事業負担金 

  令和６年８月の豪雨に伴う県単治山事業に対し、事業費の20％を負担した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 上小川地区県単治山事業（災害関連緊急治山）負担金（1,000千円） 

≪事業の成果≫ 

治山事業を実施することにより、災害の再発防止が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,000 1,000 0 900 0 100 

（水産農林課） 

 

 

 

 

6.農林水産業費 2.林業費 2.林業振興費 
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１ 公有林整備事業（補助） 

釜石市有林について、釜石市森林経営計画に基づき、岩手県木材産業国際競争力強化対策事業

（県補助金）を活用し、適正に整備・管理・運営を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 市有林搬出間伐委託料（6,600千円）（大字釜石第１地割地内） 

≪事業の成果≫ 

  国庫補助を活用し、市有林の森林整備と作業道作設を行い、木材を売払うことで、市所有の森

林の適正な整備・管理・運営が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,744 6,600 4,609 0 1,991 0 

（水産農林課） 

 

 

 

１ 水産業融資事業費 基金 

漁業経営の近代化、漁業者の資金融資の円滑化等のため、各種制度資金に係る利子補給を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 漁業近代化資金利子補給金（3,851千円） 

○ ＪＦマリンバンクコロナ対策長期資金利子補給金（11千円） 

 ≪事業の成果≫ 

漁業者等が負担すべき利子の一部を市が負担することにより、漁業経営の維持に係る資本装備

の高度化が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,712 3,862 0 0 3,862 0 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 2.林業費 3.造林事業費 

6.農林水産業費 3.水産業費 2.水産業振興費 
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２ 漁業共済掛金補助金 基金 

養殖漁業の経営安定を図るため、漁業協同組合が行う特定養殖共済契約事業及び漁業施設共済契

約事業に対し補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

○ 漁業共済掛金補助金（5,826千円） 

≪事業の成果≫ 

漁業者が負担すべき契約者負担掛金の30％を市が負担することにより、漁業経営の安定化が図

られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,552 5,826 0 0 5,826 0 

（水産農林課） 

 

 

３ 水産業振興事業 基金 

新鮮で安全な地場産水産物を市内外へ発信し、広くＰＲするため、市内事業者が各種イベント等

で行うＰＲに係る経費に対し補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

   ○ 水産物ＰＲ事業補助金（100千円） 

   ○ 「海の日」記念事業負担金（150千円） 

 ≪事業の成果≫ 

各種イベントでの販売やWeb広告への掲載により広く釜石産水産物の魅力を発信することができ

た。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,150 250 0 0 250 0 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 3.水産業費 2.水産業振興費 
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４ さかなのまち活性化事業 

主力魚種の不漁が続く中で、「さかなのまち」としての活性化を図るため、岩手大学三陸水産研

究センター等との連携により、サクラマス海面養殖用種苗の育種開発事業や養殖サクラマスの認知

度向上のためサクラマスフェアを開催するなど周知活動を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 岩手大学との共同研究負担金（8,000千円） 

○ 釜石はまゆりサクラマスフェア実施委託料（1,485千円） 

○ 水産フォーラム開催、周知活動費（223千円） 

 ≪事業の成果≫ 

 サケの回帰数の減少等による種卵不足で稼働率が低下しているふ化場を活用し、岩手大学と漁

協が共同でサクラマスの種苗生産に向けた試験飼育を開始した。 

市内飲食店等15店舗が参加するサクラマスフェアを開催し、市民や来訪者等にサクラマスの認

知度向上、流通・消費拡大を図った。また、水産フォーラムでは、市内で行われているベニザケ

やムール貝の養殖等、新たな取り組みに焦点を当てた講演を実施し、参加者の養殖業への興味、

関心を高める契機となった。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

11,330 9,708 4,843 0 0 4,865 

（水産農林課） 

 

 

５ 釜石市魚市場生産・機能体制強化事業 

釜石市魚市場水揚増強対策協議会が行った漁船誘致活動等に要した経費や釜石市漁業協同組合連

合会が行う魚市場に水揚げし給氷する旋網漁船、さんま棒受網漁船、廻来漁船及び地元漁船への氷

の購入に係る助成事業の経費に対し補助金を交付した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 魚市場水揚増強対策事業補助金（2,500千円） 

  ○ 魚市場水揚奨励事業補助金（4,400千円） 

  ○ 廻来船水揚げ漁業者贈答品（100千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

誘致活動等の実施によりさんま棒受網漁船の地元漁船入港回数が昨年度と比べ２倍に増加し、

魚市場の水揚実績に大きく貢献した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,280 7,035 23 0 0 7,012 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

6.農林水産業費 3.水産業費 2.水産業振興費 
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６ 釜石市魚市場運営資金貸付金【新規】 

  東日本大震災以降、主要魚種等の水揚激減による収入減少が続き、釜石市魚市場の運営資金が不

足していた釜石市漁業協同組合連合会に対し、運営資金の貸し付けを行った。 

≪事業内容≫ 

   〇 釜石市魚市場運営資金貸付金（68,000千円） 

≪事業の成果≫ 

   魚市場の運営資金不足が解消し、魚市場経営が継続されたことにより、水産物の流通機能や水

産業に関連する雇用や地域経済を維持することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

68,000 68,000 0 0 0 68,000 

（水産農林課） 

 

７ 漁業就業者育成支援事業 

 地域内外から漁業就業希望者を確保・育成し、漁業及び地域に定着させることを目的とした漁業

研修機関である「いわて水産アカデミー」の運営費の一部を負担した。 

≪事業内容≫ 

○ いわて水産アカデミー運営協議会負担金（88千円） 

 ≪事業の成果≫ 

令和７年度いわて水産アカデミー修了生９名のうち５名が市内で漁業に従事した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

178 88 0 0 0 88 

（水産農林課） 

 

 

 

１ 水産物供給基盤機能保全事業 

自然条件の変化に伴う高波・波浪の影響により破損した防波堤更新工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 室浜漁港（片岸地区）防波堤機能保全工事（45,540千円） 

≪事業の成果≫ 

  高波・波浪の影響により傾いた防波堤を更新することにより、安心安全で健全な漁業活動が図

られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

151,200 45,540 22,770 22,700 0 70 

（水産農林課） 

6.農林水産業費 3.水産業費 2.水産業振興費 

6.農林水産業費 3.水産業費 5.漁港建設費 
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２ 県営漁港整備負担金 

県が施工する県営漁港整備事業に対し、漁港の機能増進を図るため、事業費の10％を負担した。 

≪事業内容≫ 

○ 箱崎漁港（9,000千円） 

○ 釜石漁港（17,306千円） 

○ 両石漁港（17,200千円） 

○ 白浜（鵜）漁港（12,000千円） 

○ 小白浜漁港（4,438千円） 

≪事業の成果≫ 

  漁港整備を実施することにより、漁業者の漁業活動の向上に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

61,401 59,944 0 59,900 0 44 

（水産農林課） 

6.農林水産業費 3.水産業費 2.水産業振興費 6.農林水産業費 3.水産業費 5.漁港建設費 



93 

 

 

第７款 商工費 

１ 消費生活センター運営事業  

消費生活センター内に相談員を２名配置し、市民に身近な消費生活の相談窓口を設けた。また、

新たな手口による消費者被害を防止するため、学生から高齢者等の幅広い世代へ啓発冊子を配布し

た。 

≪事業内容≫ 

  ○ 消費生活相談員の配置 ２名 

○ 消費生活相談件数   259件 

   ○ 啓発冊子作成・配布数 小学校315部、中学校320部、高校290部、全世代150部 

≪事業の成果≫ 

消費生活相談窓口の開設及び相談員の配置により、契約、詐欺、偽サイト等の消費者トラブル

等の相談に迅速に対応することでトラブルの早期解決や被害の拡大を防止することができた。 

また、消費者啓発冊子を作成、配布したことにより、詐欺や悪質商法への注意喚起、契約トラ

ブルの予防などについて、具体的な事例を通じて理解が深まり、消費者意識の向上につなげるこ

とができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

9,677 9,436 212 0 2,136 7,088 

 （生活環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 1.商工総務費 
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１ 中小企業融資事業費 

釜石市中小企業振興資金の融資原資を市内の各金融機関に預託し、預託金の10倍までの融資枠を

設定して融資斡旋を行い、あわせて利子と保証料の一部を助成した。 

≪事業内容≫ 

○ 釜石市中小企業振興資金融資制度 

預託金          （100,000千円） 協調倍率   10倍 

融資枠        （1,000,000千円） 融資利率   3.00～3.30％ 

年度末融資残高   （558,887千円） 

保証料補給補助金     （4,342千円） 保証料補給率 0.25～1.20％ 

利子補給補助金    （8,218千円）  利子補給率  1.00～1.75％ 

○ 岩手県小規模小口資金融資制度 

融資額        （12,300千円） 

保証料補給補助金     （122千円）  保証料補給率 0.25～1.00％ 

利子補給補助金       （74千円）  利子補給率  0.30％ 

○ 経営安定支援事業利子補給補助金 

融資額        （11,000千円） 

利子補給補助金     （441千円） 利子補給率  0.50％ 

 ≪事業の成果≫ 

融資斡旋及び利子と保証料の一部を助成したことにより、市内中小企業者の負担を軽減し、経

営の安定が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

114,458 113,197 0 0 100,237 12,960 

（商工観光課） 

 

 

２ 商業振興事業 基金 

商店街等の活性化を図るため、商店会等の集客イベントに係る経費及び環境整備等に係る費用の

一部の補助を行った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 商店街活性化事業補助金（４件、622千円） 

≪事業の成果≫ 

  商店街等が主催するイベント開催経費及び環境整備に係る費用の一部を補助したことにより、

活発なイベント開催による賑わい創出と、安全・安心な環境整備が進み、商店街の活性化が図ら

れた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,020 622 0 0 150 472 

（商工観光課） 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 
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３ 釜石商工会議所事業 

市内中小企業の育成、経営安定及び発展を図り、地域商工業の振興やコロナ禍以降の原油価格・

物価高騰等の影響下における事業者の販路開拓支援や経営継続、地域経済の活性化に資するため、

釜石商工会議所が行う事業に対し助成した。 

≪事業内容≫ 

○ 中小企業振興・調査広報事業補助金（4,500千円） 

○ 商工業経営支援事業補助金（3,700千円） 

≪事業の成果≫ 

  市内中小企業及び小規模事業者の販路開拓支援、経営継続に向けた企業支援が行われ、地域経

済の活性化に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

8,200 8,200 0 0 0 8,200 

（商工観光課） 

 

 

４ 鵜住居地区商業施設運営支援事業 

鵜住居地域の市民生活を支える商業機能の維持を図るため、施設の安定的な運営を図ることを目

的に運営経費の一部の補助を行った。 

≪事業内容≫ 

○ うのポート運営事業補助金（4,168千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   施設運営経費の一部を補助したことにより、施設の安定運営と鵜住居地域の商業機能の維持が

図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,168 4,168 0 0 0 4,168 

（商工観光課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 
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５ 空き店舗対策事業 

空き店舗等の解消及び既存施設の有効活用を促進するとともに、新たな産業及び雇用の創出によ

る地域経済の活性化を図るため、市内の空き店舗等において新たに店舗等を開設する事業者に対し、

店舗改装費等の一部を補助した。 

≪事業内容≫ 

○ 空き店舗対策事業補助金（３件、1,369千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   空き店舗等改装費の一部を補助したことにより、新規店舗の円滑な出店が促進され、市内空き

店舗等の有効活用及び地域経済の活性化に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,000 1,369 0 0 0 1,369 

（商工観光課） 

 

 

６ 釜石・大槌地域産業育成センター事業 

釜石・大槌地域の産業育成機関である釜石・大槌地域産業育成センターの運営に係る経費に対し

助成した。 

≪事業内容≫ 

○ 管理運営事業補助金（31,355千円） 

○ 地域産業育成事業補助金（6,504千円） 

    ・技術支援・開発支援 

企業訪問：延べ133社 

支援案件数：29社40件（デジタル化25件、新商品開発５件等） 

    ・新たな事業展開促進 

     地域資源活用・新商品開発勉強会の開催：３回（延べ50名参加） 

     生成ＡＩ活用・業務改善セミナー開催：１回（21名参加） 

     ＤＸセミナーの開催：３回（52名参加） 

     デジタル化に向けた個別相談対応：３件 

（ＰＣ作業の簡略化、人材育成、ホームページ作成） 

    ・人材交流、販売力強化 

     先進企業見学会の実施（７社15名参加） 

都内での新商品モニタリング調査（試験販売会の実施）：１回・２商品 

○ 土地賃借料（635千円） 

≪事業の成果≫ 

釜石・大槌地域産業育成センターにおいて、ものづくり企業を対象とした勉強会の開催や技術

支援等を行い、企業の経営課題の解決に寄与した。特に、デジタル活用の支援案件が多く、ＤＸ

セミナー等を起点として企業のニーズを掘り起こしデジタル技術の活用を促進した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

39,647 38,494 0 0 0 38,494 

（商工観光課） 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 
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７ 起業挑戦サポート事業 

  関係機関と連携のうえ起業支援に取り組み、地域経済の活性化を図った。併せて、市内において新

たに地域課題の解決、地域産業の振興などに取り組む事業者の起業意欲を向上し、経営早期安定化及

び地域経済活性化を図るため、新規開業に係る経費の一部を助成した。 

  また、事業承継コーディネーターを新たに任用し、事業者への個別訪問による意識啓発及び支援機

関の紹介等を行った。加えて、支援環境の充実に向け、金融機関、税理士、岩手県事業承継・引継ぎ

支援センターといった事業承継に関係する民間事業者及び公的支援機関と意見交換会を行った。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 起業挑戦サポート事業委託料（2,600千円） 

    ・かまいし起業塾（5/18～6/15 毎週日曜日：計５回）開催 

参加者数：12名（うち起業者４名） 

    ・かまいし子ども起業塾 

     参加者数：７名 

    ・その他起業支援セミナー：計２回開催 

     参加者数：延べ15名 

    ・かまいし起業家交流会 

     参加者数：16名 

   〇 事業承継コーディネーター委託料（1,208千円） 

    ・事業者訪問：15事業者（うち継続支援２事業者（小売業、飲食業）） 

    ・事業承継セミナー「歴史から学ぶ事業承継」（令和７年７月27日 計１回開催） 

     参加事業者数：２事業者 

    ・市の事業者支援施策の共有と意見交換会（令和８年２月４日 計１回開催） 

   ○ 起業挑戦サポート事業補助金（2,659千円）【繰越明許】 

・補助金交付対象者：６名 

≪事業の成果≫ 

かまいし起業塾及び起業挑戦サポート事業補助金によって、６名の起業を後押しし、地域経済

の活性化に寄与した。また、事業承継コーディネーターを起点とした事業承継支援を開始し、２

事業者を継続支援している。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,920 6,467 1,904 0 0 4,563 

（商工観光課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 
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８ 地域企業経営力向上事業 

市内経営者及び幹部候補者の経営分析や経営戦略策定スキルの向上並びに実務者によるマーケ

ティング活動の活性化を推進するため、経営人材育成塾及びマーケティング塾を開催するととも

に、採用力強化に向けた、個別事業者ごとのエンゲージメント調査を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 地域企業経営力向上事業委託料 5,400千円 

 ・かまいし経営人材育成塾の開催 ４社４名 

 ・かまいしマーケティング塾の開催 ５社５名 

○ 人材戦略セミナー開催及び伴走支援委託料 3,013千円 

≪事業の成果≫ 

   経営人材育成塾及びマーケティング塾へは（重複する参加者を除いて）６社８名が参加した。

全ての参加者が「今後の経営又は商品・サービスに関する課題が整理され、今後の将来展望を発

見できた」と回答した。また、市内企業３社の従業員に対しエンゲージメント調査を行うことで

組織課題を可視化し、改善に向けた人事施策の提言を行った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

8,513 8,413 4,207 0 0 4,206 

（商工観光課） 

 

 

９ 物産振興費 

  当市の特産品の普及及び販路拡大に寄与することを目的とし、市外で開催されたイベントでの地場

産品の紹介、販売を行った。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 出張旅費（474千円） 

   ○ 釜石特産品出店委託料（1,500千円） 

   ○ 釜石駅待合室釜石市物産展示ケース賃借料（159千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

   姉妹都市・交流都市などで行われるイベントに出店し、特産品の販路拡大に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,219 2,148 0 0 0 2,148 

（商工観光課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 
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10 かまいしエール券事業 重点 

食料品や原油価格・物価高騰に伴う経済対策として、市内での消費促進による地域経済の活性化

及び市民の経済的負担の緩和を目的とし、市内取扱店舗で利用可能なプレミアム付き商品券の配布

及び販売を行った。第８弾事業については、令和７年度は、かまいしエール券の配布業務に係る委

託料と、換金原資の一部を支出し、残額は令和８年度へ繰り越した。 

≪事業内容≫ 

○ かまいしエール券事業（第７弾） 

・かまいしエール券事業委託料（87,078千円） 

 ・内容：1冊あたり販売額3,000円・額面4,000円、プレミアム額1,000円（約33％） 

・発行総額：80,000,000円（20,000冊） 

 ・利用金額：79,708,000円（利用率99.6％） 

 ・登録店舗数：250店舗 

○ かまいしエール券事業（第８弾） 

・かまいしエール券事業委託料（448,330千円、うち令和７年度支出額220,000千円） 

・かまいしエール券配布事業委託料（9,007千円） 

 ・内容： 

①配布 １冊あたり額面5,000円 

②販売 １冊あたり販売額3,000円・額面5,000円、プレミアム額2,000円（約67％） 

・発行総額：425,070,000円 

（①配布 140,070,000円（28,014冊）、②販売 285,000,000円（57,000冊）） 

    ・配布対象者数：28,014人（令和８年２月１日時点住民登録者） 

・配布対象世帯数：15,087世帯 

 ・登録店舗数：263店舗（令和８年３月末時点） 

 ≪事業の成果≫ 

   食料品や原油価格・物価高騰の影響を受けている市民の家計への負担軽減が図られたとともに、

市内小売業や飲食事業者等の消費需要喚起を行い地域経済活性化に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

546,582 316,085 0 0 60,000 256,085 

（商工観光課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 
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11 飲食店利用推進事業【繰越明許】 

  エネルギー・原油価格や物価高騰の影響を受ける市内飲食店等事業者の持続的な経営を支援する  

 ため、会食の機会を創出することで市内消費喚起を図った。 

 ≪事業の内容≫ 

   ○ 飲食店利用推進事業（第３弾）委託料（9,333千円） 

    ・内容：①2人以上で、人数×税込3,000円以上の利用 ⇒ １人当たり1,000円割引 

        ②2人以上で、人数×税込1,500円以上の利用 ⇒ １人当たり500円割引（7～14時

の入店時のみ対象） 

    ・割引総額：7,830,500円 

    ・利用件数：1,184件 

 ・利用人数：8,098人 

    ・参加店舗数：70店舗 

 ≪事業の成果≫ 

   ２名以上の会食にかかる飲食料金の割引を行うことにより消費が喚起され、市内飲食店事業者 

  の経営の下支えと、地域経済活性化に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

12,452 9,333 0 0 0 9,333 

（商工観光課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 
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12 キャッシュレス決済ポイント還元事業【繰越明許】重点 

  エネルギー価格・物価高騰など、厳しい経済状況の影響を受ける市内事業者に対する持続的な経

営支援の一環として、物価高騰に伴う消費者の経済的負担の軽減により低迷する個人消費を喚起し

て、地域経済の活性化を図ることを目的に、キャッシュレス決済における決済額の一部をポイント

還元するキャンペーンを実施した。 

 ≪事業の内容≫ 

   ○ キャッシュレス決済ポイント還元事業（第３弾）委託料（21,325千円） 

・ポイント還元率：20％ 

・ポイント付与上限：1,000円/回、2,000円/期間 

・実施期間 令和７年４月１日～４月30日 

・ポイント付与総額：17,725,991円 

   ○ キャッシュレス決済ポイント還元事業（第4弾）委託料（21,324千円） 

・ポイント還元率：20％ 

・ポイント付与上限：1,000円/回、2,000円/期間 

・実施期間 令和７年11月１日～11月27日 

・ポイント付与総額：18,107,247円 

 ≪事業の成果≫ 

   市内対象店舗でのキャッシュレス決済において、決済額の一部のポイント還元を行うことによ

り、市内での個人消費が喚起され、市内事業者の経営の下支えと、地域経済活性化に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

53,188 42,649 0 0 0 42,649 

（商工観光課） 

 

 

13 運輸事業者燃料価格高騰対策支援事業 重点 

燃料価格高騰により経営に影響を受けている市内運輸事業者の事業継続を支援するため、保有車

両数に応じて支援金を支給した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 運輸事業者燃料価格高騰対策支援金 支給：36事業者、284台（5,026千円） 

 ・バス：１台あたり30,000円 支給：２事業者、38台（1,140千円） 

 ・タクシー：１台あたり15,000円 支給：４事業者、39台（585千円） 

 ・貨物自動車：１台あたり16,000円 支給：26事業者、196台（3,136千円） 

 ・自動車運転代行：１台あたり15,000円 支給：４事業者、11台（165千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   燃料価格高騰の影響を直接的に受ける市内運輸事業者に支援金を支給することにより、事業者

の事業継続と、安全かつ安定した地域交通及び貨物輸送の維持・確保に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,675 5,026 0 0 0 5,026 

（商工観光課） 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 



102 

 

 

14 がんばる中小企業応援事業【繰越明許】 

市内事業者等の売上及び利益率の向上を図ることを目的とし、新商品・新サービスの開発、ブラ

ンドの再構築、マーケティング・販路開拓、商品の高付加価値化など、売上や生産性、利益率の向

上に向けた取組みを支援した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 対象者  市内中小企業者 

○ 補助率  1/2以内 

○ 上限額  500千円 

 ≪事業の成果≫ 

売上や生産性、利益率の向上等に取り組む９事業者を支援し、具体的な商品・サービスの創出

等につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,000 1,858 0 0 0 1,858 

（商工観光課） 

 

 

15 企業誘致推進事業 

安定した雇用の創出と将来を見据えた産業力を備える観点から、新たな企業誘致に向けた企業訪

問や各種イベントへの参加のほか、既存誘致企業のフォローアップ等のため、首都圏などへの訪問

を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 企業誘致活動等旅費（953千円） 

○ 企業信用調査負担金（187千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

   首都圏等で開催されるイベントを通じて、市内企業への波及効果や道路・港湾の物流機能向上

を踏まえた企業誘致活動を行い、加えて既存誘致企業のフォローアップを継続して実施すること

により、安定した雇用の創出と将来を見据えた産業集積に資する関係性構築、情報収集を行った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,907 1,725 0 0 0 1,725 

（企業立地港湾課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 
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16 研究開発推進事業 

  岩手大学釜石キャンパスの教育活動及び研究開発を支援し、また、技術の高度化や新商品開発に

挑戦する地場企業を支援する産学共同研究推進事業補助金を交付することで、学術・研究機関、釜

石・大槌地域産業育成センター等の産業支援機関と連携しながら地場産業の活性化を推進した。 

≪事業内容≫ 

○ 岩手大学釜石キャンパス用地賃借料（4,837千円） 

○ 産学共同研究推進事業補助金 ２件（968千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   岩手大学釜石キャンパスでの学生の教育活動継続やサクラマス養殖を含む水産関係研究の安定

的運営に寄与した。また、市内に高等教育機関や産業支援機関が立地している強みを活かし、市

内事業者が技術の高度化や新商品開発に挑戦するための共同研究等を支援することで、地場産業

の新規事業やステップアップを後押しした。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,838 5,805 645 0 0 5,160 

 （企業立地港湾課） 

 

 

 

１ 観光施設等維持管理費 

  市内観光施設（釜石物産センター、さわやかトイレ等）の適切な維持管理を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 県立自然公園五葉山保護管理員報償費（607千円） 

○ 釜石物産センター及びさわやかトイレ設備保守点検等委託料（17,707千円） 

 ○ 釜石物産センター及びさわやかトイレ光熱水費（14,778千円） 

 ○ 釜石物産センター燃料費（8,858千円） 

 ○ 釜石物産センター及びさわやかトイレ修繕費（3,006千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

   ○ 釜石物産センター利用者数 53,244人 

   当市の玄関口である釜石駅と隣接している釜石物産センターの管理運営や、さわやかトイレの

管理等を行い、観光情報の発信やＰＲ、利便性の向上に努め、誘客促進が図られた。   

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

47,872 46,248 0 0 14,936 31,312 

 （商工観光課） 

 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 2.商工業振興費 

7.商工費 1.商工費 3.観光費 
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２ 観光物産ＰＲ経費 

当市の観光物産を広く市内外に対してＰＲするため、各種広告掲出やパンフレットの作成を行っ

た。 

≪事業内容≫ 

  ○ 観光物産ＰＲ旅費（226千円） 

  ○ 釜石観光ガイドパンフレット増刷（2,334千円） 

○ 総合案内所及びガイド待機所運営委託料（3,841千円） 

   ○ （一社）釜石観光物産協会運営事業補助金（12,000千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

観光ガイドパンフレットの増刷や各種イベントでの配布、県外での特産品等の物販を実施し、

市内外へ効果的な観光情報の発信に努めたことにより、認知度の向上と誘客促進が図られた。ま

た、釜石観光物産協会においては、釜石物産センター内での観光案内所の運営に加え、団体旅行

助成や広告を掲載するなど、観光客の利便性向上と来訪機会の創出を促進した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

18,664 18,437 0 0 0 18,437 

（商工観光課） 

 

 

３ 四季彩イベント開催事業 

  釜石市の観光振興や情報発信、交流人口の拡大を図るため、季節に合わせたイベントを開催した。 

≪事業内容≫ 

○ 交流拡大地域観光資源活用事業 

  ・薬師公園桜まつり（100千円） 

  ・唐丹ゆめあかり（100千円） 入込：約1,200人 

  ・水車まつり（100千円） 入込：約350人 

  ・根浜海岸海遊び（100千円） 入込：358名 

  ・橋野鉄鉱山八重桜まつり（100千円） 入込：約400人 

○ 再生かまいし四季彩イベント事業 

  ・かまいし春まつり（800千円） 入込：約7,000人 

  ・釜石納涼花火2025（8,500千円） 入込：約14,000人 

  ・釜石よいさ（1,000千円） 入込：約3,500人 

  ・釜石まんぷくフェス（3,500千円） 入込：約10,000人 

  ・釜石まつり（4,360千円） 入込：13,000人 

≪事業の成果≫ 

   季節に合わせたイベントや地域団体によるイベントの開催により、交流人口の拡大及び誘客が

図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

18,660 18,660 0 0 0 18,660 

 （商工観光課） 

 

7.商工費 1.商工費 3.観光費 
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４ 鵜の郷交流館運営事業 

  観光交流施設「鵜の郷交流館」の管理運営及び修繕を行った。 

≪事業内容≫ 

   ○ 鵜住居駅前地区公共施設指定管理料（6,840千円） 

   〇 鵜の郷交流館東側外部塗装修繕料（6,050千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

   ○ 入込数：63,193人 

   釜石市内だけでなく他地域から多くの方が来訪し、多様な交流を生み出す憩いの場となった。 

   また、うのすまい・トモス広場では、地域の資源を活かした定期的なイベントを開催し、賑わ

いを創出した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

13,255 13,231 0 0 0 13,231 

（商工観光課） 

 

 

５ 根浜海岸観光施設管理事業 

オートキャンプ場、レストハウス等の根浜海岸観光施設の管理運営及び根浜海岸海水浴場の管理

を行った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 根浜海岸観光施設指定管理料（17,000千円） 

  ○ 根浜海岸海水浴場監視及び施設管理等委託料（1,250千円） 

  ○ 根浜海岸遊泳区域設置委託料（110千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

  ○ 根浜海岸観光施設利用者数：14,345人 

  ○ 根浜海岸海水浴場利用者数：6,726人 

 レストハウス・キャンプ場・多目的広場等の管理運営を行った。また、ユニバーサルビーチや

体験プログラムの実施、地域団体との連携によるイベント開催を通じて、地域の賑わいを創出し

た。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

19,074 19,016 0 0 0 19,016 

（商工観光課） 
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６ 釜石市民泊施設運営事業 

  民泊施設「御箱崎の宿」の管理運営を行った。 

≪事業内容≫ 

   ○ 民泊施設指定管理料（2,000千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   ○ 宿泊者数：395人 

   民泊施設「御箱崎の宿」の管理運営を行った。また、ＯＴＡサイトへの情報掲載やＳＮＳ・公

式ホームページによる情報発信強化、料金体系の見直しにより利用者と収益の増加に寄与すると

ともに、インバウンド誘客や地域資源を活用した体験プログラムの実施により、交流人口の拡大

が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,000 2,000 0 0 0 2,000 

（商工観光課） 

 

 

７ かまいしプレミアム宿泊プラン応援事業 重点 

地場産品活用メニューの提供、市内飲食・物産品販売店との連携による付加価値を加えた宿泊プ

ランを提供する市内宿泊施設に対し、当該プランに係る宿泊費の一部を助成した。令和７年度の第

２弾については、３月の実績分を支出し、残額は令和８年度へ繰り越した。 

≪事業内容≫ 

○ かまいしプレミアム宿泊プラン応援事業 

 ・かまいしプレミアム宿泊プラン応援事業委託料（第１弾）【繰越明許】 

  （19,859千円、うち令和７年度支出額19,392千円） 

  利用期間：令和７年２月17日から７月31日 参加宿泊施設：15施設 

  利用実績：9,492人泊（令和７年度実績） 

 ・かまいしプレミアム宿泊プラン応援事業委託料（第２弾） 

（24,986千円、うち令和７年度支出額1,379千円） 

  利用期間：令和８年３月23日から９月29日 参加宿泊施設：14施設 

  利用実績：380人泊（令和７年度実績） 

≪事業の成果≫ 

本事業を活用した宿泊プランの開発と実施により、エネルギーや食料品等の価格高騰の影響を 

受けている宿泊事業者を支援するとともに、飲食店や物産品販売店との連携を強化することで、 

宿泊を伴う誘客と地域内での消費の拡大が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

44,533 20,771 0 0 0 20,771 

（商工観光課） 

 

 

 

 

7.商工費 1.商工費 3.観光費 
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８ 観光事業コーディネーター配置事業 

総務省の地域おこし協力隊制度の活用により、観光連携コーディネーター１名を採用して観光関

係団体や事業者等と連携しながら、観光客誘致イベントの開催、団体旅行誘致による交流人口の創

出に取り組んだほか地域商材の掘り起こしを行った。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 観光連携コーディネーター １名配置 

   ○ 観光客誘致イベントの開催 

   ○ 観光ＰＲ・プロモーション（市ホームページ・ＳＮＳ）の運用 

   ○ 団体旅行等の旅行の誘致 

≪事業の成果≫ 

  観光関係団体や事業者等と連携しながら、既存イベントのターゲティングやマーケティング、

広告宣伝により、イベント来場者数が昨年度と比較して約６割増加した。また、旅行会社との商

談会に複数回参加し、大手旅行会社４社、計500名以上の誘客につながり、交流人口の拡大が図ら

れた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,901 5,087 0 0 0 5,087 

（商工観光課） 

 

 

９ 釜石物産センター改修調査事業【新規】 

釜石物産センターにおける建築物、土木構造物、電気設備、機械設備、外構等について劣化度調

査を行い、将来にわたる安全性の確保および財政負担の平準化に向け、耐用年数を踏まえた維持管

理及び運営の方針を整理するため実施した。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 釜石物産センター改修調査委託料（7,128千円） 

    ・建物（33箇所）・電気設備及び機械設備（17箇所）等の目視による調査を実施 

≪事業の成果≫ 

建築物の安全性が確保されていることを確認するとともに、土木構造物、電気設備、機械設備

及び外構の経年劣化や修繕・更新が必要な箇所を把握し、施設全体の劣化状況及び更新時期の目

安を整理するための基礎資料を得ることができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,576 7,128 3,564 0 0 3,564 

（商工観光課） 
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10 持続可能な観光地域づくり推進事業【新規】 

自然資源（みちのく潮風トレイル、三陸ジオパーク等）を活用した誘客促進とともに、持続可能

な観光地域づくりを推進するため、次期釜石市観光振興ビジョンの策定に係るマーケティング調査

やイベントの開催などによる観光物産情報の発信を行った。 

 ≪事業内容≫ 

 ○ 持続可能な観光地域づくりに係るマーケティング調査事業（2,893千円） 

 ○ みちのく潮風トレイル等を活用した誘客促進事業（4,300千円） 

 ○ みちのく潮風トレイル等インバウンド対応看板設置事業（1,449千円） 

 ○ 釜石物産センター新規イベント（かまいし冬あそび事業）（3,000千円） 

 ○ 特産品認証制度構築事業（2,000千円） 

≪事業の成果≫ 

  みちのく潮風トレイル等を活用したプログラムの見直しやインバウンド対応看板の設置及び、

釜石物産センターでの新規イベント開催により、交流人口の拡大が図られた。また、「かまいし

特産品セレクション」の開催により市内特産品の認知度向上を図るとともに、マーケティング調

査を行い、次期釜石市観光振興ビジョンの策定に向けた情報収集を行った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

15,300 13,642 6,820 0 0 6,822 

（商工観光課） 

 

 

11 道の駅管理事務費 

  道路利用者に安全で快適な道路交通環境を提供し、利便性を向上すること及び地域の振興に寄与

することを目的として整備した「道の駅釜石仙人峠」の運営管理を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 道の駅指定管理料（11,250千円） 

○ 土地賃貸借料（6,695千円） 

○ 設備修繕費（425千円） 

○ 「道の駅」連絡会会費（135千円） ほか 

 ≪事業の成果≫ 

○ 利用者数 99,887人 

   インターチェンジから１分の好立地を生かし、道路利用者の休憩場所としての機能やお土産・

農産物販売や飲食の提供を通じた当市の魅力ＰＲ、季節に合わせたイベントの開催により賑わい

の創出が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

18,923 18,691 0 0 0 18,691 

（商工観光課） 

7.商工費 1.商工費 3.観光費 
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第８款 土木費 

１ 木造住宅耐震支援事業 

地震に対する住宅の安全性の確保及び向上を図り、震災に強いまちづくりを推進するため、耐震

診断に係る費用の一部を助成した。 

≪事業内容≫ 

○ 木造住宅耐震診断等委託料（実施戸数：３戸） 

 ≪事業の成果≫ 

   市内に居住する住宅所有者に対し耐震診断費用の一部を助成し、家具転倒防止器具を設置する

ことにより、住宅の地震に対する安全性の確保及び向上を図り、もって震災に強いまちづくりを

推進した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

110 110 68 0 0 42 

（都市計画課） 

 

 

２ 住宅安全安心リフォーム工事助成事業 

すべての市民にやさしい住環境づくりを促進するため､市内に居住する住宅所有者がバリアフリー

化に向けた住宅のリフォーム工事を行う場合に、その費用の一部を助成した。 

≪事業内容≫ 

○ 住宅安全安心リフォーム工事助成事業補助金（実施戸数：15戸) 

 ≪事業の成果≫ 

   市内に居住する住宅所有者がバリアフリー化に向けた住宅のリフォーム工事を行う場合に、そ

の工事費の一部を助成することにより、市民の居住環境の充実が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,000 3,000 1,500 0 0 1,500 

（都市計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.土木費 1.土木管理費 2.建築指導費 
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１ 道路維持補修費 

市内各所の道路における安全性及び快適性の確保のため、補修工事等を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 第１工区市内各所道路維持補修委託料（9,025千円） 

○ 第２工区市内各所道路維持補修委託料（1,771千円） 

○ 第３工区市内各所道路維持補修委託料（13,346千円） 

○ 第１工区市内各所舗装維持補修委託料（15,730千円） 

○ 第２工区市内各所舗装維持補修委託料（5,266千円） 

○ 駒木町ほか排水ポンプ維持管理委託料（435千円） 

〇 桜木町上小川線通行規制保安施設設置委託料（1,157千円） 

○ 市内各所街路灯切替工事（3,983千円） 

○ 消耗品費（277千円） 

○ 修繕料（972千円） 

○ 工事用材料費（499千円） 

≪事業の成果≫ 

道路の損傷箇所等を早期に補修することにより、安全性及び快適性の向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

 (流用含む) 

 

決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

52,550 52,461 2,541 0 0 49,920 

（建設課） 

 

 

２ 道路維持補修費（地域会議対応分）基金  

道路関係等のハード面にかかる地域課題のうち、地域で直接対応可能な軽微な課題について修繕

等を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 大畑団地法面草刈委託料（71千円） 

○ 市道上中島２号線街路樹伐採委託料（770千円） 

○ 鈴子地区市道街路樹伐採委託料（1,980千円） 

○ 原材料費（1,016千円） 

≪事業の成果≫ 

各地区から要望のあった道路関係等地域課題について、緊急性・重要性を考慮し、課題解

決を行った。 

                              単位：千円 

（まちづくり課） 

 

 

 

 

 

8.土木費 2.道路橋りょう費 2.道路維持費 

予 算 額 

 (流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,000 3,837 0 0 3,837 0 
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３ 市道除排雪経費 

降雪・積雪時における市道の安全確保のため、除雪及び融雪剤散布を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 道路除排雪委託料（3,318千円） 

〇 融雪剤購入費（609千円） 

≪事業の成果≫ 

道路の除排雪を効果的かつ効率的に行うことにより、冬期間における交通の安全確保が図られ

た。 

単位：千円 

予 算 額 

 (流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

9,000 3,927 0 0 0 3,927 

（建設課） 

 

 

４ 交通安全対策工事 

市民の安全確保及び交通の円滑化を図るため、交通安全施設の新規設置を行った。 

 ≪事業内容≫  

○ 市内各所交通安全施設設置工事（3,257千円） 

 ・３地区（箱崎白浜地区、大畑関沢地区、大石地区） 

≪事業の成果≫ 

道路の交通安全施設を整備することにより、通行者の安全性の向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,300 3,257 0 0 0 3,257 

（建設課） 

 

 

５ 市内各所側溝改修工事 

経年劣化が進んでいる市道の側溝改修を実施した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 市内各所側溝改修工事（8,996千円） 

・新町３号線、新町５号線 側溝工 L=104ｍ 

≪事業の成果≫ 

老朽化が著しい道路側溝を改修することにより、市民生活の安全性及び快適性の向上が図られ

た。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

9,000 8,996 0 0 0 8,996 

 （建設課） 

 

8.土木費 2.道路橋りょう費 2.道路維持費 
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１ 道路新設改良事業 

歩行者及び車両の円滑な通行を確保するため、市道の改良、老朽化等により劣化したトンネルの

点検及び凍上災害の予防工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ トンネル定期点検委託料（13,387千円） 

○ 平田上中島線歩道改良分筆測量委託料（715千円） 

○ 平田上中島線（上平田地区）道路改良測量設計委託料（13,629千円） 

○ 道路施設点検委託料（11,176千円） 

○ 八雲町１号線道路改良工事（15,184千円） 

○ 住吉町１号線道路改良工事（29,516千円） 

○ 中妻町新町線舗装修繕工事（22,164千円） 

○ 松倉４号線舗装修繕工事（40,170千円） 

○ 中妻町新町線歩道整備工事（18,363千円） 

○ 唐丹33号線凍上災予防保全工事（5,925千円） 

○ 坪内鍋倉線凍上災予防保全工事（7,032千円） 

○ 箱崎半島線凍上災予防保全工事（7,024千円） 

○ 鵜住居２号線道路改良工事（54,308千円）【繰越明許】 

○ 不動産鑑定手数料（375千円） 

○ 公有財産購入費（5,656千円） 

○ 物件移転補償金（2,640千円） 

≪事業の成果≫ 

市道の改良工事等を実施したことにより、歩行者及び車両の安全な通行の確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

358,233 247,264 85,176 139,700 0 22,388 

（建設課） 

 

 

２ 未登記道路用地等整備事業 

  適切な管理体制の構築のため、市道上において未登記（市道内民有地）となっている用地の測量

調査を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 未登記道路用地等整備委託料（1,397千円） 

○ 消耗品費（100千円） 

≪事業の成果≫ 

未登記道路に含まれる民有地の管理状況を把握し、未登記用地の寄附手続きが進んだことによ

り、道路改良や維持管理における支障が解消され、道路の適正な管理体制の確立と社会経済基盤

の整備に寄与する成果が得られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,500 1,497 0 0 0 1,497 

（建設課） 

8.土木費 2.道路橋りょう費 3.道路新設改良費 
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３ 橋りょう改修・補強事業 

歩行者及び車両の安全な通行を確保するため、橋梁の定期点検、補修及び耐震補強工事等を実施

した。 

≪事業内容≫ 

○ 橋梁定期点検委託料（17,554千円） 

〇 上平田ＮＴ２号線（ＮＴ大橋）橋梁補修設計委託料（6,721千円） 

〇 松倉４号線（中ノ橋）橋梁補修設計委託料（7,524千円） 

〇 平田16号線（平成望橋）橋梁補修設計委託料（4,653千円） 

〇 野田29号線（明神橋）橋梁耐震補強工事資材価格調査委託料（374千円） 

〇 大松１号線（五葉橋）橋梁補修工事資材価格調査委託料（264千円） 

〇 小佐野町大沢線（定内橋）橋梁補修工事（1,969千円） 

〇 野田29号線（明神橋）橋梁耐震補強工事（24,794千円） 

〇 小佐野町大沢線（定内橋）橋梁補修工事（その２）（17,820千円） 

〇 小佐野町大沢線（定内橋）橋梁補修工事（40,988千円）【繰越明許】 

≪事業の成果≫ 

橋梁の定期点検、補修、耐震補強工事等を実施したことにより、歩行者及び車両の安全な通行

の確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

338,521 122,661 66,205 48,500 0 7,956 

（建設課） 

 

 

 

１ 河川改良事業 

市民生活の安全確保のため、市が管理する河川の改修、土砂撤去等の治水事業を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 大曽根川他河川改修工事（14,379千円） 

≪事業の成果≫ 

市が管理する河川の土砂撤去等の河川改修工事を実施することにより、市民生活の安全確保が

図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

15,000 14,379 0 14,300 0 79 

（建設課） 

 

 

 

 

 

8.土木費 2.道路橋りょう費 3.道路新設改良費 

8.土木費 3.河川費 2.河川改良費 
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２ 河川安全対策事業 

市民生活の安全確保のため、スクリーン設置等の土砂災害対策を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 河川安全対策工事（8,885千円） 

○ 河川安全対策工事（その２）（16,113千円） 

≪事業の成果≫ 

河川安全対策工事を実施することにより、市民生活の安全確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

25,000 24,998 0 24,900 0 98 

（建設課） 

 

 

8.土木費 3.河川費 3.砂防費 

 

１ 急傾斜地崩壊対策事業負担金 

岩手県が施工する急傾斜地崩壊対策事業に対し、経費の一部を負担した。 

≪事業内容≫ 

○ 急傾斜地崩壊対策事業負担金（17,000千円） 

・岩手県施工箇所 市内２か所（源太沢町、唐丹町（本郷）） 

≪事業の成果≫ 

県施工事業の費用の一部を負担することにより、事業が継続的かつ着実に執行され、急傾斜地

の崩壊による被害の防止及び減災が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

17,000 17,000 0 16,400 0 600 

（建設課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.土木費 3.河川費 2.河川改良費 
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１ 釜石港振興事業 

物流情勢の高度化、複雑化に対応するため、専門的知見を有し、業界への人脈が豊富な人材を

「釜石港国際コンテナ戦略アドバイザー」として委嘱し、荷主や船会社等に対し、釜石港における

コンテナ物流の拡大やＲＯＲＯ船定期航路の開設を目的としたポートセールス活動を展開したほか、

港湾荷役機械の管理運営を担う釜石港物流振興株式会社に対して補助金を交付した。また、釜石港

利用拡大の観点から、荷主等に対し、インセンティブである各種奨励金を助成した。 

≪事業内容≫ 

○ 出張旅費（1,382千円） 

○ 釜石港国際コンテナ戦略アドバイザー委託料（2,400千円） 

○ 釜石港荷役機械管理運営補助金（10,000千円） 

○ 釜石港コンテナ航路利用奨励金（22,920千円） 

○ 釜石港コンテナ航路大口荷主奨励金（19,000千円） 

○ 釜石港利活用促進事業補助金（1,150千円） 

≪事業の成果≫ 

  釜石港振興事業を実施することにより、コンテナターミナルの安定運営とコンテナ定期航路の

維持存続が図られるとともに、釜石港におけるコンテナ物流が一層促進され、当市のみならず岩

手県全体の産業経済活動の活性化に大きく貢献した。 

釜石港取扱貨物量（単位：トン）・コンテナ取扱量（単位：ＴＥＵ） 

 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 

輸出 57,011 25,663 73,206 79,692 51,491 60,961 

輸入 442,846 448,018 500,288 459,723 378,515 444,143 

移出 236,380 166,460 253,112 218,575 203,673 172,830 

移入 1,082,989 830,059 857,401 791,126 770,462 762,286 

合  計 1,819,226 1,470,200 1,684,007 1,549,116 1,404,141 1,440,220 

実入りコンテナ 6,782 5,737 5,357 5,195 4,399 4,561 

空コンテナ 2,510 3,147 2,103 2,975 2,045 2,297 

合  計 9,292 8,884 7,460 8,170 6,444 6,858 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

65,883 56,852 0 35,000 0 21,852 

（企業立地港湾課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.土木費 4.港湾費 1.港湾管理費 
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１ 立地適正化計画策定事業【新規】 

都市計画区域内において、持続可能な都市構造への再構築を目指し、人口減少社会に対応したコ

ンパクト・プラス・ネットワークの実現に向け、計画策定に着手した。 

≪事業内容≫ 

○ 立地適正化計画策定協議会の開催（１回）（90千円） 

  ・立地適正化計画策定協議会委員報償金 

・立地適正化計画策定協議会委員費用弁償 

  ・会場使用料 

○ 立地適正化計画策定委託料（3,487千円）  

≪事業の成果≫ 

当市の現状の整理や将来の見通しの分析、都市構造上の課題分析等を行いながらまちづくりの

方針の検討を行うとともに、庁内職員で構成する立地適正化計画策定検討委員会及び学識経験者

等で構成する立地適正化計画策定協議会を開催し、計画策定に取り組んだ。 

単位：千円 

（都市計画課） 

 

 

 

１ 公園施設長寿命化対策事業 

「釜石市公園施設長寿命化計画」により、老朽化が進展している園路やベンチ、フェンス等の公

園施設を更新し、安全で安心して利用できる公園環境を整備した。 

≪事業内容≫ 

○ 公園施設更新（土木その１）工事（12,178千円） 

・大平公園の駐車場舗装 

〇 公園施設更新（土木その２）工事（17,985千円） 

・大平墓地公園の展望台・ベンチ更新 

・水海公園の車止め更新 

〇 公園施設更新（土木その３）工事（3,781千円） 

・両石公園のフェンス更新 

・上平田南公園のベンチ更新 

〇 公園施設更新（電気設備）工事（4,808千円） 

・大天場公園の照明更新 

 ≪事業の成果≫ 

   公園施設を計画的に更新することにより、安全で安心して利用できる公園環境の改善が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

39,000 38,752 17,500 21,100 0 152 

（都市計画課） 

 

8.土木費 5.都市計画費 1.都市計画総務費 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,596 3,577 2,728 0 0 849 

8.土木費 5.都市計画費 4.公園管理費 
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２ 都市公園等復旧整備事業 

応急仮設住宅の用地として利用されていた都市公園の復旧整備を行い、子どもたちの遊び場や地

域住民の憩いの場としての機能を確保した。  
≪事業内容≫ 

○ 野田中央公園復旧整備工事（49,996千円） 

・グラウンド、フェンス、樹木伐採剪定、駐車場、園路、雨水排水施設整備 

≪事業の成果≫ 

グラウンドやフェンスの整備により子どもが安全かつ安心して利用できる遊び場を確保すると

ともに、樹木の伐採剪定や雨水排水施設の整備により地域住民が快適に利用できる憩いの場とし

ての機能が復旧された。 

単位：千円 

（都市計画課） 

 

 

 

１ 高齢者向け優良賃貸住宅家賃対策補助金 

高齢者向け優良賃貸住宅の事業認定者に対し、入居者の居住の安定を図るために実施する家賃の

減額に要する経費の一部を助成した。 

≪事業内容≫ 

○ 対象住宅 パル青葉６戸、あお空12戸 

 ≪事業の成果≫ 

   入居者の家賃負担の軽減が図られることで、高齢者の居住の安定が確保され、高齢者に配慮し

た良質な賃貸住宅の形成が促進された。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,632 6,323 3,322 0 0 3,001 

（都市計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.土木費 5.都市計画費 4.公園管理費 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

50,000 49,996 0 49,900 0 96 

8.土木費 6.住宅費 1.住宅管理費 
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２ 公営住宅等長寿命化計画策定事業 

人口減少や少子高齢化の進展による将来見通しを踏まえた公営住宅の適正な規模での維持管理及

び長寿命化を推進していくため、釜石市公営住宅等長寿命化計画を改定した。 

≪事業内容≫ 

○ 釜石市公営住宅等長寿命化計画策定委託料（6,160千円） 

≪事業の成果≫ 

公営住宅の将来必要戸数、維持管理及び長寿命化を図るための方針を策定することができた。 

単位：千円 

（都市計画課） 

 

 

３ 公営住宅等長寿命化事業 

      老朽化が進む公営住宅を計画的に改修するため、「釜石市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、

廊下、ベランダ、外壁等の改修工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 洞泉市営住宅５号棟改修工事監理委託料（2,420千円） 

○ 洞泉市営住宅５号棟改修工事（80,453千円） 

≪事業の成果≫ 

改修工事の実施により、入居者の安心安全な生活環境を整備することができた。 

単位：千円 

（都市計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.土木費 6.住宅費 1.住宅管理費 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,304 6,160 3,080 0 0 3,080 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

131,000 82,873 41,324 41,500 0 49 
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４ 市営住宅管理費  

市営住宅・復興住宅を適正に管理するため、指定管理業務委託や施設の修繕・改修等を実施し

た。 

≪事業内容≫ 

○ 市営住宅指定管理料（128,631千円）ほか 

 ≪事業の成果≫ 

   指定管理者制度の導入により、市営住宅の維持管理業務の効率化と入居者等へのサービスの向

上が図られた。また、施設の修繕・改修等により、入居者の良好な居住環境が整備された。 

 【市営住宅等管理状況】（※住宅使用料と市営住宅等駐車場使用料の現年度分の合計） 

住宅名 種別 
管理 

戸数 
棟数 

令和７年度 

使用料収入※ 

洞泉 公営 100 8棟 13,816千円 

野田 公営 70 4棟 9,376千円 

源太沢 公営 20 2棟 1,868千円 

緑ヶ丘 改良 36 5棟 3,421千円 

大只越 公営 24 1棟 7,255千円 

大町 公営 50 1棟 14,323千円 

上平田ニュータウン 改良 32 1棟 5,329千円 

日向 公営 24 1棟 1,697千円 

嬉石コミュニティ 改良 30 2棟 10,282千円 

定住促進 定住促進 80 2棟 12,227千円 

釜石ビル 独自住宅 40 1棟 16,778千円 

計  506 28棟 96,372千円 

【復興住宅管理状況】（※住宅使用料と復興住宅駐車場使用料の現年度分の合計） 

住宅名 
管理 

戸数 
棟数 

令和７年度 

使用料収入※ 
住宅名 

管理 

戸数 
棟数 

令和７年度 

使用料収入※ 

上中島復興 210 5棟 73,543千円 天神復興 52 1棟 14,531千円 

野田復興 32 1棟 9,469千円 大只越復興 36 2棟 12,811千円 

花露辺復興 13 1棟 3,631千円 室浜復興 7 7棟 1,347千円 

大石復興 3 3棟 227千円 大渡復興 27 1棟 8,074千円 

箱崎白浜復興 9 9棟 2,164千円 箱崎復興 31 31棟 5,953千円 

尾崎白浜復興 5 5棟 235千円 鵜住居復興（集合） 75 2棟 18,702千円 

唐丹片岸復興 4 4棟 604千円 鵜住居復興（戸建） 43 43棟 11,619千円 

小白浜復興 30 2棟 7,902千円 根浜復興 10 10棟 1,887千円 

日向復興 30 1棟 7,745千円 桑ノ浜復興 8 8棟 1,783千円 

只越復興 112 5棟 32,209千円 片岸復興 18 18棟 4,403千円 

大町復興 172 5棟 50,109千円 両石復興 25 25棟 6,194千円 

荒川復興 8 8棟 1,482千円 浜町復興 31 1棟 10,968千円 

本郷復興 12 12棟 2,692千円     

計  1,003 210棟 290,284千円 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

166,765 166,728 0 0 166,728 0 

（都市計画課） 

8.土木費 6.住宅費 1.住宅管理費 
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５ 市営釜石ビル改修事業 

  入居者の安心安全な生活基盤を維持するため、老朽化が進む市営釜石ビルの外壁等の改修工事を

実施した。 

≪事業内容≫ 

   ○市営釜石ビル外壁等改修工事監理委託料（3,850千円） 

   ○市営釜石ビル外壁等改修工事（149,955千円） 

 ≪事業の成果≫ 

改修工事の実施により、入居者の安心安全な生活環境を整備することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

153,810 153,805 0 115,300 0 38,505 

（都市計画課） 

 

 

 

１ 公営住宅解体事業 

  復興住宅の供用開始に伴い、今後過大となっていく既存市営住宅のストックを適正に管理してい 

 くため、建物や設備の老朽化が進んでいた野田団地市営住宅の解体工事を行った。 

≪事業内容≫ 

   ○ 野田団地市営住宅解体工事監理委託料（1,980千円） 

   ○ 野田団地市営住宅解体工事（98,802千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   解体工事の実施により、周辺住民の安心安全な生活環境を整備することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

102,000 100,782 50,391 50,300 0 91 

                                 （都市計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.土木費 6.住宅費 1.住宅管理費 

8.土木費 6.住宅費 2.住宅建設費 
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１ 住宅用地維持補修費 

 唐丹町小白浜地区の擁壁の沈下に対する事業用地取得、及び補修等対策工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 唐丹町小白浜地区擁壁補修等対策工事（その５）（47,370千円） 

○ 唐丹町小白浜地区擁壁補修等対策工事（その６）（618千円） 

○ 不動産鑑定手数料（44千円） 

○ 土地購入費（1,891千円） 

≪事業の成果≫ 

唐丹町小白浜地区の擁壁沈下に対する補修等対策工事に必要な用地取得を行い、擁壁補修工事

を実施することで、市民生活の安全確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

49,957 49,923 0 0 0 49,923 

 （建設課） 

 

 

２ 用地整理事業 

復興事業に伴い整備された市道等の用地において、用地交換や無接道用地等の課題に対応するた

め、現地調査や用地測量等を通じて用地整理を行い、地域住民の生活基盤の安定化を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 両石地区用地整理委託料（660千円） 

〇 箱崎白浜地区用地整理委託料（330千円） 

≪事業の成果≫ 

用地の境界確定や評価資料の整備を行ったことで、その後の用地交渉や手続の円滑化が図られ、

地域住民が安心して生活できる環境の整備に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,000 990 0 0 0 990 

 （建設課） 

 

8.土木費 6.住宅費 3.住宅用地造成費 
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第９款 消防費 

１ 釜石大槌地区行政事務組合分担金  

釜石大槌地区における常備消防の円滑な運営及び体制強化を図るため、同事務組合への分担金を

支出した。 

≪事業内容≫ 

○ 通常分（794,668千円） 

〇 防災行政通信ネットワーク更新事業費分（3,700千円） 

○ いわて消防指令センター総合整備事業費分（347,200千円） 

○ 消防救急デジタル無線更新事業分（158,700千円） 

≪事業の成果≫ 

分担金を支出することにより、消防・救急業務等の安定した運営を確保した。また、「いわて

消防指令センター総合整備事業」及び「消防救急デジタル無線更新事業」を推進することで、多

様化・高度化する災害及び救急需要への対応力を向上させ、広域的な消防防災体制のさらなる充

実強化を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,304,268 1,304,268 0 509,600 0 794,668 

（消防課） 

 

 

２ 岩手県防災ヘリコプター連絡協議会負担金 

広域的な航空消防体制を維持・運用するため、岩手県防災ヘリコプター連絡協議会への負担金を

支出した。 

≪事業内容≫ 

○ 負担金（2,206千円） 

≪事業の成果≫ 

県内各消防機関との緊密な連携のもと、防災ヘリコプターの特性を生かした消防防災活動を展

開した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,207 2,206 0 0 0 2,206 

（消防課）  

9.消防費 1.消防費 1.常備消防費 
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１ 消防団等活動運営費 

消防団員の活動環境を整えるため、団員報酬、出動手当、出張旅費、新入団員用の被服費、公務

災害補償等に係る負担金等の各種経費を適切に執行し、平常時の消防団活動及び災害発生時におけ

る万全な体制の確保を図った。 

 

 ① 消防団員数（令和７年４月１日現在） 

区分 団長 副団長 分団長 
副分 

団長 
部長 

部長 

代理 
班長 

団員 

（機能別） 
合計 

実員数 1 3 12 7 47 35 105 303（85） 513 

 

② 婦人消防クラブ（令和７年４月１日現在） 

・団体数  ３団体  ・人員数  87人 

≪事業内容≫ 

○ 消防団員報酬（39,622千円） 

○ 消防団員被服等購入（1,593千円） 

○ 消防団員等公務災害補償等負担金（13,014千円） 

○ 消防団員等福祉共済制度掛金負担金（1,581千円） 

○ 婦人消防隊員等福祉共済掛金負担金（57千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

適正な処遇及び福利厚生を確保することにより、団員が安心して活動できる環境を構築し、活

動意欲の向上に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

57,665 56,905 0 0 0 56,905 

（消防課） 

 

 

２ 消防団本部活動費 

現職消防団員及び元団員への弔慰金の支出並びに各種式典に係る費用を負担し、消防団本部の円

滑な運営及び組織の活性化を図った。 

≪事業内容≫ 

  〇 交際費（129千円） 

  〇 各種式典に係る使用料及び賃借料（81千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

各種式典等の適切な実施及び弔慰対応等を滞りなく行うことにより、消防団員の士気高揚及び

組織の円滑な運営に寄与した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

366 332 0 0 0 332 

（消防課） 

 

9.消防費 1.消防費 2.非常備消防費 
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３ 消防団員準中型免許取得補助金 

消防ポンプ自動車等を運転できる消防団員を確保するとともに、準中型免許取得に係る経済的負

担を軽減することで消防団への入団を促進し、消防団活動体制の維持及び地域防災力の向上を図っ

た。  

≪事業内容≫ 

  〇 消防団員準中型免許取得補助金（392千円・４人） 

≪事業の成果≫ 

補助金を交付することで、消防ポンプ自動車等を運転できる団員の確保につながった。また、

免許取得に係る経済的負担を軽減することで、消防団への入団促進及び活動体制の維持強化に寄

与した。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

704 392 0 0 0 392 

（消防課） 

 

 

 

１ 消火栓整備事業 

  老朽化する水道管布設替工事等に伴い、消火栓を新たに整備し、消火体制の充実を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 水道会計負担金（管内消火栓３基：鵜住居地区、小川地区、小佐野地区） 

≪事業の成果≫ 

水道事業所の水道管布設替工事に併せて実施したことにより、事業費を抑制しつつ効率的な消

火栓の更新が図られた。 

               単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,500 3,731 0 0 0 3,731 

（消防課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.消防費 1.消防費 2.非常備消防費 

9.消防費 1.消防費 3.消防施設費 



125 

 

 

２ 橋野地区消防屯所建設事業 基金 

  消防屯所を合築（７分団本部、２部、３部）し、比較的安全性の高い場所へ移設し、団員の安全

確保及び橋野地区の消防防災拠点となる施設を整備するため、消防屯所建設工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 工事請負費（152,486千円） 

○ 工事監理委託料（2,244千円） 

○ 建設地埋蔵文化財調査委託料（5,140千円）   

≪事業の成果≫ 

令和４年度から計画的に進めてきた消防屯所建設工事が令和７年度に完了した。これにより、

橋野地区における消防防災活動の拠点施設が整備され、消防団員の活動環境及び安全性の向上が

図られた。 

               単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

192,022 159,870 4,400 137,900 12,349 5,221 

（消防課） 

 

9.消防費 1.消防費 3.消防施設費 
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第10款 教育費 

１ かまいし絆会議運営事業 基金 

釜石市の未来を担う市内の児童生徒が、自分たちの学校や地域の生活をよりよくするために何が

できるかを考え、釜石市民の一員として自覚を持ち、自ら進んで行動しようとする力を身に付けて

いくため、かまいし絆会議として様々な活動を展開した。 

≪事業内容≫ 

○ かまいし絆会議 本会議 （年２回）  

○ かまいし絆会議 専門部会（年１回）  

○ かまいし絆議会     （年１回） 

○ 秋田県大館市との交流  （年１回）  

○ かまいし絆会議として地域での活動を実施した学校数（14校） 

≪事業の成果≫ 

   平成29年度から市内の小中学校によって構成される「かまいし絆会議」を継続的に組織し、活

動を展開することで、児童生徒の地元への愛着や互助の精神の醸成につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

383 355 0 0 355 0 

（学校教育課） 

 

 

２ 外国語指導助手設置事業 

釜石市内の小中学校及び公立幼稚園等における国際交流と外国語指導の充実のため、外国語（英

語）の指導助手を配置した。 

≪事業内容≫ 

○ 外国語指導助手 ２人（令和７年度延べ人数） 

≪事業の成果≫ 

   英語を公用語とする「外国語指導助手」を教育委員会に配置し、市立幼稚園及び小中学校に派

遣することにより、英会話学習の充実と国際社会に対応できる心豊かな児童生徒の育成が図られ

た。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,402 5,242 0 0 0 5,242 

（学校教育課） 
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３ 教育用コンピュータ管理経費 基金 

各小中学校に設置している校務用コンピュータ機器の使用料及び情報教育ネットワークに係る経

費を支出した。 

≪事業内容≫ 

○ ウイルス対策セキュリティソフト  14校 

○ 職員室用コンピュータ       15台 

○ 校務用コンピュータ       275台 

〇 県統一校務支援システム運用保守業務委託 

≪事業の成果≫ 

   各小中学校のネットワーク、パソコン等の機器及びシステムの維持管理を行うことに加え、県

統一校務支援システムを導入し、校務の効率化や利便性向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

38,406 37,262 786 0 5,853 30,623 

（学校教育課） 

 

 

４ 各種団体等運営事業補助金 基金 

釜石市学校文化体育振興会が行う児童生徒の健康増進に関する事業、児童生徒の文化体育振興に

関する事業、各種大会に参加するための経費補助に関する事業等に対し補助金を交付した。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ 小学生陸上競技交流大会、県タグラグビー大会等の旅費を補助した小学校数（４校） 

   ○ 岩手県中学校総合体育大会、東北中学校総合体育大会等の旅費を補助した中学校数（５校） 

○ 合同部活動に係る旅費を補助した中学校数（４校） 

≪事業の成果≫ 

   関係事業を実施する釜石市学校文化体育振興会に対し補助金を交付し、児童生徒の健康増進及

び文化体育の向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,200 1,038 0 0 1,038 0 

（学校教育課） 
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５ 特別支援教育支援員配置事業 

小中学校には、様々な障がいをもつ児童生徒が在籍しており、特に通常の学級においては、学習

障がい、注意欠陥多動性障がい、高機能自閉症等の児童生徒が在籍しており、近年は増加傾向にあ

る。このような状況を踏まえ、様々な障がいをもつ児童生徒に対する学校生活上の介助や学習活動

上の支援を行う「特別支援教育支援員」を配置し、支援を要する児童・生徒の教育の充実を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 特別支援教育支援員配置校  釜石小、双葉小、白山小、平田小、小佐野小、甲子小、 

                鵜住居小、唐丹小、釜石中、甲子中、釜石東中、大平中 

○ 特別支援教育支援員配置人数 19人 

≪事業の成果≫ 

   「特別支援教育支援員」を各学校に配置することにより、支援を要する児童生徒に対する学校

生活上の介助や学習活動上の支援が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

60,074 53,855 0 0 0 53,855 

（学校教育課） 
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６ かまいしコミュニティスクール推進事業 基金 

市内小中学校において地域に元気を与えるような活動、当市の風土、伝統及び有形無形の財産を

活用して郷土理解を深め郷土への誇りと愛着を育む活動、地域と協働により取り組む活動等に要す

る経費に対し、交付金を交付した。 

≪事業内容≫ 

学校名 活動内容 

釜石小学校 農業・水産業等の体験活動、伝統芸能の継承活動 

双葉小学校 防災学習・施設見学、清掃活動、ふるさと釜石の実践集作成 

白山小学校 
米つくり体験、高齢者との交流活動、地域交流イベント（清掃活動、懇談会、

ふれあいフェスティバル） 

平田小学校 清掃活動、高齢者との交流活動、地域交流 

小佐野小学校 校報の地域配布、伝承活動「小川しし踊り」、鉄の学習 

甲子小学校 市内施設見学、交通安全・防災活動、農園活動 

鵜住居小学校 防災学習、清掃活動、伝統芸能「鵜住居虎舞」の継承活動、タグラグビー活動 

栗林小学校 伝統芸能の継承活動、自然学習、農園活動、鉄の学習、地域交流 

唐丹小学校 環境整備、花卉野菜栽培、地域交流活動 

釜石中学校 地域講師による三味線指導 

甲子中学校 特設ラグビー部活動、防災教育、鉄の学習 

釜石東中学校 漁業体験 

唐丹中学校 小中合同運動会、環境美化活動、郷土芸能伝承活動 

大平中学校 福祉学習・高齢者との交流活動、防災学習、職業体験 

≪事業の成果≫ 

   小中学校において、学校と地域と協働で取り組む活動等を推進することで、地域に元気を与え

つつ、郷土釜石への誇りと愛着が育まれた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,400 1,350 0 0 1,350 0 

（学校教育課） 
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７ こころのケア事業 基金 

児童生徒が生活の中で抱えている様々な問題を早期に把握し、問題解決へ向けて、児童生徒本人

や保護者、学校関係者と連携をして取り組めるよう、また教育現場におけるきめ細やかなケアに継

続的・長期的に対応するため専門職員を配置した。 

≪事業内容≫ 

○ 配置人員 スクールソーシャルワーカー １人 

≪事業の成果≫ 

   教育事務所を通じて巡回型カウンセラーを活用するとともに、市の会計年度職員としてスクー

ルソーシャルワーカーを教育委員会に配置し、児童生徒や保護者、各学校の要望に応じて派遣す

ることで、児童生徒が抱える心理的・環境的な問題の解決を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,913 1,096 0 0 1,096 0 

（学校教育課） 

 

 

８ 防災教育・復興教育推進事業 

岩手県教育委員会による「いわての復興教育」プログラムに基づき、郷土を愛しその復興・発展

を支える人材を育成する事業を、岩手県と業務委託契約を締結して実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 震災学習列車活用スクール  釜石中学校 

○ 交流学習スクール      唐丹中学校 

≪事業の成果≫ 

   「いきる」「かかわる」「そなえる」の３つの教育的価値を関連付けた教育活動を推進するこ

とで、郷土を愛し、その復興・発展を支える人材の育成が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,949 931 931 0 0 0 

（学校教育課） 
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９ ＩＣＴ支援員配置事業 基金 

  急速に進む学校のＩＣＴ化により環境が大きく変わる学校現場の負担を軽減し、ＩＣＴ環境が児

童生徒の学びのためにより有効に活用されるよう、日常的な教員のＩＣＴ活用を支援するＩＣＴ支

援員を配置した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 配置人員 ＩＣＴ支援員 1人 

≪事業の成果≫ 

   ＩＣＴ支援員を配置し、日常的な教員のＩＣＴ活用を支援したことで、教職員の負担軽減が図

られるとともに、児童生徒に対するＩＣＴ教育の充実にもつながった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,636 2,636 0 0 2,636 0 

（学校教育課） 

 

 

10 学校適応支援員配置事業 基金 

  不登校対策が喫緊の教育課題となっている現状を踏まえ、現在、別室登校となっている児童生徒

の長期欠席を防ぐとともに、学習や活動の支援充実のため、学校教育支援員を配置した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 釜石中学校 １名、甲子中学校（甲子小学校兼任）１名、 

釜石東中学校（鵜住居小学校兼任）１名、唐丹中学校（唐丹小学校兼任）１名、 

大平中学校 １名 

≪事業の成果≫ 

   市内中学校５校及び市内小学校３校に学校教育支援員を配置し、主に別室登校の児童生徒へ学

習支援等を行うことにより、長期欠席になることを防ぐとともに、不登校児童生徒の支援の充実

を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

14,892 14,185 1,042 0 13,143 0 

（学校教育課） 
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11 放課後等学習支援員配置事業 基金 

自分に自信をもち、可能性を広げ、将来活躍できる人材を育成するとともに、児童生徒の学力の

向上を図ることを目的に、多様な学習の場を保障し、児童生徒が自ら求める場の選択肢を広げるこ

とで、課題を克服し、学習への意欲につなげ、積極的に参加する姿勢を育むことで学力の向上が図

られるよう、放課後等に学習会を開催した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 学習支援員配置委託料（3,599千円） 

≪事業の成果≫ 

   市内中学校５校の３年生の希望者を対象に、放課後に週１回程度の学習会や長期休暇及び休日

学習会を開催し、学力の定着と学習意欲の向上を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,600 3,599 0 0 3,599 0 

（学校教育課） 

 

 

12 外国都市交流事業 基金 

当市の多文化共生への理解を促進するとともに当市の国際化に貢献できる人材を育成するため、

国際姉妹都市であるディーニュ・レ・バン市を含むフランス共和国へ市内中学生６人を派遣し、外

国人および異文化に触れる機会を創出することで、国際感覚の醸成を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 中学生海外体験学習委託料（8,194千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

   ディーニュ・レ・バン市との国際姉妹都市交流を継続させるとともに、派遣中学生の国際理解

への関心を向上させた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

8,237 8,213 4,155 0 4,058 0 

（学校教育課） 
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１ 学校施設トイレ洋式化事業 

児童の快適な教育環境の向上を図るため、校舎内のトイレについて改修工事を行った。 

≪事業内容≫ 

  ○ 甲子小学校トイレ改修工事（92,832千円） 

  ○ 甲子小学校トイレ改修工事監理委託料（2,090千円） 

≪事業の成果≫ 

老朽化した校舎内トイレ設備を改修したことにより、快適な教育環境を提供することができた

と同時に施設の長寿命化が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

 95,200  94,922 0 94,900  0  22 

（教育委員会総務課） 
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２ スクールバス運行事業 

遠距離通学の児童の通学手段として、スクールバス及びスクールタクシーを運行した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 利用登録状況（令和８年３月末現在） 

<小学校> 109人 

学校名 児童数 学校名 児童数 学校名 児童数 

釜石小 2人 平田小 8人 鵜住居小 34人 

双葉小 0人 小佐野小 0人 栗林小 2人 

白山小 0人 甲子小 40人 唐丹小 23人 

○ スクールバス運行状況（令和８年３月末現在） 

駐車場所 車種 利用校等 

平田小 ワゴン車 平田小、大平中 

鵜住居小・釜石東中 

中型バス 栗林小、鵜住居小、釜石東中 

マイクロバス 鵜住居小、釜石東中 

マイクロバス 甲子小、鵜住居小、釜石東中 

マイクロバス 
栗林小、鵜住居小、釜石東中 

※新規購入 

マイクロバス 釜石中 

マイクロバス 唐丹小、唐丹中 

鈴子駐車場 

マイクロバス 唐丹小、唐丹中 

中型バス 車検等の代替バス 

マイクロバス 車検等の代替バス 

甲子中 中型バス 甲子小、甲子中 

合 計 11台  

≪事業の成果≫ 

遠距離通学の児童に対してスクールバス及びスクールタクシーを運行し、通学手段を提供した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

26,984 25,065 0 0 0 25,065 

（学校教育課） 
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３ スクールバス購入事業 

  釜石市所有のスクールバスが初度登録から10年以上経過しているバスが多く、経年劣化も著しく

故障が多発していることから、児童生徒の安全及びスクールバスの適切な運行のためスクールバス

の更新を行った。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ スクールバス購入 １台（利用校：栗林小、鵜住居小、釜石東中） 

≪事業の成果≫ 

   児童生徒の安全及び適切な運行のため、スクールバスの更新を行った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

11,396 11,394 3,900 7,400 0 94 

（学校教育課） 

 

 

 

１ 教育用コンピュータ管理経費 

各小学校の教育用コンピュータ等機器使用に係る保守及びインターネット利用の運用等に係る経

費を支出した。 

≪事業内容≫ 

○ インターネット利用料     10校（1,773千円） 

○ 小学校コンピュータ機器等保守 ９校（6,987千円） 

○ 教師用タブレットＰＣ   110台 

○ 児童用タブレットＰＣ 1,164台 

○ 電子黒板          71台 

○ タブレット保管庫        47台 

〇 児童用タブレットＰＣ新規導入 1,000台 

≪事業の成果≫ 

   児童用端末の新規調達、各小学校の教育用コンピュータ等機器使用に係る保守及びインター

ネット環境の維持を行い、児童の学習環境の充実が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

80,854 62,987 30,642 0 0 32,345 

（学校教育課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 2.小学校費 1.学校管理費 

10.教育費 2.小学校費 2.教育振興費 
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２ 学校図書館図書購入費 

文部科学省の公立義務教育諸学校における学校図書館図書整備の標準となる「学校図書館図書標

準」に基づき、各小学校の図書館図書の整備を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 図書館図書購入冊数 748冊 

≪事業の成果≫ 

   児童の読書活動の推進に向けて、国が示す学校図書標準に基づき各小学校図書館図書を購入す

ることで、読書に親しむ環境の充実が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,755 1,754 0 0 0 1,754 

（学校教育課） 

 

 

３ 教材備品等管理費 

学習指導要領に基づいた教育課程の実施のため、標準的に必要となる教材備品や大型備品などの

整備を計画的に進めた。 

≪事業内容≫ 

○ ピアノ調律 21台 

○ 備品購入  ９校 

≪事業の成果≫ 

   標準的に必要となる教材備品や大型備品などの整備を行うことにより、学習指導要領に基づい

た教育課程の実施が図られ、児童の学習環境の充実につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,658 3,564 0 0 0 3,564 

（学校教育課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 2.小学校費 2.教育振興費 
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４ 要保護・準要保護児童援助費 

 就学困難と認められる児童生徒（要保護児童生徒及び準要保護児童生徒）の保護者に対し、原則、

国の基準に基づき学用品費等の援助を行い、小中学校における義務教育の円滑な実施を図った。 

また、東日本大震災において被災した児童生徒も準要保護児童生徒として当該保護者に対して同

様の援助を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 援助対象人数（令和８年３月末現在（年度途中で転出・廃止した児童を含む。）） 

 ・要保護者     ７人 

 ・準要保護者    306人 

 ・準要保護者（小学校就学予定者）   16人 

≪事業の成果≫ 

   経済的な理由により就学困難な児童及び東日本大震災において被災した児童の保護者に対し、

学用品費等の援助を行うことにより、義務教育の円滑な実施と教育の機会均等を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

9,692 8,353 1,571 0 0 6,782 

（学校教育課） 

 

 

 

 

  

10.教育費 2.小学校費 2.教育振興費 
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１ スクールバス運行事業 

遠距離通学の生徒の通学手段としてスクールバス及びスクールタクシーを運行した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 利用登録状況（令和８年３月末現在） 

<中学校> 78人 

学校名 生徒数 学校名 生徒数 学校名 生徒数 

釜石中 10人 釜石東中 38人 大平中 5人 

甲子中 16人 唐丹中 9人 － － 

○ スクールバス運行状況（令和８年３月末現在・再掲） 

駐車場所 車種 利用校等 

平田小 ワゴン車 平田小、大平中 

鵜住居小・釜石東中 

中型バス 栗林小、鵜住居小、釜石東中 

マイクロバス 鵜住居小、釜石東中 

マイクロバス 甲子小、鵜住居小、釜石東中 

マイクロバス 
栗林小、鵜住居小、釜石東中 

※新規購入 

マイクロバス 釜石中 

マイクロバス 唐丹小、唐丹中 

鈴子駐車場 

マイクロバス 唐丹小、唐丹中 

中型バス 車検等の代替バス 

マイクロバス 車検等の代替バス 

甲子中 中型バス 甲子小、甲子中 

合 計 11台  

≪事業の成果≫ 

遠距離通学の生徒に対してスクールバス及びスクールタクシーを運行し、通学手段を提供した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

17,164 16,511 0 0 0 16,511 

（学校教育課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 3.中学校費 1.学校管理費 
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２ 学校空調整備事業 基金 

 生徒の熱中症予防と快適な教育環境の向上を図るため、甲子中学校の特別教室（音楽室及び理科

室）に空調設備を整備した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 甲子中学校空調整備工事（10,262千円） 

≪事業の成果≫ 

特別教室に空調設備が整備されたことにより、生徒の熱中症対策が図られたと同時に学習環境

が改善した。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

10,262 10,262 1,999 0 8,263 0 

（教育委員会総務課） 

 

 

 

１ 教育用コンピュータ管理経費 

各中学校の教育用コンピュータ等機器使用に係る保守及びインターネット利用の運用等に係る経

費を支出した。 

≪事業内容≫ 

○ インターネット利用料     ４校（797千円） 

○ 中学校コンピュータ機器等保守 ５校（4,511千円） 

○ 教師用タブレットＰＣ  84台 

○ 生徒用タブレットＰＣ 673台 

○ 電子黒板        36台 

○ タブレット保管庫      25台 

〇 生徒用タブレットＰＣ新規導入 600台 

≪事業の成果≫ 

   生徒用端末の新規調達、各中学校の教育用コンピュータ等機器使用に係る保守及びインター

ネット環境の維持を行い、生徒の学習環境の充実が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

49,726 39,021 18,385 0 0 20,636 

（学校教育課） 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 3.中学校費 1.学校管理費 

10.教育費 3.中学校費 2.教育振興費 

10.教育費 3.中学校費 1.学校管理費 
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２ 学校図書館図書購入費  

文部科学省の公立義務教育諸学校における学校図書館図書整備の標準となる「学校図書館図書標

準」に基づき、各中学校の図書館図書の整備を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 図書館図書購入冊数 626冊 

≪事業の成果≫ 

   生徒の読書活動の推進に向けて、国が示す学校図書標準に基づき各中学校図書館図書を購入す

ることで、読書に親しむ環境の充実が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,487 1,481 0 0 0 1,481 

（学校教育課） 

 

 

３ 教材備品等管理費 

学習指導要領に基づいた教育課程の実施のため、標準的に必要となる教材備品や大型備品などの

整備を計画的に進めた。 

≪事業内容≫ 

○ ピアノ調律 20台 

○ 備品購入  ５校 

≪事業の成果≫ 

   標準的に必要となる教材備品や大型備品などの整備を行うことにより、学習指導要領に基づい

た教育課程の実施が図られ、生徒の学習環境の充実につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,066 3,609 0 0 0 3,609 

 （学校教育課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 3.中学校費 2.教育振興費 
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４ 要保護・準要保護生徒援助費 

就学困難と認められる児童生徒（要保護児童生徒及び準要保護児童生徒）の保護者に対し、原則、

国の基準に基づき学用品費等の援助を行い、小中学校における義務教育の円滑な実施を図った。 

また、東日本大震災において被災した児童生徒も準要保護児童生徒として当該保護者に対して同

様の援助を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 援助対象人数（令和８年３月末現在（年度途中で転出・廃止した生徒を含む。）） 

 ・要保護者    ３人 

 ・準要保護者  192人 

≪事業の成果≫ 

   経済的な理由により就学困難な生徒及び東日本大震災において被災した生徒の保護者に対し、

学用品費等の援助を行うことにより、義務教育の円滑な実施と教育の機会均等を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

15,043 13,370 2,215 0 0 11,155 

（学校教育課） 

 

 

５ 中学生相互派遣事業 基金 

  釜石市・青森市の中学生が両市の平和・防災への取組を学習し、平和の尊さと防災対策の大切さ

について学ぶことができるよう、相互派遣事業を実施した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 事業に参加した中学生の人数 20人（うち釜石市10人、青森市10人） 

 ○ 防災研修会、戦争に関する講話、釜石市戦没者追悼・平和祈念式への参加 

≪事業の成果≫ 

両市の中学生が平和・防災への取組を学習することで、平和の尊さと防災対策の大切さについ

て学びを得られただけでなく、相互交流により生徒の意識の向上にもつながった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

780 600 0 0 600 0 

（学校教育課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 3.中学校費 2.教育振興費 
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６ 部活動地域移行事業【新規】 

  国のガイドラインにおいて、部活動等の地域連携・地域移行の実現を目指す方針が示されたこと

を踏まえ、令和５年度から令和７年度を改革推進期間として中学校部活動の地域移行を計画的に進

めるため、部活動指導員の配置に取り組んだ。 

≪事業内容≫ 

  〇 部活動指導員の配置  ３人 

≪事業の成果≫ 

   部活動指導員については、甲子中学校（卓球部）、釜石東中学校（卓球部）、唐丹中学校（バ

ドミントン部）に配置し、部活動の地域連携・地域移行に向けた段階的な取組の推進を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,071 454 263 0 0 191 

（学校教育課） 

 

 

７ 英検受検料補助事業 基金 

家庭の経済事情に関わらず、英語検定の受検を希望しているすべての生徒が受検できる環境をつ

くり、英語学習に対する意欲を高めることを目的に、文部科学省が後援している英語検定の受検料

を補助した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 中学生が英語検定３級以上を受検する場合の受検料補助  

   補助実績人数 

   ・３級 ：45名 

   ・準２級：10名 

≪事業の成果≫ 

   文部科学省が後援している英検の受検料を補助することで、中学生の英語学習に対する意欲と

学力向上を図った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

574 286 0 0 286 0 

（学校教育課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 3.中学校費 2.教育振興費 
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１ 生涯学習によるまちづくり推進事業 基金 

  市内小学生を対象として、自然の中でのさまざまな体験を通じて、自然環境への理解を深め、環

境保全に配慮した行動をとることができる資質を育むことを目的に、こどもエコクラブ事業を実施

した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 登録会員  32人 

○ 内  容  植樹体験＆郷土のお宝発見、デイキャンプ、エコクラフト、昆虫観察、 

海洋プラスチックの学習、水辺の鳥観察会 

   ○ 参加人数  延べ102人 

≪事業の成果≫ 

会員の参加率も高く、楽しい体験、環境への興味や関心を喚起でき、ふるさとが持つ人と自然

の魅力の再発見や環境保全意識、郷土愛、探求心の向上などにつながった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

227 191 0 0 92 99 

（まちづくり課） 

 

 

２ 放課後子ども教室推進事業 

  子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進するため、地域住民

の参画を得ながら、子どもたちに勉強やスポーツ、文化活動、交流活動などの学びの機会を提供し、

安全・安心な活動拠点としての居場所づくりを行った。 

 ≪事業内容≫ 

○ 実施箇所  公民館、集会所、災害公営住宅集会室ほか 計 ６教室（７小学校区） 

○ 実  績  249回開催、延べ4,126人参加 

≪事業の成果≫ 

協働活動支援員の各校への周知等により、放課後子ども教室への理解が浸透し、地域の中で子

どもたちが心豊かに学び育つ環境づくりが図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,116 3,111 2,073 0 0 1,038 

（まちづくり課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 6.社会教育費 1.社会教育総務費 
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３ 地域学校協働活動体制推進事業 

  地域と学校が連携・協働し、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく地域学校協働

本部を設置し、地域と学校の連絡調整を行う地域コーディネーター配置のもと、地域住民等の参画

を得ながら、様々な地域学校協働活動を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 実施校  釜石小学校、双葉小学校、白山小学校、平田小学校、小佐野小学校、 

甲子小学校、栗林小学校、唐丹小学校 

○ 学校支援活動内容  授業サポート、農業体験等郷土学習、読み聞かせ等読書推進活動、

学校周辺環境整備、登下校時の見守りなど 

○ 活動回数、地域住民等の参画人数  969回、延べ5,963人 

≪事業の成果≫ 

地域と学校の連携及び協働により事業が推進され、地域づくりに寄与する特色ある教育活動の

推進や教育環境の充実が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,360 4,189 2,807 0 0 1,382 

（まちづくり課） 

 

 

４ 文化芸術振興事業 基金 

 釜石市芸術文化協会主催による釜石市民芸術文化祭の開催にかかる経費等を支出したほか、市内

児童生徒を対象とした伝統文化子ども教室に対する助成、市内団体が釜石市民ホール（ホールＡ）

で開催する文化芸術イベントに対する助成を行った。 

 また、小学生に対する優れた芸術を鑑賞する機会として、青少年劇場を開催した。 

≪事業内容≫ 

○ 釜石市民芸術文化祭開催事業補助金（1,200千円） 

○ 伝統文化子ども教室事業補助金（26千円） 

○ 文化芸術振興事業補助金（660千円） 

〇 岩手県青少年劇場市町村負担金（297千円） 

○ その他経費（631千円） 

≪事業の成果≫ 

  市民が芸術文化に触れる機会を提供し、芸術文化団体等の文化活動の支援が図られた。 

単位：千円 

（文化スポーツ課） 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 6.社会教育費 1.社会教育総務費 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,155 2,814 0 0 819 1,995 
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５ 郷土資料館管理運営費 

郷土資料館の管理運営を適切に行うとともに、戦災や鉄の週間等の企画展を実施した。 

また、収蔵庫の整備を進め、収蔵資料の保存や活用、新規資料収集を行った。 

≪事業内容≫ 

○  収蔵資料展「暮らし便利に～家電遺産」  （４月15日～６月１日 入館者数 259人） 

     ○  艦砲戦災展「艦砲射撃80年～未来に伝えるために」 

（７月12日～９月８日 入館者数 466人） 

     ○  鉄の週間事業「写真で見る一市四ヵ村合併70年」 

（11月21日～１月25日 入館者数 224人） 

 ○  特別展「明治三陸大海嘯130年 稲むらの火と小泉八雲 そして釜石」 

                 （３月６日～６月21日 入館者数（３月31日まで）128人） 

≪事業の成果≫ 

当市の歴史文化の周知と郷土愛の醸成が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,020 1,898 0 0 339 1,559 

（文化財課） 

 

 

 

１ 埋蔵文化財保存事業 

埋蔵文化財に関して、遺跡詳細分布調査及び開発行為に伴う試掘確認調査等を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 開発行為に伴う試掘確認調査（858千円） 

○ 市内遺跡詳細分布調査（4,110千円） 

○ その他経費（1,211千円） 

≪事業の成果≫ 

開発計画に伴う緊急調査を実施し、市内の埋蔵文化財の保護が図られ、市内埋蔵文化財に関す 

る資料が蓄積された。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,801 6,179 2,208 0 0 3,971 

（文化財課） 
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２ 文化財保護事業 

釜石市文化財保護審議会を開催するとともに、市指定文化財の指定や案内看板の整備等を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 釜石市文化財保護審議会の開催 ３回 

○ 文化財の指定  ２件［松倉太神楽・松倉虎舞］ 

○ 説明板等の作成・設置 ７基 

作成・設置：釜石大鳥瞰図（屋内看板１基） 

作成：新道峠（通称：清水峠）の庚申塔（看板１基） 

≪事業の成果≫ 

市内の歴史や文化を示す資料が市の指定文化財として指定され、市内文化財の保存・活用が図

られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,378 1,260 1 0 0 1,259 

 （文化財課） 

 

 

３ 歴史はっけん事業 

「釜石市文化財保存活用地域計画」に基づき、市内に埋もれた歴史や文化財の発見または再発見

に努めながら、子どもから大人まで幅広く伝え、広くまちづくりに活用することを目的に、「釜石

歴史文化プロモーションを通じた関係人口創出事業」を実施し、歴史文化に関する講演会や各種調

査、冊子等の作成を行った。 

≪事業内容≫ 

◯講演会等 

 ・『戦後80年 釜石と戦災～未来に伝えるために～』講演会・パネルディスカッション  

・『三浦命助と三閉伊一揆』岩手県指定記念講演会 

・『かまいしの食文化を考えよう』かまいしの食文化講演会＆座談会 

○歴史文化に関する冊子・リーフレット・ＤＶＤの作成 

・『戦後80年 釜石と戦災～未来に伝えるために～』講演会・パネルディスカッション記録誌 

・『戦後80年 釜石と戦災～未来に伝えるために～』講演会・パネルディスカッション記録ＤＶＤ 

・『戦後80年 釜石の戦跡 戦争の記憶と未来へのKEISYOU』リーフレット 

・『釜石市文化財マップ』リーフレット 

○古文書調査（野田家文書・佐野家文書） 

≪事業の成果≫ 

釜石市文化財保存活用地域計画に基づく事業展開によって、当市の歴史文化の保存・活用の充

実が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,733 6,213 3,187 0 0 3,026 

（文化財課） 
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４ 鉄づくり体験事業 基金 

鉄のまちとして歩んできた郷土の歴史を学ぶため、ミニ高炉の作製のほか、釜石産の鉄鉱石を用

いて鉄づくりに取り組む製鉄体験や鉄の検定等を開催した。 

≪事業内容≫ 

○ 市内全中学校１年生の総合的な学習支援（製鉄体験、出前講座） 

○ 鉄の検定開催 

≪事業の成果≫ 

  鉄のまち釜石の歴史を知り、物づくりの大切さを学ぶことで、郷土への思いや誇りの醸成が図

られた。また、次世代のリーダーの育成を目指し、ものづくりの大変さ・大切さ・求心力・支え

あう心を学ぶ学習の場となった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,002 2,000 1,000 0 1,000 0 

（文化財課） 

 

 

５ 鉄のふるさと釜石創造事業 

産学官の連携を通して釜石の鉄の歴史の活用を促進する目的で「鉄のふるさと釜石創造事業実行

委員会」を組織し、関係団体の連携を図るとともに、「かまいしの鐵學」を刊行した。  

≪事業内容≫ 

○ 「かまいしの鐵學」の印刷（305千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

釜石の鉄の歴史の活用について産学官で取り組むことが確認できた。また、かまいしの鐵學の

刊行により鉄の歴史等に関する活動の記録保存を行ったとともに、世界遺産10周年記念号として、

市民で祝う機会を啓発することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

498 355  0 0 0 355 

（文化財課） 
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６ 橋野高炉跡整備事業 

橋野高炉跡史跡整備検討委員会を開催するとともに、橋野鉄鉱山の保存・整備・活用に関する計

画に基づき測量調査や発掘調査を実施し、価値の向上や保存すべき遺構の把握を図った。 

≪事業内容≫ 

 ○ 会計年度任用職員経費（4,514千円） 

○ 史跡整備検討委員会の開催（２回）（117千円） 

○ 範囲内容確認調査委託料（三次元測量等による遺構の把握等）（14,458千円） 

○ その他経費（1,087千円） 

≪事業の成果≫ 

  発掘調査により、これまで分かっていなかった長屋跡の規模・内容が判明した。また、その成

果を現地説明会で市民に広く周知することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

20,439 20,176 11,024 0 0 9,152 

（文化財課） 

 

 

７ 橋野高炉跡修復・公開活用事業 

世界遺産・橋野鉄鉱山を適切に保存・修復し、後世に残していくことを目的に、見学路及び遺構表

示の整備工事を実施し、訪問者に快適な見学環境を提供するとともに、遺産の理解増進を図った。 

≪事業内容≫ 

○ 橋野高炉跡見学路・遺構表示整備工事（20,114千円） 

○ 整備事業に伴う発掘調査（9,886千円） 

≪事業の成果≫ 

訪問者に快適な見学環境を提供する見学路や、発掘調査で確認した長屋跡や廃滓場跡の場所が

分かるように遺構表示の整備を進め、遺産への理解増進につなげることができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

30,001 30,000 22,500 0 0 7,500 

（文化財課） 
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８ 屋形貝塚保存活用事業 

令和３年３月に国史跡に指定された屋形遺跡の保存・活用及び周知を図るため、遺跡周辺の分布

調査や出土資料の整理業務を行い、屋形遺跡の適切な保存・活用を行った。 

≪事業内容≫  

○ 出土遺物分類作業（7,529千円） 

≪事業の成果≫ 

史跡の価値を高め、適切な保存活用を行うための資料が蓄積された。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

9,618 7,529 3,687 0 0 3,842 

（文化財課） 

 

 

９ 釜石市郷土芸能祭開催事業 

  市内に伝わる郷土芸能を市内外に広く周知を図り、伝承活動に携わっている団体に活動発表の機

会を提供することにより、郷土芸能の次代への確実な伝承と継承者の育成を行うことを目的とし、

郷土芸能祭を開催した。 

≪事業内容≫ 

〇日時：令和８年２月８日（日）開場：９時30分 開演：10時00分 閉会：14時45分 

〇場所：釜石市民ホールTETTO ホールＡ 

〇出演団体 

（1）市内８団体 

 尾崎町虎舞（市指定）・平田神楽・外山鹿踊・只越虎舞・田郷鹿子踊 

 錦町虎舞（市指定）・砂子畑鹿踊（市指定）・東前太神楽（市指定）   

（2）市外１団体（平泉町より招聘） 

     達谷窟毘沙門神楽（平泉町指定無形民俗文化財） 

〇来場者数：約1,000名 

≪事業の成果≫ 

   市内外から幅広い年代の方が来場し、多くの方に郷土芸能に触れる機会を創出することができ

た。アンケート結果でも「毎回楽しみにしている」「これからも継続して開催して欲しい」と

いった声が多く寄せられた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,500    1,302 0 0 0 1,302 

（文化財課） 
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10 鉄の歴史館維持管理費 

企画展の開催や各設備修繕を実施するなど、鉄の歴史館の維持管理や運営を適切に行い、訪問者

に快適な見学環境を提供した。 

≪事業内容≫ 

○ シルバー人材センター派遣委託料（6,237千円） 

○ 企画展「橋野鉄鉱山展、鉱山を極めるⅡ」のポスター、パンフレット等の印刷（224千円） 

○ 施設の修繕（吸収冷温水機等）（290千円）  

○ その他経費（17,683千円） 

・利用者数 8,948人 

≪事業の成果≫ 

鉄の歴史館の適切な維持管理に努めたほか、世界遺産10周年を記念した企画展を開催し、あら

ためて橋野鉄鉱山の価値を周知することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

25,642 24,434 0 0 3,887 20,547 

（文化財課） 

 

 

11 鉄の歴史館改修事業 

 鉄の歴史館は当市の製鉄や鉱山の歴史文化を学習する施設として、本館は昭和60年（築後40年）、

新館は平成６年（築後31年）にオープンしているが、両館とも設備の老朽化があることから、計画

的な改修を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 鉄の歴史館空調設備更新工事設計委託料（7,370千円） 

≪事業の成果≫ 

来館者の安全で快適な施設見学を確保するため、空調設備更新工事に係る設計を行った。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

7,590 7,370 0 7,300 0 70 

（文化財課） 
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12 旧釜石鉱山事務所維持管理費 

「国登録有形文化財（建造物）」登録10周年を機に愛称を釜石鉱山展示室Tesonとし、企画展の開

催や各設備修繕を実施するなど、施設の維持管理や運営を適切に行い、訪問者に快適な見学環境を

提供した。 

≪事業内容≫ 

○ 施設管理委託料（警備、防災設備、浄化槽）（451千円） 

○ その他経費（1,193千円） 

≪事業の成果≫ 

旧釜石鉱山事務所の適切な維持管理に努めたほか、三陸ジオパーク連携した企画展や世界遺産

10周年を記念した企画展を開催することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,821 1,644 0 0 415 1,229 

（文化財課） 

 

 

 13 橋野鉄鉱山インフォメーションセンター維持管理費 

  イベントの開催や各設備修繕を実施するなど、施設の維持管理や運営を適切に行い、訪問者に快

適な見学環境を提供した。 

≪事業内容≫ 

○ 清掃等委託料（3,881千円） 

○ その他経費（952千円） 

・利用者数 6,786人 

≪事業の成果≫ 

地元と協力しインフォメーションセンターの適切な運営に努めたほか、訪問者に快適な見学環

境を提供することができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,037 4,833 0 0 120 4,713 

（文化財課） 
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14 橋野鉄鉱山インフォメーションセンター共通展示整備事業 

  訪問者に快適な見学環境を提供するとともに、遺産の理解増進を図るため、インフォメーション

センターの展示更新工事に着手した。 

≪事業内容≫ 

○ 橋野鉄鉱山インフォメーションセンター展示更新工事（14,124千円） 

≪事業の成果≫ 

ユネスコ勧告の遵守及び快適な見学環境の充実につながる工事を進めることができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

37,268 14,124 0 4,900 0 9,224 

（文化財課） 

 

 

15 みんなで伝える郷土芸能体験事業【新規】 

  少子高齢化などによって郷土芸能活動の後継者不足が課題となっていることから、子どもたちに

郷土芸能を実体験する多様な機会を提供することで、郷土芸能の継承、担い手育成につなげるとと

もに、伝承活動の一助とするため、郷土芸能やまつりの映像記録保存に取り組んだ。 

≪事業内容≫ 

 ◯ 郷土芸能体験教室（松倉太神楽・松倉虎舞） 

 ◯ 郷土芸能映像記録保存会（南部藩壽松院年行司支配太神楽・尾崎町虎舞） 

 ◯ 郷土芸能映像記録撮影（郷土芸能祭・松倉虎舞） 

≪事業の成果≫ 

  郷土芸能体験教室では、子どもから大人までが参加し、次世代への継承と担い手育成の一助と

なった。また、郷土芸能映像記録保存会や撮影においては、郷土芸能の現状や練習風景を記録保

存することで、後世への継承につながった。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,200    768 200 0 0 568 

（文化財課） 
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16 橋野鉄鉱山事業 

釜石地区管理保全協議会を開催したほか、観光ガイドを配置し見学者の理解増進を図るとともに、

周辺環境整備委託を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 釜石地区管理保全協議会の開催 

○ 観光ガイド委託料（833千円） 

○ 橋野高炉跡周辺環境整備委託料（1,100千円） 

○ 「明治日本の産業革命遺産」世界遺産協議会負担金（2,112千円） 

○ その他経費（1,682千円） 

≪事業の成果≫ 

橋野鉄鉱山の適切な保全に努めたほか、観光ガイドや各種イベントを通して橋野鉄鉱山の周知 

や理解増進が図られた。また、世界遺産登録10周年事業を展開し、８県11市の連携が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,918 5,727 0 0 0 5,727 

（文化財課） 

 

 

17 世界遺産登録10周年記念事業【新規】基金 

  「明治日本の産業革命遺産－製鉄・製鋼、造船、石炭産業」のユネスコ世界遺産登録10周年を記

念し、構成資産である橋野鉄鉱山を市内外に広く周知した。 

≪事業内容≫ 

  〇 報償費 橋野鉄鉱山シンポジウムパネルトーク出演者（34千円） 

橋野鉄鉱山マルシェ郷土芸能披露（50千円） 

  〇 委託料 橋野鉄鉱山シンポジウム講師派遣委託料（1,449千円） 

  〇 使用料及び賃借料 橋野鉄鉱山マルシェ バス・仮設トイレ借用（224千円） 

  〇 その他経費 （147千円） 

≪事業の成果≫ 

   シンポジウムでは、歴史分野で著名な講師から橋野鉄鉱山の価値を改めて多くの方に周知して

いただき、パネルトークにおいては、その活用策に関する有意義な提案をいただいた。 

橋野鉄鉱山マルシェでは多くの店舗が参加し、音楽や郷土芸能、ガイドなど橋野鉄鉱山の新た

な賑わいの創出ができた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,907    1,904 0 0 1,904 0 

（文化財課） 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 6.社会教育費 5.文化財保護費 
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１ 市民ホール管理運営費 

市民ホールの管理運営を指定管理により行った。また、舞台照明設備の修繕及びランニング

ウォール（移動壁）の点検を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 指定管理料（121,000千円）  

○ 修繕料（2,750千円）  

〇 ランニングウォール点検委託料（990千円） 

・日利用率 ホールＡ：53％、ホールＢ：85％ 

 ・利用人数 92,463人 

≪事業の成果≫ 

市民ホールの大規模改修計画事業までの期間の安定した設備の維持管理が保たれた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

124,904 124,867 0 0 0 124,867 

（文化スポーツ課） 

 

 

 

１ スポーツ振興事業 

釜石市体育協会との連携により、スポーツの振興及び競技力の向上を図った。また、愛知県東海

市へ当市中学生を派遣し、バドミントン競技により東海市中学生と交流した。 

≪事業内容≫ 

  ○ 出張旅費（145千円） 

○ 釜石市体育協会事業補助金（4,000千円） 

○ 岩手県公立武道館協議会負担金（5千円） 

○ 岩手県スポーツ施設協会負担金（2千円） 

○ 東海市スポーツ交流事業委託料（2,059千円） 

≪事業の成果≫ 

姉妹都市である愛知県東海市へ市内中学生を派遣し、東海市の歴史や文化、当市との関わりを

学んだほか、バドミントン競技を通じ、東海市中学生と交流し、相互理解を深めた。また、釜石

市体育協会を主体として各種スポーツ競技協会の活動やスポーツ少年団の活動を支援し、岩手県

民体育大会への参加促進及び各種競技選手が育成された。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

6,803 6,252 0 0 0 6,252 

（文化スポーツ課） 

 

 

 

 

10.教育費 6.社会教育費 7.市民ホール費 

10.教育費 7.保健体育費 1.保健体育総務費 
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２ 各種大会等助成事業 基金 

姉妹都市である富山県朝日町で開催される全国ビーチボール競技大会に参加する市内チームへの

参加費用を助成したほか、市内で開催される県大会規模以上の各種スポーツ大会に対して運営費の

一部を助成し、交流人口の拡大を図るとともに、全国規模の大会に出場する団体に対し、参加経費

の一部を助成した。 

≪事業内容≫ 

 ○ 第16回かまいし仙人峠マラソン大会実行委員会負担金（3,200千円） 

○ 第９回釜石オープンウォータースイミング大会実行委員会事業補助金（800千円） 

○ 令和７年度全国ビーチボール競技大会参加事業補助金（200千円） 

○ その他各種大会補助金（690千円） 

 ≪事業の成果≫ 

各種競技スポーツ大会の開催及び参加にかかる費用の支援として16団体に補助金を交付し、市

外、県外から競技者や関係者と競技を通じた交流が図られ、地域活性の一助となり、各種競技で

の全国レベルの大会への参加においては交流と競技レベルの向上が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,600 4,890 0 0 3,200 1,690 

（文化スポーツ課） 

 

 

３ ラグビーによる人材育成事業 基金 

ラグビーという地域資源を活用し、その精神と競技に触れながら、ラグビーのまち釜石として誇

りを持った子どもたちを育成するため、主に市内小中学生を対象にラグビーのまち釜石教室を実施

した。 

≪事業内容≫ 

  ○ ラグビーのまち釜石教室講師謝礼金（85千円） 

  ○ ラグビーのまち釜石教室開催に係るバス賃借料（518千円）ほか 

≪事業の成果≫ 

市内の園児、小・中学校生徒のほか、修学旅行の研修先として鵜住居復興スタジアムに来場さ

れた方を対象としたラグビー体験教室や座学を通じ、将来を担う人材の育成が図られた。また、

小学校や中学校特設ラグビー部への継続的な指導により岩手県中総体ラグビー競技大会におい

て、市内中学校が３位という好成績を収めることができた。 

 ・件数 11件、参加人数 320名 

・主な受入れ団体：双葉小学校、小佐野小学校、釡石小学校ほか 

単位：千円 

（文化スポーツ課） 

 

 

 

 

10.教育費 7.保健体育費 1.保健体育総務費 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

670 604 0 0 604 0 
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４ かまいしラグビーレガシー継承事業 基金 

ラグビーワールドカップ2019日本大会釜石開催のレガシーである多くのボランティア参加者との

絆の継承と交流拡大を実施するため設立された「釜石ラグビー応援団」の運営補助を行うとともに、

ラグビーを活用したまちづくりへの民間側での活動展開の支援を行った。また、釜石鵜住居復興ス

タジアムに訪れることができない釜石を愛する多くの関係人口に対して、YouTubeライブ配信や映像

コンテンツの配信による情報発信事業を実施した。 

≪事業内容≫ 

 ○ 釜石ラグビー応援団事業補助金（1,500千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

ラグビー応援団による試合当日のボランティア活動として運営サポートやYouTube配信による試

合中継等を行い、スタジアムに来場出来ない釜石ラグビーファンへの魅力を発信し、関係人口の

維持、増加が図られたほか、県外で開催された試合のパブリックビューイングを実施し、ラグ

ビーに触れる機会を創出した。 

【ボランティアを活用した情報発信事業にかかる取組】 

・ラグビー試合のパブリックビューイング（７回・340人） 

・ラグビー試合などのボランティア活動動員（延べ217人） 

・YouTubeを活用した映像配信（10コンテンツ・視聴回数54,810回） 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,709 1,686 0 0 1,686 0 

（文化スポーツ課） 

 

 

５ ラグビーメモリアルイベント開催事業 基金 

ラグビーワールドカップ2019日本大会釜石開催で支援・連携関係が構築された関係者・団体・関

係機関との絆の継承を図りつつ、市民のラグビー熱と郷土愛を醸成するとともに、ラグビーを通じ

た関係人口の増大につなげるため、ラグビーの試合を中心としたメモリアルイベントを開催した。 

 ≪事業内容≫ 

   ○ ラグビッグドリーム開催事業補助金（5,000千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

社会人トップチームから高校生や中学校世代までのラグビーによる交流試合を開催し、ラグ

ビー競技力の向上とラグビー競技を通した関係人口の創出と交流を図った。  

また、ラグビーのまち釜石教室の開催やスタジアム内に設けた震災復興支援働く自動車展など

により賑わいの創出を図った。 

 ・ラグビッグドリーム～釜石絆の日～（令和７年９月20日、21日） 来場者数1,200人 

「日本製鉄釜石シーウェイブス対静岡ブルーレヴズ」 

「釜石高校合同対宮古高校合同」 

「釜石シーウェイブスアカデミー対静岡ブルーレヴズラグビースクール」 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

5,396 5,378 0 0 5,378 0 

（文化スポーツ課） 

10.教育費 7.保健体育費 1.保健体育総務費 
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６ スポーツ合宿誘致推進事業 基金 

釜石鵜住居復興スタジアムや根浜多目的広場、市民体育館をはじめとする当市スポーツ施設を活

用しながら、スポーツ団体の合宿を誘致した。 

 ≪事業内容≫ 

○ 出張旅費（57千円） 

   ○ 根浜グラウンド（多目的広場）除草剤・芝生種子・肥料等消耗品費（786千円） 

   ○ スポーツ合宿誘致推進事業補助金（2,660千円） 

≪事業の成果≫ 

全国の高等学校強豪ラグビー部等の合宿のほか、野球やサッカーなどの競技合宿を誘致するこ

とによりスポーツ振興を図った。また、交流人口の拡大や地域経済波及効果を創出するなどス

ポーツツーリズムの推進につなげた。 

    ・誘致件数 33件、延べ宿泊者数 1,380人泊 

・主な合宿利用団体：常翔学園高等学校ラグビー部、東福岡高等学校ラグビー部、 

國學院栃木高等学校ラグビー部、札幌山の手高等学校ラグビー部、 

駒澤大学付属苫小牧高校野球部ほか 

   単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

4,432 3,503 0 0 3,503 0 

（文化スポーツ課） 

 

 

７ スタジアムコンサート誘致推進事業 基金 

市民が熱望する釜石鵜住居復興スタジアムにおけるスタジアムコンサート誘致継続と、出演者や

ボランティア等の参加者同士のつながりを創出する実施体制の構築に向けた音楽イベントを開催し

た。 

≪事業内容≫ 

   ○ スタジアムコンサート誘致推進補助金（3,780千円） 

≪事業の成果≫ 

これまでプロの公演が中心であったスタジアムコンサートにおいて、ダンスや合唱、アマチュ

アバンドなどプロ・アマ合わせて12組が出演する新たな形の音楽イベントを開催し、スタジアム

利用の拡大、出演者やボランティア、参加者同士のつながり創出や交流人口の拡大につなげた。 

・うのスタ☆音楽の日2025（令和７年９月14日） 観客及び来場者数700名 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

3,780 3,780 2,520 0 1,260 0 

          （文化スポーツ課） 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 7.保健体育費 1.保健体育総務費 
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１ 体育施設等管理運営費 

市内社会体育施設の指定管理による管理運営を行うとともに、必要な維持管理業務を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 社会体育施設保険料（448千円） 

○ 旧大松小学校屋内運動場（体育館）消防用設備保守点検委託料（22千円） 

○ 唐丹グラウンド維持管理委託料（200千円） 

○ 市営プール蒸気ボイラ点検委託料（271千円） 

○ 市民体育館空調機器フィルター交換修繕料（2,475千円） 

○ 旧大松小学校体育館電気料金（390千円） ほか 

○ 体育施設維持管理状況 

施設名 管理費 利用者数 指定管理者 

釜石市民交流センター 8,404千円 6,628人 協立管理工業㈱ 

釜石市営プール 49,918千円 20,134人 協立管理工業㈱ 

釜石市球技場（弓道

場、多目的広場含む） 

11,887千円 50,133人 協立管理工業㈱ 

釜石市民体育館 28,174千円 36,824人 協立管理工業㈱ 

平田公園野球場（クラ

ブハウス含む） 

18,197千円 12,262人 釜石市体育協会 

昭和園クラブハウス、

中妻体育館 

4,175千円 12,694人 釜石市体育協会 

合 計 120,755千円 138,675人  

≪事業の成果≫ 

市内スポーツ施設の管理において、利用者目線での環境を整えるべく計画的に修繕を行ったほ

か、築年数の経過に伴い生じた施設の修繕を実施した。指定管理施設においては、施設利用者か

らのアンケートを実施し、ニーズに沿ったサービスの提供が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

127,629 126,817 0 0 1,236 125,581 

（文化スポーツ課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 7.保健体育費 2.体育施設費 
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２ 釜石鵜住居復興スタジアム維持管理費 基金 

  釜石鵜住居復興スタジアムの運営、維持管理業務を行った。 

 ≪事業内容≫ 

○ ハイブリッド芝生維持管理ほか委託料（20,583千円） 

○ スタジアム光熱水費（4,544千円） 

○ スタジアム備品購入費（563千円） ほか 

≪事業の成果≫ 

スタジアムの適正な維持管理を行いつつ、各種ラグビー試合の誘致やイベント開催のほか、修

学旅行や体験学習などのラグビー以外のイベント開催の受入れも実施したことにより、多くの来

場者の受入れによる交流人口の拡大と経済波及効果を得ることができた。 

    ・利用件数 222件   

    ・利用者数 23,723人 

    ・来場者数 30,468人 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

28,575 27,906 0 0 27,906 0 

 （文化スポーツ課） 

 

 

３ 釜石市球技場改修事業【新規】 

経年劣化が進むサッカーピッチの人工芝の張替改修を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 釜石市球技場人工芝張替委託料（84,590千円） 

≪事業の成果≫ 

  人工芝の張替により、施設利用者の転倒・ケガ等のリスクの低減と快適・高品質な競技環境が

整い、利用者の安全・安心の確保と利用率の向上につながった。 

単位：千円） 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

91,597 84,590 0 60,500 24,000 90 

（文化スポーツ課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 7.保健体育費 2.体育施設費 
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１ 学校給食センター運営費 重点 

市内小・中学校及び岩手県立釜石祥雲支援学校（小学校９校、中学校５校、特別支援学校１校 

計15校）に完全給食を提供した。また、物価高騰による食材費の値上がり分への補助を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 光熱水費（25,743千円） 

○ 賄材料費（77,282千円） 

○ 調理委託料（74,851千円） 

○ 配送委託料（30,796千円） 

○ その他経費（19,150千円） 

≪事業の成果≫ 

完全給食を実施することにより、栄養バランスの良い安全でおいしい学校給食の提供、望まし

い食習慣の定着など食育の推進、地域の食材や産業についての理解の深化が図られた。また、物

価高騰による食材費の値上がり分について補助を行うことで、学校給食の安定的な提供を維持す

るとともに、保護者負担の軽減が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

243,164 227,822 11,078 0 67,023 149,721 

 （学校給食センター） 

 

 

２ 学校給食用牛乳保冷庫更新事業【新規】 

安心安全で確実な学校給食を学校の給食実施日に確実に提供し、学校給食を生かした食育の推進

につなげるため、経年劣化している牛乳保冷庫を更新した。 

≪事業内容≫ 

○ 学校給食用牛乳保冷庫購入費（660千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   学校給食用牛乳の安全な提供に不可欠な牛乳保冷庫１台（小佐野小学校）の更新を実施するこ

とにより、安心安全で確実な学校給食の継続的提供が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

1,192 660 0 600 0 60 

（学校給食センター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.教育費 7.保健体育費 3.学校給食費 
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３ 子ども・子育て支援給付事業（給食費の一部無償化事業）重点 

多子世帯の経済的負担を軽減するため、第２子以降の児童生徒の給食費を無償化した。 

≪事業内容≫ 

○ 対象人数 601人（小学生 393人、中学生208人） 

 ≪事業の成果≫ 

   第２子以降の児童生徒の給食費無償化を実施することにより、多子世帯の経済的負担の軽減が

図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

40,192  35,649 0 0 0 35,649 

（学校給食センター） 

 

 

４ 準要保護児童生徒給食援助費 

就学困難と認められる児童生徒（準要保護児童生徒）の保護者に対し、給食費の援助を行い、小

中学校における義務教育の円滑な実施を図った。 

また、東日本大震災において被災した児童生徒も準要保護児童生徒として当該保護者に対して同

様の援助を行った。 

≪事業内容≫ 

○ 援助対象人数 準要保護者494人 

 ※令和８年３月末現在（年度途中で転出・廃止及び要保護に変更した児童生徒を含む。） 

≪事業の成果≫ 

経済的な理由により就学困難な児童生徒及び東日本大震災で被災した児童生徒の保護者に対し、

給食費の援助を行うことにより、義務教育の円滑な実施と児童生徒の健康の保持増進が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

（流用含む） 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

25,934 24,073 4,973 0 0 19,100 

（学校教育課） 

 

 

 

10.教育費 7.保健体育費 3.学校給食費 
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第11款 災害復旧費 

１ 農業用施設災害復旧事業（７年豪雨災） 

令和７年11月の豪雨によって、被害を受けた農業用施設（農地・水路）について復旧工事を実施

した。 

≪事業内容≫ 

○ 令和７年11月豪雨に伴う農業用施設災害復旧委託料（1,969千円） 

 ≪事業の成果≫ 

   復旧工事を実施することにより、安全安心な営農活動の確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,000 1,969 0 1,200 0 769 

（水産農林課） 

 

 

 

１ 林業用施設災害復旧事業（７年豪雨災） 

令和７年11月の豪雨によって、被害を受けた林業用施設（道路）について復旧工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 令和７年11月豪雨に伴う林業用施設災害復旧委託料（2,157千円） 

 ≪事業の成果≫ 

復旧工事を実施することにより、道路環境の確保と安全安心な営林活動の確保が図られた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

2,800 2,157 0 1,400 0 757 

（水産農林課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.災害復旧費 2.農林水産施設災害復旧費 1.農業用施設災害復旧費 

11.災害復旧費 2.農林水産施設災害復旧費 2.林業用施設災害復旧費 
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１ 公共土木施設災害復旧事業（７年豪雨災） 

令和７年11月の豪雨により被害を受けた道路・河川について復旧工事を実施した。 

≪事業内容≫ 

○ 令和７年11月豪雨に伴う道路災害復旧委託料（18,069千円） 

○ 令和７年11月豪雨に伴う河川災害復旧委託料（19,448千円） 

≪事業の成果≫ 

豪雨により被災した道路・河川を早期に復旧することにより、市民生活の安全性の向上が図ら

れた。 

単位：千円 

予 算 額 

(流用含む) 
決 算 額 

財 源 内 訳 

国県支出金 市  債 そ の 他 一般財源 

37,600 37,517 0 37,500 0 17 

（建設課） 

 

 

11.災害復旧費 3.公共土木施設災害復旧費 1.公共土木施設災害復旧費 
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第 12款  公 債 費 

 
○ 地方債償還の状況 

元金償還金 1,925,554,365円（うち臨時財政対策債：562,078,365円） 

利子償還金   73,206,383円（うち臨時財政対策債： 11,197,643円） 

 
○ 地方債借入の状況 

 
 
 
 

事  業  名 借入額 利率 期間 借入先 

公共事業等  急傾斜地崩壊対策事業負担金 
 道路新設改良事業【繰越】 

4,900千円 
80,000千円 

1.710% 
2.000% 

10年 
12年 

市有物件災害共済会 
財務省 

防災・減災・ 
国土強靭化 

 県営漁港整備負担金 
急傾斜地崩壊対策事業負担金 

 橋りょう改修・補強事業【繰越】 

37,500千円 
11,500千円 

800千円 

2.300% 
1.710% 
2.000% 

12年 
10年 
12年 

財務省 
市有物件災害共済会 
財務省 

公営住宅建設  公営住宅等長寿命化事業 
  公営住宅解体事業 

41,500千円 
50,300千円 

3.100% 
2.100% 

25年 
10年 

地方公共団体金融機構 
財務省  

災害復旧  現年発生単独災害復旧事業 40,100千円 2.100%  10年  財務省 

一般単独  一般事業 
 市営釜石ビル改修事業 
防災対策事業 
 県単治山事業負担金 
緊急防災・減災事業 
 新庁舎建設事業 
 防災行政情報通信ネットワーク更新事業負担金 
 釜石大槌地区行政事務組合分担金 
公共施設等適正管理推進事業 
 道路新設改良事業 
緊急自然災害防止対策事業 
 農業用施設改修事業 
 河川安全対策事業 
 道路新設改良事業 
緊急浚渫推進事業 
 河川改良事業  

  
115,300千円 

  
900千円 

  
3,529,800千円 

5,600千円 
509,600千円 

  
19,900千円 

 
5,800千円 
24,900千円 
19,900千円 

  
14,300千円  

  
1.905% 
  
2.100% 
  
1.900% 
2.259% 
2.259% 
  
1.905% 
 
2.800% 
2.800% 
2.800% 
  
1.905%  

  
12年 
  
10年 
  
30年 
10年 
10年 
  
12年 
 
20年 
20年 
20年 
  
10年  

  
宮古信用金庫 
  
財務省 
  
地方公共団体金融機構 
東北銀行  
東北銀行  
 
宮古信用金庫 
 
地方公共団体金融機構 
地方公共団体金融機構 
地方公共団体金融機構 
  
宮古信用金庫  

辺地対策  橋野地区消防屯所建設事業 137,900千円 2.100% 10年 財務省 

過疎対策  地域情報通信施設維持管理費
三陸鉄道運営支援事業 

 集会所改修事業 
 障がい者グループホーム施設整備事業費補助金 
釜石斎場運営経費 

 水産物供給基盤機能保全事業 
 県営漁港整備負担金 
 道路新設改良事業 
 橋りょう改修・補強事業 
 公園施設長寿命化対策事業 
 都市公園等復旧整備事業 
 学校施設トイレ洋式化事業 
 スクールバス購入事業 
 鉄の歴史館改修事業 
 橋野鉄鉱山インフォメーションセンター共通展示整備事業 
 釜石市球技場改修事業 
 学校給食用牛乳保冷庫更新事業 
 釜石港振興事業 
 橋りょう改修・補強事業【繰越】 

11,300千円 
17,000千円 
6,800千円 
7,700千円 
5,600千円 
22,700千円 
22,400千円 
72,800千円 
30,100千円 
21,100千円 
49,900千円 
94,900千円 
7,400千円 
7,300千円 
4,900千円 
60,500千円 

600千円 
35,000千円 
17,600千円 

2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.300% 
2.000% 

12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 
12年 

財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 
財務省 

合計 5,146,100千円  
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(2) 特別会計 

１ 国民健康保険事業特別会計 

○ 被保険者数・加入率とも減少となった。 

○ 医療費総額の減額に伴い、被保険者一人当たりの医療費も減額となった。 

○ 国民健康保険税については、被保険者一人当たりの調定額は増額となり、収納率は前年度と比

較して微減となった。 

 

１ 決算の状況 

（歳入）                                     単位：円 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 国民健康保険税 443,499,065 457,828,903 △14,329,838 

2 使用料及び手数料 13,100 27,600 △14,500 

3 国庫支出金 1,201,000 75,000 1,126,000 

6 県支出金 2,520,230,802 2,766,504,208 △246,273,406 

8 財産収入 1,101,274 273,043 828,231 

9 繰入金 318,875,860 336,490,716 △17,614,856 

10 繰越金 27,321,445 51,666,086 △24,344,641 

11 諸収入 6,027,657 54,816,627 △48,788,970 

計 3,318,270,203 3,667,682,183 △349,411,980 

（歳出） 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 総務費 85,108,396 83,512,237 1,596,159 

2 保険給付費 2,442,965,016 2,695,254,352 △252,289,336 

3 国民健康保険事業費納付金 728,820,861 763,425,576 △34,604,715 

9 保健事業費 36,696,426 36,426,883 269,543 

10 基金積立金 9,749,000 5,775,000 3,974,000 

12 諸支出金 8,622,862 55,966,690 △47,343,828 

計 3,311,962,561 3,640,360,738 △328,398,177 

○ 財政調整基金残高    524,964千円（前年度 515,215千円） 

○ 一般会計繰入金     318,876千円（前年度 336,491千円） 

※ 基金残高は出納整理期間中の取崩、積立を反映した額です。 

※ 収納率：令和６年度 95.62％  令和７年度 94.91％ 

 

２ 事業の状況 

○ 人間ドック受診料の助成  

＜対象＞ 

・40歳から 70歳までの５歳きざみの年齢に該当する被保険者 

・特定健診を受けてない被保険者 

○ 特定健診・特定保健指導事業 

  ＜対象＞ 

    ・40歳以上の被保険者 
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（別表） 

１ 年度別国民健康保険加入状況（３月末）               単位：世帯・人・％ 

区   分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

総世帯数 16,061 15,816 15,713 15,582 15,282 15,012 

国保世帯数 4,990 4,840 4,621 4,384 4,150 4,001 

加 入 率 31.06 30.60 29.40 28.14 27.16 26.65 

総 人 口 31,840 31,031 30,288 29,556 28,588 27,745 

国保加入者 7,150 6,875 6,494 6,033 5,597 5,313 

加 入 率 22.45 22.15 21.44 20.41 19.58 19.15 

 

２ 被保険者数の推移(年度別平均)                     単位：人・％ 

区   分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

一 般 分 

（高齢受給者） 

7,273 

（2,133） 

7,064 

（2,307） 

6,715 

（2,319） 

6,312 

（2,252） 

5,892 

（2,097） 

5,528 

（1,960） 

 

３ 国民健康保険税の推移                         単位：円・％ 

区   分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

一世帯当たり調定額 

増減率 

102,363 

5.3 

101,087 

△1.2 

106,553 

5.4 

106,136 

△0.4 

108,348 

2.1 

110,397 

1.9 

一人当たり調定額 

増減率 

70,977 

6.2 

70,793 

△0.3 

75,388 

6.5 

76,373 

1.3 

79,349 

3.9 

82,258 

3.7 

収  納  率 96.29 96.53 96.35 95.49 95.62 94.91 

14市一人当たり調定額 83,943 85,033 83,950 85,089 87,922 － 

 

４ 一人当たり診療費の推移（入院・入院外・歯科）             単位：円・％ 

区   分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

一   般 

増減率 

377,132 

0.9 

405,614 

7.6 

404,683 

△0.2 

401,162 

△0.9 

408,906 

1.9 

393,420 

△3.8 

うち高齢受給者 

増減率 

377,452 

△4.7 

408,859 

8.3 

412,231 

0.8 

418,436 

1.5 

414,593 

△0.9 

380,542 

△8.2 

全   体 

増減率 

377,132 

0.9 

405,614 

7.6 

404,683 

△0.2 

401,162 

△0.9 

408,906 

1.9 

393,420 

△3.8 

県内 14市 

増減率 

300,046 

△0.6 

315,107 

5.0 

317,878 

0.8 

331,200 

4.2 

332,516 

0.4 

－ 

－ 
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５ 各指標の推移 

(1) 被保険者一人当たりの療養諸費費用額（療養諸費費用額／被保険者数） 

年度 
釜石市 

（円） 

県内 14市 

（円） 

 
年度 

療養諸費費用額 

（千円） 

増減率 

（％） 

被保険者数 

（人） 

増減率 

（％） 

２年度 488,771 392,062  ２年度 3,554,829 △2.4 7,273 △2.6 

３年度 517,917 410,436  ３年度 3,658,569 2.9 7,064 △2.9 

４年度 517,018 414,755  ４年度 3,471,776 △5.1 6,715 △4.9 

５年度 515,280 431,507  ５年度 3,252,445 △6.3 6,312 △6.0 

６年度 524,903 435,856  ６年度 3,092,728 △4.9 5,892 △6.7 

７年度 508,686 －  ７年度 2,812,013 △9.1 5,528 △6.2 

資料：国民健康保険事業状況、国民健康保険事業年報 

※ 療養諸費費用額 

療養給付費費用額（入院・入院外・歯科及び調剤の診療報酬 10 割分）と療養費、入院時食事

療養費、訪問看護療養費等の費用額の合計額 

 

(2) 受診率（受診件数／被保険者数×100） 

年度 釜石市(％) 県内 14 市(％)  年度 受診件数（件） 増減率（％） 

２年度 994.9 1,081.5  ２年度 72,358 △6.8 

３年度 1,033.6 1,118.5  ３年度 73,012 0.9 

４年度 1,020.3 1,132.7  ４年度 68,513 △6.2 

５年度 1,049.2 1,153.6  ５年度 66,225 △3.3 

６年度 1,069.0 1,164.0  ６年度 62,984 △4.9 

７年度 1,053.2 ―  ７年度 58,222 △7.6 

資料：国民健康保険事業状況、国民健康保険事業年報 

 

(3) 一件当たりの診療費（診療費／受診件数） 

年度 釜石市(円) 県内 14 市(円)  年度 診療費（千円） 増減率（％） 

２年度 37,907 27,744  ２年度 2,742,878 △1.7 

３年度 39,244 28,171  ３年度 2,865,257 4.5 

４年度 39,663 28,065  ４年度 2,717,444 △5.2 

５年度 38,235 28,710  ５年度 2,532,133 △5.4 

６年度 38,252 28,567  ６年度 2,409,272 △4.9 

７年度 37,354 －  ７年度 2,174,827 △9.7 

資料：国民健康保険事業状況、国民健康保険事業年報     ※診療費は一部負担金を含む 
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２ 後期高齢者医療事業特別会計 

平成 20 年度から施行された後期高齢者医療制度に伴い、岩手県後期高齢者医療広域連合に対して、

市町村が徴収した保険料や県、市が負担する保健基盤安定負担金等を納付するとともに、保険料徴

収等の市町村事務を行い、後期高齢者医療制度の安定的な運営を行った。 

 

１ 決算の状況 

（歳入）                                      単位：円 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 後期高齢者医療保険料 351,666,000 342,072,100 9,593,900 

2 使用料及び手数料 800 4,000 △3,200 

3 国庫支出金 2,767,000 0 2,767,000 

4 繰入金 165,698,810 160,258,130 5,440,680 

5 繰越金 0 110,667 △110,667 

6 諸収入 28,831,476 21,787,081 7,044,395 

計 548,964,086 524,231,978 24,732,108 

（歳出） 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 総務費 19,879,669 7,995,546 11,884,123 

2 後期高齢者医療広域連合納付金 496,383,110 489,230,225 7,152,885 

3 保健事業費 31,119,433 26,222,407 4,897,026 

4 諸支出金 1,285,500 783,800 501,700 

計 548,667,712 524,231,978 24,435,734 

○ 一般会計繰入金    165,699千円（前年度 160,258千円） 

（別表） 

１ 被保険者数（各年度３月 31日現在） 

令和７年度 6,984人  令和６年度   6,978人  令和５年度   7,020人   

 

２ 保険料収納状況 

(1) 現年度分                             単位：千円・％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  度 調定額 収納済額 収納率 

令和７年度 350,311 348,127 99.37％ 

（特別徴収） 258,446 258,446 100.00％ 

（普通徴収） 91,865 89,681 97.62％ 

令和６年度 341,124 339,073 99.39％ 

（特別徴収） 249,018 249,018 100.00％ 

（普通徴収） 92,106 90,055 97.76％ 

令和５年度 308,819 307,519 99.57％ 

（特別徴収） 227,349 227,349 100.00％ 

（普通徴収） 81,470 80,170 98.40％ 
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(2) 滞納繰越分                            単位：千円・％ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  度 調定額 収納済額 収納率 

令和７年度 3,383 1,082 31.98％ 

令和６年度 2,482 1,150 46.33％ 

令和５年度 2,018 801 39.69％ 
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３ 介護保険事業特別会計 

○ 介護保険法に基づく各種サービスに係る給付を行い、適正なサービス提供と効率的な事業運営

に努めた。 

○ 住民主体による介護予防・生活支援サービス（訪問型・通所型サービスＢ）補助事業を活用し、

一定の基準を満たす要支援者等の日常生活を支える住民主体の活動を支援した。 

○ 地域包括支援センターでは、要支援１・２の方及び総合事業対象者に対し、介護予防及び自立

支援に向けたケアマネジメントを行った。また、地域支援事業を展開し、介護予防事業や地域の

実情に応じた任意事業等に取り組んだ。 

○ 一般介護予防事業では、口腔機能向上事業や認知症予防教室を実施するとともに、「いきいき

100歳体操」の普及啓発に取り組んだ。さらに、閉じこもり等予防事業、スポーツ教室による高

齢者等健康支援事業などを実施し、高齢者の健康維持・改善に努めた。また、認知症予防対策と

して、電話による「あたまの健康チェック」を実施し、認知機能低下の予防に向けた意識づけを

促した。 

○ 認知症高齢者対策としては、認知症高齢者家族介護支援事業、認知症高齢者ＳＯＳネットワー

ク事業、認知症カフェを実施したほか、認知症初期集中支援チームによる相談・支援を行い、早

期対応・早期受診につなげた。 

○ 保険料収入は、被保険者数の減少に伴い減少となった。 

○ 保険給付費のうち居宅介護サービス給付費は、訪問介護サービスの利用減少等に伴い減額に、

また、地域密着型介護サービス給付費は、看護小規模多機能型居宅介護サービスの利用増加等に

伴い増額となった。 

 

１ 決算の状況 

(1) 保険事業勘定 

（歳入）                                   単位：円 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 保険料 691,820,100 699,326,400 △7,506,300 

2 分担金及び負担金 5,158,965 5,168,579 △9,614 

3 使用料及び手数料 300 5,500 △5,200 

4 国庫支出金 1,080,376,283 1,082,592,595 △2,216,312 

5 支払基金交付金 1,058,468,000 1,069,290,961 △10,822,961 

6 県支出金 587,605,445 574,440,402 13,165,043 

7 財産収入 952,194 217,309 734,885 

8 繰入金 650,137,061 591,054,541 59,082,520 

9 繰越金 11,961,241 64,500 11,896,741 

10 諸収入 162,600 360,714 △198,114 

計 4,086,642,189 4,022,521,501 64,120,688 
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（歳出） 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 総務費 97,945,197 53,899,833 44,045,364 

2 保険給付費 3,818,805,109 3,798,457,604 20,347,505 

4 基金積立金 952,194 217,309 734,885 

5 地域支援事業費 130,919,845 120,143,767 10,776,078 

6 諸支出金 37,482,449 37,841,747 △359,298 

計 4,086,104,794 4,010,560,260 75,544,534 

○ 介護給付費準備基金残高  400,026千円（前年度 412,074千円） 

○ 一般会計繰入金      637,137千円（前年度 591,055千円） 

※ 基金残高は出納整理期間中の取崩、積立を反映した額です。 

 

(2) サービス事業勘定 

（歳入）                                    単位：円 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 サービス収入 13,334,160 12,706,360 627,800 

2 繰入金 13,159,468 15,572,179 △2,412,711 

計 26,493,628 28,278,539 △1,784,911 

                                     

（歳出） 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 総務費 6,433,900 12,424,981 △5,991,081 

2 事業費 20,059,728 15,853,558 4,206,170 

計 26,493,628 28,278,539 △1,784,911 

○ 一般会計繰入金  13,159千円（前年度 15,572千円） 

 

 

２ 保険給付費給付状況 

   単位：千円・％ 

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率 

居宅介護サービス給付費 1,149,404 1,158,757 △ 9,353 △ 0.8 

地域密着型介護サービス給付費 792,171 759,555 32,616 4.3 

施設介護サービス給付費 1,391,590 1,392,688 △ 1,098 △0.1 

居宅介護福祉用具購入費 3,861 4,024 △ 163 △ 4.1 

居宅介護住宅改修費 6,468 5,978 490 8.2 

居宅介護サービス計画給付費 188,320 190,641 △ 2,321 △1.2 

介護予防サービス給付費 47,594 47,437 157 0.3 

地域密着型介護予防サービス給付費 1,185 954 231 24.2 

介護予防福祉用具購入費 1,029 1,171 △ 142 △12.1 
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介護予防住宅改修費 3,783 3,391 392 11.6 

介護予防サービス計画給付費 13,385 12,820 565 4.4 

審査支払手数料 3,678 3,713 △ 35 △ 0.9 

高額介護サービス費 99,796 98,169 1,627 1.7 

高額介護予防サービス費 19 25 △ 6 △24.0 

高額医療合算介護サービス費 10,058 9,345 713 7.6 

高額医療合算介護予防サービス費 0 35 △ 35 △100.0 

特定入所者介護サービス費 106,423 109,658 △ 3,235 △ 3.0 

特定入所者介護予防サービス費 41 97 △ 56 △57.7 

合    計 3,818,805 3,798,458 20,347 0.5 

 

 

３ 保険料収納状況 

単位：千円・％ 

区 分 調定額 収入済額 還付未済額 収納率 

特別徴収 638,574 639,969 1,395 100.2 

普通徴収 
現年度分 52,861 50,205 28 95.0 

過年度分 5,366 1,646 0 30.7 

合 計 696,801 691,820 1,423 99.3 

 

 

４ 事業の状況 

(1) 保険給付  3,818,805千円 

介護保険法に基づく各種介護サービスに係る給付を行い、適正なサービス提供を図るととも

に、効率的な事業運営に努めた。 

① 居宅サービス受給者数（令和８年３月分）                    単位：人 

区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

第１号被保険者 103  140  430  337  159  122  80  1,371  

第２号被保険者 2  4  4  10  1  4  1  26  

合 計 105  144  434  347  160  126  81  1,397  

 

② 地域密着型サービス受給者数（令和８年３月分）                 単位：人 

区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

第１号被保険者 2  2  99 84  58  50  43  338  

第２号被保険者 0  0  1  0  1  0  1  3  

合 計 2  2 100  84  59  50  44  341  
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③ 施設介護サービス受給者数（令和８年３月分）               単位：人 

区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

介護老人福祉施設 0  0  0  1  36  112  74  223 

介護老人保健施設 0  0  31  45  52  41  15  184 

介護療養型医療施設 0  0  0  0  0  0  0  0 

介護医療院 0  0  0  1  0  0  1  2 

合 計 0  0  31 47 88  153  90 409 

 

(2) 要介護認定事業 

被保険者からの要介護認定申請を受け、主治医意見書の入手及び要介護認定調査を行い、介

護認定審査会の審査判定を経て、その結果を被保険者に通知した。 

① 申請件数等 

区分 令和７年度 令和６年度 比較増減 

要介護認定申請件数 2,453件 2,355件 98 

主治医意見書入手件数 2,358件 2,243件 115 

要介護認定調査実施件数 2,327件 2,229件 98 

   

② 要介護認定者数（３月末現在、認定有効期間中である者） 

区 分 令和７年度 令和６年度 比較増減 

要支援１ 424 429 △5 

要支援２ 298 258 40 

要介護１ 618 607 11 

要介護２ 476 459 17 

要介護３ 284 315 △31 

要介護４ 341 344 △3 

要介護５ 206 205 1 

合 計 2,647 2,617 30 

 

(3) 介護認定審査会事業 

大槌町と共同設置している介護認定審査会を開催し、要介護認定調査結果及び主治医意見書

をもとに、要介護認定の審査・判定を行った。（審査会委員構成：７合議体×各５名） 

区 分 令和７年度 令和６年度 比較増減 

審査件数 2,388 2,258 130 

開催回数 87回 90回 △3 
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(4) 地域支援事業 

高齢者を対象として、介護予防及び日常生活の自立支援を目的に、介護予防事業及び地域の

実情に応じて取り組む任意事業を実施した。また、包括的支援事業として総合相談支援業務や

権利擁護に関する取組のほか、地域ケア会議の開催や在宅医療・介護連携推進事業により、医

療や介護に従事する支え手同士のネットワーク構築や取組の見える化を推進した。 

（別表） 

（1）口腔機能向上事業（歯つらつ健口教室）    （2）認知症予防教室  

区 分 ７年度 ６年度  区 分 ７年度 ６年度 

実施回数 16回 12回  実施回数 10回 10回 

参加延人数 136人 111人  参加延人数 106人 105人 

 

（3）認知症カフェ                （4）家族介護教室 

区 分 ７年度 ６年度  区 分 ７年度 ６年度 

開催回数 18回 19回  開催回数 52回 50回 

参加延人数 294人 375人  参加実人数 99人 141人 

    参加延人数 480人 524人 

   

（5）家族介護用品支給事業             （6）高齢者等配食サービス事業 

区 分 ７年度 ６年度  区 分 ７年度 ６年度 

支給者数 83人 108人  利用者数 64人 51人 

    配食数 2,228食 2,105食 

 

（7）閉じこもり等予防事業          （8）スポーツ教室による高齢者等健康支援事業 

区 分 ７年度 ６年度  区 分 ７年度 ６年度 

開催回数 213回 219回  開催回数 450回 463回 

参加延人数 1,596人 1,522人  参加延人数 5,221人 4,889人 

 

（9）認知症高齢者徘徊ＳＯＳネットワーク事業 （10）あたまの健康チェック事業 

区 分 ７年度 ６年度  区 分 ７年度 ６年度 

登録者数 58人 70人  実施人数 94人 74人 

 

（11）介護予防普及啓発事業 

（100 歳体操動機付け支援）  （100 歳体操導入支援） 

区 分 ７年度 ６年度  区 分 ７年度 ６年度 

開催回数 1回 2回  開催回数 1回 2回 

参加延人数 14人 8人  参加延人数 6人 15人 

 

（100 歳体操継続支援） 

区 分 ７年度 ６年度 

開催回数 9回 7回 

参加延人数 219人 201人 
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４ 魚市場事業特別会計 

〇 釜石市魚市場施設の適切な維持管理を図るため、オーバースライディングドア、海水紫外線殺菌

装置の修繕の実施や漁港占用料等の必要経費を負担した。 

○ 魚市場使用料については、釜石市魚市場を運営する釜石市漁業協同組合連合会の資金不足を原因

とする魚市場運営の継続が困難な状況を鑑み、令和６年度に引き続き減免を行った。 

  

１ 決算の状況 

（歳入）                                     単位：円 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

5 繰入金 5,474,008 5,550,300 △76,292 

計 5,474,008 5,550,300 △76,292 

 

（歳出） 

款 令和７年度 令和６年度 比較増減 

1 魚市場費 5,474,008 5,550,300 △76,292 

計 5,474,008 5,550,300 △76,292 

 

２ 釜石市魚市場運営事業 

≪事業内容≫ 

   ○ 需用費                        1,920千円 

   ○ 役務費（火災保険料）                   324千円 

   ○ 委託料                      460千円 

   ○ 使用料及び賃借料（占用料）           2,770千円 

  

（別表） 

釜石市魚市場水揚高                         単位：トン・千円(税抜) 

区 分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

数 量 10,666 10,855 8,064 6,295 4,498 9,628 5,657 

金 額 1,288,668 1,464,426 1,030,143 894,846 1,201,836 1,756,806 1,958,873 

  ※金額表記を税抜金額に変更 
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令和７年度定額の基金の運用状況調書 

 

 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 241条第５項の規定により、令和７年度における

定額の資金を運用する基金の状況について、別冊のとおり監査委員の意見を付けて次のと

おり提出する。 

 

 

   令和８年８月 24日 

 

 

                         釜石市長  小 野   共 
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１ 令和７年度釜石市国民健康保険高額療養資金貸付基金運用状況 

 １ 基 金 の 額                  １２，０００，０００円 

 ２ 収 入 額                  １１，２５１，２６１円 

 ３ 支 出 額                            ０円 

 ４ 差 引 残 額                  １１，２５１，２６１円 

    うち翌年度基金繰越額           １２，０００，０００円 

    現 金           １１，２５１，２６１円 

    貸 付 金                ７４８，７３９円 

 ５ 基金回転率                        ０．００回 

 

 

２ 令和７年度岩手県収入証紙調達基金運用状況 

 １ 基 金 の 額                   １，０００，０００円 

 ２ 収 入 額                   ２，３３５，２４０円 

 ３ 支 出 額                   ２，１０１，７００円 

 ４ 差 引 残 額                     ２３３，５４０円 

    うち翌年度基金繰越額            １，０００，０００円 

    現 金              ２３３，５４０円 

    証 紙 保 管 高              ７６６，４６０円 

 ５ 基金回転率                         ２．１回 

 

 

３ 令和７年度釜石市福祉医療資金貸付基金運用状況 

 １ 基 金 の 額                  ２０，０００，０００円 

 ２ 収 入 額                  ２０，２６０，０３０円 

 ３ 支 出 額                   １，４６０，３５０円 

 ４ 差 引 残 額                  １８，７９９，６８０円 

    うち翌年度基金繰越額           ２０，０００，０００円 

    現 金           １８，７９９，６８０円 

    貸 付 金            １，２００，３２０円 

 ５ 基金回転率                        ０．０７回 
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４　地方債現在高
(1)　事業別 (単位：千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度

現 在 高 発 行 額 元  金 利  子 計

1 324,183 82,800 73,883 3,384 77,267 333,100

126,570 39,259 2,069 41,328 87,311

2 91,400 49,800 2,497 832 3,329 138,703

3 110,907 91,800 10,849 823 11,672 191,858

4 1,070,336 40,100 176,436 1,842 178,278 934,000

595,711 40,100 96,343 1,055 97,398 539,468

474,625 80,093 787 80,880 394,532

5 39,809 2,437 144 2,581 37,372

6 403,711 69,514 4,798 74,312 334,197

333,643 58,402 4,608 63,010 275,241

1,883 1,883 1 1,884

68,185 9,229 189 9,418 58,956

7 5,413,124 4,246,000 △1 188,665 34,052 222,717 9,470,458

303,300 4,853 4,853 303,300

27,210 900 5,782 77 5,859 22,328

137,504 58,939 1,755 60,694 78,565

140,082 △1 11,763 352 12,115 128,318

1,980,332 78,295 5,292 83,587 1,902,037

2,369,235 4,045,000 6,139 17,851 23,990 6,408,096

20,500 19,900 1,502 128 1,630 38,898

318,018 50,600 12,897 3,010 15,907 355,721

90,851 14,300 7,349 585 7,934 97,802

8 78,900 137,900 3,576 644 4,220 213,224

9 5,948,314 495,600 786,442 14,199 800,641 5,657,472

35,000 35,000

10 24,231 1 5,587 416 6,003 18,645

11 62,836 2,100 12,858 868 13,726 52,078

12 2,919 182 1 183 2,737

13 6,240 4,756 6 4,762 1,484

14 5,052,427 562,079 11,197 573,276 4,490,348

15 219,574 △8,159 25,793 25,793 185,622

う ち 予 算 貸 付 に よ る も の 219,574 △8,159 25,793 25,793 185,622

18,848,911 5,146,100 △8,159 1,925,554 73,206 1,998,760 22,061,298

　資料：地方財政状況調査

(2)　借入先別 (単位：千円）
令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度

現 在 高 発 行 額 元  金 利  子 計

1 12,235,463 843,100 1,553,401 34,582 1,587,983 11,525,162

2 169,921 51,794 2,506 54,300 118,127

3 5,216,987 3,621,900 237,188 32,070 269,258 8,601,699

4 24,231 1 5,587 416 6,003 18,645

5 714,644 515,200 △ 1 33,422 1,647 35,069 1,196,421

6 234,683 149,500 12,785 1,877 14,662 371,398

7 33,408 16,400 5,584 108 5,692 44,224

8 219,574 △ 8,159 25,793 25,793 185,622

18,848,911 5,146,100 △8,159 1,925,554 73,206 1,998,760 22,061,298

区　　　          　分 調　整　額
令和７年度元利償還額

差 引 現 在 高

公 共 事 業 等 債

う ち 財 源 対 策 債 等

(2) 補 助 災 害 復 旧 事 業 債

防災・減災・ 国土強靭化緊急対策事業債

公 営 住 宅 建 設 事 業 債

災 害 復 旧 事 業 債

(1) 単 独 災 害 復 旧 事 業 債

(2) 一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債

(3) 一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業 債

全 国 防 災 事 業 債

教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業 債

(1) 学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 債

う ち 防 災 対 策 事 業 債

一 般 単 独 事 業 債

う ち 地 域 活 性 化 事 業 債

うち（新）緊急防災・減災事業債

う ち 地 方 道 路 等 整 備 事 業 債

う ち 一 般 事 業 債 （ 河 川 等 分 ）

うち一般事業債（被災施設復旧関連事業分）

うち公共施設等適正管理推進事業債

うち緊急自然災害防止対策事業債

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債

辺 地 対 策 事 業 債

過 疎 対 策 事 業 債

う ち 過 疎 地 域 持 続 的 発 展 特 別 事 業 分

財 源 対 策 債

減 収 補 て ん 債

国 の 予 算 貸 付 ・ 政 府 関 係 機 関 貸 付 債

合　　　　　計

借入先 調　整　額
令和７年度元利償還額

差 引 現 在 高

減 税 補 て ん 債

臨 時 財 政 対 策 債

都 道 府 県 貸 付 金

共 済 等

そ の 他

計

　資料：地方財政状況調査

財 政 融 資 資 金

旧 郵 政 公 社 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

国 の 予 算 貸 付 ・ 政 府 関 係 機 関 貸 付

市 中 銀 行

そ の 他 の 金 融 機 関
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５　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業一覧

(単位：千円）

款 項 目 交付金額 担当課

2 1 6 107,395 税務課

2 1 6 13,042 生活環境課

3 1 1 15,716 地域福祉課

3 1 1 16,817 地域福祉課

7 1 2 255,378 商工観光課

7 1 2 42,648 商工観光課

7 1 2 5,026 商工観光課

7 1 3 1,379 商工観光課

7 1 3 18,203 商工観光課

10 7 3 10,792 学校給食センター

10 7 3 35,648 学校給食センター

522,044

かまいしエール券事業

事業名

キャッシュレス決済ポイント還元事業【明許】

合　　計

定額減税に係る調整給付事業

かまいしプレミアム宿泊プラン応援事業【明許】

学校給食センター運営費

子ども・子育て支援給付事業（給食費の一部無償化事業）

運輸事業者燃料価格高騰対策支援事業

かまいしプレミアム宿泊プラン応援事業

三陸鉄道運営支援事業

冬のぬくもり助成事業

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業
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６　基金充当事業一覧

(単位：千円）

基金名 款 項 目 充当額 担当課

2 1 6 1,201

2 1 6 365

2 1 6 2,288

2 1 6 3,924

2 1 6 554

2 1 6 667

2 1 6 13,505

2 1 7 5,553

8 2 2 3,837

5 2 1 964

7 1 2 150

6 1 3 1,838

6 1 3 122

6 1 3 8,749

6 1 4 1,044

6 3 2 3,862

6 3 2 5,826

6 3 2 250

10 6 5 1,904 文化財課

56,603

2 1 16 597,756 新市庁舎建設推進室

597,756

2 1 6 102,742 オープンシティ・プロモーション室

102,742

3 1 6 200

3 1 6 104

3 1 6 375

4 1 1 292

4 1 1 188

4 1 1 80

4 1 1 23

1,262

3 2 1 70

3 2 1 17,473

3 2 1 675

3 2 1 1,357

3 2 1 74

3 2 1 95

3 2 2 15,004

4 1 1 7,909

4 1 1 929 健康推進課

43,586

6 2 2 37,115 水産農林課

37,115

10 7 1 3,200

10 7 1 715

3,915

庁舎建設基金
新庁舎建設事業

計

企業版ふるさと
納税基金

ワーケーション推進事業【明許】

計

事業名

障がい理解音楽祭開催事業

みんなで創る地域会議事業
まちづくり課

道路維持補修費（地域会議対応分）

漁業共済掛金補助金

市民農園設置事業

かまいし未来づくりプロジェクト事業
総合政策課

産学官連携促進事業

まち・ひと・しごと創生事業

オープンシティ・プロモーション室

高校生のキャリア構築支援事業

学生活動支援事業

定住推進事業

計

農畜産業振興総合支援事業

水産農林課

観光農園設置事業

水産業振興事業

畜産業振興事業

世界遺産登録10周年記念事業

活性化基金
商業振興事業

商工観光課
地域雇用サポート事業

結婚支援事業

水産業融資事業費

文化スポーツ課

手話言語理解促進事業

食生活改善事業

地域福祉課

管理事務費（保健衛生総務費）

がん患者医療用補整具購入費助成金
健康推進課

社会福祉基金

管理事務費（障がい者福祉費）

地域自殺対策事業

計

こども家庭課

森林環境
譲与税基金

森林経営管理事業

計

幼児教育推進事業

子ども・子育て支援給付事業

妊産婦支援事業

地域医療DX推進事業

計

すこやか
子育て基金

地域子ども・子育て支援事業

学習支援を通した子どもサポート事業

子どもの居場所づくり支援事業補助金

心豊かな子ども育成事業

特定教育・保育施設支援事業

スポーツ振興
基金

各種大会等助成事業

計

釜石健康マラソン開催事業
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基金名 款 項 目 充当額 担当課事業名

10 7 1 604

10 7 1 1,686

10 7 1 5,378

10 7 1 3,503

10 7 1 1,260

10 7 2 23,607

36,038

10 1 3 355

10 1 3 5,853

10 1 3 1,038

10 1 3 274

10 1 3 1,350

10 1 3 1,096

10 1 3 2,636

10 1 3 13,143

10 1 3 3,599

10 1 3 4,058

10 3 2 600

10 3 2 286

10 2 1 1,000

10 3 1 1,000

10 3 1 8,263

10 6 1 92 まちづくり課

10 6 1 819 文化スポーツ課

10 6 5 1,000 文化財課

46,462

７　ふるさと寄附金の使途一覧

令和7年度ふるさと寄附金総額　　489,455千円

(単位：千円）

金額

230,677

258,773

86,473

113,156

26,099

3,473

3,473

26,099

5

489,455

文化スポーツ課
ラグビーメモリアルイベント開催事業

スポーツ合宿誘致推進事業

ラグビーによる人材育成事業

かまいしラグビーレガシー継承事業

ラグビーこども
未来基金

教育委員会総務課維持管理費（中学校費）

学校空調整備事業

かまいし絆会議運営事業

学校教育課

教育用コンピュータ管理経費

各種団体等運営事業補助金

かまいしコミュニティスクール推進事業

こころのケア事業

ＩＣＴ支援員配置事業

学校適応支援員配置事業

放課後等学習支援員配置事業

スタジアムコンサート誘致推進事業

釜石鵜住居復興スタジアム維持管理費

計

寄附金の使途

ふるさと便お届け事業

基金積立金　合計

　活性化基金積立金

　庁舎建設基金積立金

　すこやか子育て基金積立金

生涯学習によるまちづくり推進事業

文化芸術振興事業

鉄づくり体験事業

計

教育振興基金 外国都市交流事業

中学生相互派遣事業

英検受検料補助事業

維持管理費（小学校費）

　ラグビーこども未来基金積立金

　スポーツ振興基金積立金

　教育振興基金積立金

計

その他

教育研究所運営費
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185 

その他 

釜石市中期財政計画 財政指標推移 

   令和 2 年度に策定した「釜石市中期財政計画（令和 3 年度～令和 7 年度）」では、安定的に行政運営を継続す

るため、経常収支比率を改善するとともに、適正な実質公債費比率を維持することを基本的な方針とし、計画最終

年度となる令和 7 年度における財政指標（経常収支比率、実質公債費比率、地方債現在高）の目標値と計画期間

中の各年度の想定数値を定めていましたが、令和 7 年度決算における財政指標は以下のとおりで、財政計画での

想定よりも上回る結果となりました。 

計画期間内において、急激な物価上昇や新庁舎建設に伴う市債発行もあったところですが、今後も中期的な財

政見通しを提示しながら、第六次釜石市総合計画（後期計画）に基づき、財政の健全性の確保に努めていきます。 

単位：％、億円 

財政指標名 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

実  績 

経常収支比率 94.9 98.2 99.5 99.0 99.4 

実質公債費比率 14.4 12.9 10.5 10.2 9.3 

地方債現在高 200.8 189.1 178.5 188.5 220.6 

財政計画 

想定数値 

経常収支比率 98.0 97.0 95.7 94.6 93.5 

実質公債費比率 14.4 12.3 9.2 9.0 8.8 

地方債現在高 207.9 200.7 196.8 189.5 182.4 

 

(1) 経常収支比率 

経常収支比率は、市税や普通交付税など経常的に収入される一般財源及び臨時財政対策債が、人件費

や扶助費、公債費、物件費など毎年度経常的に支出される経費にどの程度充当されているかを表す指標で、

比率が高いほど、財政構造の硬直化が進んでいることを示すものです。 

令和 7年度決算では、前年度決算から 0.4ポイント悪化し、99.4％となりましたが、これは地方消費税交付金

や普通交付税などの経常的な収入が前年度から約 2 億 5,400 万円増加した一方、近年の物価高や労務単価

の上昇に伴う一部事務組合に対する負担金などの補助費等の増をはじめ、業務委託や施設管理にかかる物

件費や維持補修費の増など、経常経費充当一般財源が前年度から約 3 億 400 万円増加したためです。 

(2) 実質公債費比率 

実質公債費比率は、地方自治体が標準的な状態で通常収入されると思われる経常的な一般財源の規模を

示す「標準財政規模」に対する公債費の割合を表した指標（3 カ年平均）で、借入金（地方債）の返済額の大き

さを指標化し、資金繰りの程度を示すものです。 

令和 7 年度決算では、普通交付税の増額に伴い、標準財政規模が前年度比約 1 億 5,200 万円増加すると

ともに、過去に実施した繰上償還の効果などにより、元利償還金が前年度比約 900万円減少したことや一部事

務組合等の公債費に対する準元利償還金が前年度比約 5,900 万円減少したことで、前年度決算の 10.2％か

ら 9.3％に改善しました。 

(3) 地方債現在高 

中期財政計画では、公債費負担の適正化を図るため、計画期間内の市債発行額を抑制し、地方債現在高

の縮減を図っていくこととしていましたが、計画で想定していなかった新庁舎建設に係る市債発行が必要な状

況になりました。 

令和 7年度は、工事が本格化した新庁舎建設事業により 35億 2,980万円の借入を行ったことで、市債発行

額が前年度より 21 億 7,600 万円増の 51 億 4,610 万円となり、地方債現在高は前年度決算の約 188 億 4,891

万円から約 220 億 6,130 万円に増加しました。 


